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決算審査意見書の提出について 

地方自冶法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項及び第２４１条 

第５項の規定により審査に付された、平成２７年度白山市各会計歳入歳出決 

算及び証拠書類並びに平成２７年度基金の運用状況を示す書類を審査したの 

で、次のとおりその意見を提出します。
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（注）

 １ 文中及び各表中の金額は、原則として、表示単位未満を四捨五入して表示する。

 ２ 構成比率は、合計が１００となるよう一部調整している。

 ３ 文中に用いたポイントとは、パーセンテージ間又は指数間の単純差引数値である。

 ４ 各表中の符号の用法は、次のとおりである。

「－」…… 該当数値がないか、又はあっても比率が１０,０００％以上、

又は指数が１０,０００以上のもの

  「△」…… 負数を示し、増減を示すときは減を表す。
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平成２７年度白山市一般会計・特別会計決算及び基金運用状況審査意見書

第１ 審査の概要

１ 審査の対象

 平成２７年度歳入歳出決算審査の対象となった会計は、次のとおりである。 

     平成２７年度 白山市一般会計 

     平成２７年度 白山市国民健康保険特別会計 

     平成２７年度 白山市後期高齢者医療特別会計 

     平成２７年度 白山市介護保険特別会計 

     平成２７年度 白山市簡易水道事業特別会計 

     平成２７年度 白山市墓地公苑特別会計 

     平成２７年度 白山市温泉事業特別会計 

     平成２７年度 白山市宅地造成事業特別会計 

     平成２７年度 白山市工業団地造成事業特別会計 

     平成２７年度 白山市湊財産区特別会計 

   付属書類 

    歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書 

２ 審査の期間

   平成２８年８月４日から平成２８年８月１９日まで 

３ 審査の方法

審査に当たっては、市長から提出された決算関係書類が、それぞれの事業で適正に執行されている 

かを検証するため、計数の正確さや予算の趣旨に沿い効率的になされているか、また会計事務の適正 

処理や財産の取得・管理・処分が適正に行われているかを主眼に審査した。 

審査は関係諸帳簿及び証書類を調査照会し、関係職員から説明を聴取するとともに、指定金融機関 

から証明を求め、計数分析には既往の定例監査及び例月現金出納検査の結果も参考とした。 

なお前年度の数値は、平成２６年度の白山市の決算数値を用いている。 
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第２ 審査の結果及び意見

審査に付された、平成２７年度一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算書並びに定額の資産を運用す 

る基金の運用状況報告書と証書類について、調査確認をした結果、決算書の計数は諸帳簿及び指定金融 

機関の計数と符合しておりいずれも正確なものと、また予算の執行や会計経理及び財政事務の執行は、

おおむね適正に行われているものと認められた。 

なお、各会計の審査結果の詳細は次のとおりである。 

第３ 決算審査の概要

１ 全 会 計（一般会計及び９特別会計）

（１）決算規模

一般会計及び９特別会計を合わせた総計決算額は、歳入７６３億４,８５０万６千円、歳出７４６億 

  ９,１７５万４千円となっている。これは前年度に比べて、歳入で３億３,６１７万５千円（対前年度比

０.４％）、歳出で５,７１７万９千円（対前年度比０.１％）減少している。 

また、一般会計と各特別会計間の繰入金及び繰出金の重複額を控除した純計決算額は、歳入７３７億 

４,２４７万６千円、歳出７２０億８,５７２万４千円となっている。 

（２）決算収支の状況

一般会計及び９特別会計を合わせた歳入歳出差引額（形式収支）は、１６億５,６７５万２千円の黒字 

であり、この形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源５,４００万６千円を差し引いた実質収支は、１

６億２７４万５千円の黒字となっている。 

① 会計間における繰出、繰入の状況

国民健康保険特別会計から直営診療施設（白山石川医療企業団）への繰出金は、９４０万１千円である。 

一般会計から他会計へ、介護保険特別会計をはじめ５特別会計に２６億６０３万円繰り出している。

主なものは、介護保険特別会計に１１億９,３７８万２千円、国民健康保険特別会計に８億９,１３８万

７千円、後期高齢者医療特別会計に２億６,８４２万９千円及び簡易水道事業特別会計に２億３,０００

万円と多額にのぼり、一般会計の負担となっている。 

② 歳出予算の翌年度繰越額と不用額の状況

歳出予算の翌年度繰越額は、一般会計の１５億３,５１５万４千円である。 

歳出予算の不用額は、一般会計の８億９,０６４万１千円と特別会計の１億８,７１５万４千円で、合 

計８億９,０６４万１千円である。 

（３）市債現在高の状況

市債の平成２７年度末現在高は、一般会計８７４億６,４７８万４千円、特別会計２５億９,１０２万８ 

千円の合計９００億５,５８１万２千円であり、前年度に比べて８億４,１０１万円（対前年度比０.

９％）増加している。 

（４）普通会計における財政分析

普通地方交付税の配分基礎となっている基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合から財政基礎 

の強さを示す財政力指数は、標準的な行政活動に必要な財源をどれくらい自力で調整できるかを表し、

１に近いほど財政力が強く、１を超える場合には、普通交付税の交付を受けない団体として財政力の面 
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１に近いほど財政力が強く、１を超える場合には、普通交付税の交付を受けない団体として財政力の面 

では最高に位する。平成２７年度の指数は０.６６である。 

税などの一般財源を、人件費や扶助費、公債費など経常的に支出する経費にどれくらい充当している 

かをみることで財政の健全性を判断する経常収支比率は、比率が高くなる程、財政の硬直化が進んでい 

ると言われ、公共施設の整備など投資的な経費に充当する財源の余裕が少なくなる。平成２７年度の比 

率は９２.９％で、これは全国に共通した傾向であるが、財政の弾力性が失われつつある状況がうかが 

える。 

標準財政規模に対する実質収支額の比率である実質収支比率は、財政運営上の健全性を見る有力な指 

針で、決算剰余金又は欠損の状況を財政規模との比較で表したものである。平成２７年度の比率は３.

７％で、一般的には３～５％が望ましいとされている。 

市債元利償還に要する一般財源の財政状況を示す公債費負担比率は、比率が高いほど財政硬直化の一

因となるものとされている。平成２７年度の比率は１９.５％で、一般的には１０％を超えないことが

望ましいとされている。 

２ 一般会計

（１）決算規模

 一般会計の決算額は、歳入５２６億９,７２１万１千円、歳出５１５億１,１９５万４千円となってい

る。 

これは前年度に比べて、歳入で２０億９,８４２万４千円（対前年度比３.８％）、歳出で１５億９,３９

５万１千円（対前年度比３.０％）それぞれ減少している。 

（２）決算収支

歳入歳出差引額（形式収支）は、１１億８,５２５万７千円の黒字で、この形式収支から翌年度へ繰り

越すべき財源５,４００万６千円を差し引いた実質収支は、１１億３,１２５万円の黒字となっている。

また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支は３億６,９４３万円の赤字となっている。 

（３）歳 入

① 各款別の決算状況

   決算額の款別による構成比率を見てみると、市税は全体の３２.９％を占め、次いで地方交付税が２１. 

８％、市債が１３.８％、国庫支出金が１１.６％、県支出金が６.６％の順となっており、これら５科 

目で全体の８６.７％を占めている。 

 前年度に比べて増加した主なものは、市税が１億１,６３８万６千円（対前年度比０.７％）、地方消

費税交付金が９億３,６６０万８千円（対前年度比７１.４％）及び財産収入が６億９００万１千円（対

前年度比５６.４％）であり、前年度に比べて減少した主なものは、地方交付税が１１億９,６４６万２

千円（対前年度比９.４％）、国庫支出金が９億７,６０８万５千円（対前年度比１３.８％）、市債が１

１億４,４２５万９千円（対前年度比１３.６％）である。 

   財源の根幹をなす１款の市税は１７３億１,６１１万２千円で、前年度に比べて１億１,６３８万６千

円（対前年度比０.７％）増加している。これは主に、固定資産税が２,４３９万３千円（対前年度比 

０.３％）及び入湯税が２３５万円（対前年度比２８.０％）減少しているが、市民税が１億２,０４３

万円（対前年度比１.５％）及び市たばこ税が１,８２８万２千円（対前年度比２.６％）増加したこと

による。 

税目別の構成比では、市民税が４６.７％、固定資産税が４３.８％、都市計画税が４.１％の順とな 

っており、これらが全体の９４.６％を占めている。 

 ２款の地方譲与税は３億８,２６８万６千円で、前年度に比べて４,０１１万１千円（対前年度比１１.

７％）増加している。税目別の構成比では、自動車重量譲与税が６９.６％、地方揮発油譲与税が３０. 
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４％となっている。 

３款の利子割交付金は３,０３６万円で、前年度に比べて６９４万６千円（対前年度比１８.６％） 

減少している。 

 ４款の配当割交付金は７,１１８万２千円で、前年度に比べて１,９１６万３千円（対前年度比２１.

２％）減少している。 

５款の株式等譲渡所得割交付金は７,４９１万５千円で、前年度に比べて１,９６０万円（対前年度比 

３５.４％）増加している。 

 ６款の地方消費税交付金は２２億４,８６８万円で、前年度に比べて９億３,６６０万８千円（対前年 

度比７１.４％）増加している。 

 ７款の自動車所得税交付金は９,１４４万２千円で、前年度に比べて３,７３３万３千円（対前年度比 

６９.０％）増加している。 

 ８款の地方特例交付金は７,８７７万８千円で、前年度に比べて４６万８千円（対前年度比０.６％） 

減少している。 

 ９款の地方交付税は１１４億７,２３３万５千円で、前年度に比べて１１億９,６４６万２千円（対前

年度比９.４％）減少している。税目別の構成比では、普通交付税が８７.４％、特別交付税が１２.６％

となっている。 

１０款の交通安全対策特別交付金は１,４７９万５千円で、前年度に比べて９８万３千円（対前年  

度比７.１％）増加している。 

１１款の分担金及び負担金は８億３,４９４万６千円で、前年度に比べて８,４０８万１千円（対前年 

  度比９.１％）減少している。項目別での構成比では、分担金の農林水産業費が０.１％、負担金の民生

費が９７.５％、土木費が１.９％、教育費が０.５％となっている。 

１２款の使用料及び手数料は４億３,５９５万円で、前年度に比べて５０８万８千円（対前年度比１.

２％）増加している。項目別での構成比では、使用料では土木費が５９.０％、教育費が１１.８％、総

務費が７.７％の順に、手数料では総務費が９.０％、土木費が４.８％の順となっており、これらが全

体の９２.３％を占めている。 

 １３款の国庫支出金は６０億９,１８０万７千円で、前年度に比べて９億７,６０８万５千円（対前年

度比１３.８％）減少している。項目別の構成比では、国庫負担金では民生費の６１.３％、衛生費が１. 

６％の順に、国庫補助金では土木費が１９.４％、教育費が６.８％の順に、委託金では民生費が０.３

％となっており、これらが全体の８９.４％を占めている。 

 １４款の県支出金は３４億６,６１３万７千円で、前年度に比べて２,１９３万５千円（対前年度比

０.６％）増加している。項目別の構成比では、県負担金では民生費が３５.４％、衛生費が１４.２％

の順に、県補助金では民生費が２９.２％、農林水産業費の７.６％の順に、委託金では総務費が７.３

％、土木費が０.９％の順になっており、これらが全体の９４.６％を占めている。 

 １５款の財産収入は２億４,２２９万６千円で、前年度に比べて５,８２３万５千円（対前年度比１９. 

４％）減少している。項目別の構成比では、財産売払収入の不動産売払収入が７３.１％、財産運用収

入の財産貸付収入が１９.５％となっており、これらが全体の９２.６％を占めている。 

 １６款の寄附金は２,１０８万２千円で、前年度に比べて１,２８９万５千円（対前年度比１５７.

５％）増加している。 

 １７款の繰入金は１,９０５万６千円で、前年度に比べて６０９万２千円（対前年度比２４.２％）減

少している。 

 １８款の繰越金は１６億８,９７３万円で、前年度に比べて６億９００万１千円（対前年度比５６.

４％）増加している。 

 １９款の諸収入は８億４,８７７万８千円で、前年度に比べて４億６５７万４千円（対前年度比３２.

４％）減少している。項目別構成比では、貸付金元利収入の商工費が５.３％、受託事業収入の土木費

が１７.３％、雑入の雑入が６５.７％となっており、これらが全体の９０.１％を占めている。 
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４％となっている。 

３款の利子割交付金は３,０３６万円で、前年度に比べて６９４万６千円（対前年度比１８.６％） 

減少している。 

 ４款の配当割交付金は７,１１８万２千円で、前年度に比べて１,９１６万３千円（対前年度比２１.

２％）減少している。 

５款の株式等譲渡所得割交付金は７,４９１万５千円で、前年度に比べて１,９６０万円（対前年度比 

３５.４％）増加している。 

 ６款の地方消費税交付金は２２億４,８６８万円で、前年度に比べて９億３,６６０万８千円（対前年 

度比７１.４％）増加している。 

 ７款の自動車所得税交付金は９,１４４万２千円で、前年度に比べて３,７３３万３千円（対前年度比 

６９.０％）増加している。 

 ８款の地方特例交付金は７,８７７万８千円で、前年度に比べて４６万８千円（対前年度比０.６％） 

減少している。 

 ９款の地方交付税は１１４億７,２３３万５千円で、前年度に比べて１１億９,６４６万２千円（対前

年度比９.４％）減少している。税目別の構成比では、普通交付税が８７.４％、特別交付税が１２.６％

となっている。 

１０款の交通安全対策特別交付金は１,４７９万５千円で、前年度に比べて９８万３千円（対前年  

度比７.１％）増加している。 

１１款の分担金及び負担金は８億３,４９４万６千円で、前年度に比べて８,４０８万１千円（対前年 

  度比９.１％）減少している。項目別での構成比では、分担金の農林水産業費が０.１％、負担金の民生

費が９７.５％、土木費が１.９％、教育費が０.５％となっている。 

１２款の使用料及び手数料は４億３,５９５万円で、前年度に比べて５０８万８千円（対前年度比１.

２％）増加している。項目別での構成比では、使用料では土木費が５９.０％、教育費が１１.８％、総

務費が７.７％の順に、手数料では総務費が９.０％、土木費が４.８％の順となっており、これらが全

体の９２.３％を占めている。 

 １３款の国庫支出金は６０億９,１８０万７千円で、前年度に比べて９億７,６０８万５千円（対前年

度比１３.８％）減少している。項目別の構成比では、国庫負担金では民生費の６１.３％、衛生費が１. 

６％の順に、国庫補助金では土木費が１９.４％、教育費が６.８％の順に、委託金では民生費が０.３

％となっており、これらが全体の８９.４％を占めている。 

 １４款の県支出金は３４億６,６１３万７千円で、前年度に比べて２,１９３万５千円（対前年度比

０.６％）増加している。項目別の構成比では、県負担金では民生費が３５.４％、衛生費が１４.２％

の順に、県補助金では民生費が２９.２％、農林水産業費の７.６％の順に、委託金では総務費が７.３

％、土木費が０.９％の順になっており、これらが全体の９４.６％を占めている。 

 １５款の財産収入は２億４,２２９万６千円で、前年度に比べて５,８２３万５千円（対前年度比１９. 

４％）減少している。項目別の構成比では、財産売払収入の不動産売払収入が７３.１％、財産運用収

入の財産貸付収入が１９.５％となっており、これらが全体の９２.６％を占めている。 

 １６款の寄附金は２,１０８万２千円で、前年度に比べて１,２８９万５千円（対前年度比１５７.

５％）増加している。 

 １７款の繰入金は１,９０５万６千円で、前年度に比べて６０９万２千円（対前年度比２４.２％）減

少している。 

 １８款の繰越金は１６億８,９７３万円で、前年度に比べて６億９００万１千円（対前年度比５６.

４％）増加している。 

 １９款の諸収入は８億４,８７７万８千円で、前年度に比べて４億６５７万４千円（対前年度比３２.

４％）減少している。項目別構成比では、貸付金元利収入の商工費が５.３％、受託事業収入の土木費

が１７.３％、雑入の雑入が６５.７％となっており、これらが全体の９０.１％を占めている。 

 ２０款の市債は７２億６,６１４万１千円で、前年度に比べて１１億４,４２５万９千円（対前年度比

１３.６％）減少している。項目別の構成比では、教育債が３５.９％、臨時財政対策債が２６.４％、

土木債が１４.０％、民生債が１２.１％の順で、これらが全体の８８.４％を占めている。 

② 性質別の決算状況

歳入の決算額を自主財源と依存財源の別でみた場合、地方公共団体が自主的に収入しうる市税や使用 

料、手数料等の自主財源は、２１４億７９５万２千円で構成比率は４０.６％、国・県からの交付金や

市債等の依存財源は、３１２億８,９２５万８千円で構成比率は５９.４％であり、前年度に比べて自主

財源が１.９ポイント上昇し、依存財源はその分低下している。 

   また、一般財源と特定財源の別でみた場合、市税や地方交付税など使途が特定されない一般財源は、  

３１７億８,１２８万５千円で構成比率は６０.３％、国・県支出金や建設地方債など使途が特定される 

特定財源は、２０９億１,５９２万６千円で構成比率は３９.７％であり、前年度に比べて一般財源が２ 

.２ポイント上昇し、特定財源はその分低下している。 

③ 不納欠損額の状況

   歳入全体の不納欠損額は、３億６,３２７万９千円である。 

各款別で見てみると、市税は２億９,１５８万５千円で、前年度に比べて２億６,４０７万７千円（対 

前年度比９６０.０％）増加している。分担金は１００万５千円で、前年度に比べて８１万５千円（対

前年度比４２９.４％）増加している。使用料及び手数料は７,０６８万８千円で、前年度に比べて

７,０６８万８千円（皆増）増加している。 

④ 収入未済額の状況

歳入全体の収入未済額は、５億８,８３１万９千円である。 

各款別で見てみると、市税は５億４,４３８万９千円で、前年度に比べて３億５,６７０万５千円（対 

前年度比３９.６％）減少している。分担金及び負担金は５１１万８千円で、前年度に比べて１２２万 

８千円（対前年度比１９.４％）減少している。使用料及び手数料は２,０４４万１千円で、前年度に比 

べて７,３４７万円（対前年度比７８.２％）減少している。諸収入は１,８３６万９千円で、前年度に

比べて１４４万３千円（対前年度比８.５％）増加している。 

（４）歳 出

① 各款別の決算状況

   前年度に比べて民生費など５科目で１８億５,０９６万４千円増加しているものの、土木費など７科目 

で３４億４,４９１万６千円減少しているため、合計では１５億９,３９５万１千円減少している。 

   決算額の款別による構成比率の高いものをみると、民生費が２８.２％、教育費が１４.６％、公債費

が１４.０％、土木費が１２.６％、衛生費が１１.０％の順になっており、これら５科目で８０.４％を

占めている。 

   １款の議会費は３億３,３０７万円で、前年度に比べて３９４万５千円（対前年度比１.２％）減少し

ている。 

   ２款の総務費は５１億６,９２０万５千円で、前年度に比べて４億５,６５５万７千円（対前年度比９ 

.７％）増加している。項目別の構成比では、総務管理費が８０.９％、徴税費が８.７％、戸籍住民 

基本台帳費が７.９％の順となっており、これらが全体の９７.５％を占めている。 

   ３款の民生費は１４５億４,６３０万１千円で、前年度に比べて５億２,０４８万１千円（対前年度比 

３.７％）増加している。項目別の構成比では、児童福祉費が６１.０％、社会福祉費が３５.３％、生

活保護費が３.７％となっている。 

   ４款の衛生費は５６億６,９８７万３千円で、前年度に比べて３億９,５８２万７千円（対前年度比７.
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５％）増加している。項目別構成比では、保健衛生費が８１.０％、清掃費が１９.０％である。 

５款の労働費は４,９４６万９千円で、前年度に比べて３,４８２万２千円（対前年度比４１.３％）

減少している。 

６款の農林水産業費は９億８,１９７万５千円で、前年度に比べて７,７８４万１千円（対前年度比８.

６％）増加している。項目別構成比では、農業費が７５.４％、林業費が２１.４％、水産業費が３.２％

である。 

７款の商工費は１６億２,５２１万６千円で、前年度に比べて１億３,４０４万７千円（対前年度比７.

６％）減少している。項目別構成比では、観光費が７１.９％、商工費が２８.１％である。 

   ８款の土木費は６５億６９３万５千円で、前年度に比べて２３億４,１９０万６千円（対前年度比２６.

５％）減少している。項目別構成比では、道路橋りょう費が４２.７％、下水道費が３１.０％、都市計

画費が１７.４％の順となっており、これらが全体の９１.１％を占めている。 

９款の消防費は１８億７,５０６万７千円で、前年度に比べて４億２５万６千円（対前年度比２７.

１％）増加している。 

１０款の教育費は７５億１,８５６万９千円で、前年度に比べて６億１,００４万８千円（対前年度  

比７.５％）減少している。項目別構成比では、小学校費が４６.６％、社会教育費が２５.３％、中学 

校費が１１.５％の順となっており、これらが全体の８３.４％を占めている。 

１１款の災害復旧費は２,５５５万９千円で、前年度に比べて２,１６６万８千円（対前年度比４５.

９％）減少している。項目別構成比では、公共施設等災害復旧費が９５.４％、公共土木施設災害復旧

費が４.６％である。 

１２款の公債費は７２億１,０７０万９千円で、前年度に比べて２億９,８４７万７千円（対前年度比

４.０％）減少している。 

１３款の諸支出金と１４款の予備費は、０円である。 

② 性質別の決算状況

   歳出の決算額を性質別経費に分けてみると、人件費、扶助費及び公債費からなっている義務的経費は、 

  ２３２億３,９４８万５千円で構成比率は４５.２％であり、一般的に歳出全体に占める義務的経費の比 

  率が低い程、財政は弾力性があり、高い程、硬直化しているといえる。 

 物件費、補助費等及び維持補修費からなっている経常的経費は、１５２億２,１８３万２千円で構成比 

率は２９.５％である。 

 道路、学校、公営住宅の建設等、行政水準の向上に直接寄与する経費で、公共事業、単独事業及び災 

害復旧事業からなる投資的経費は、９５億６,１４６万８千円で構成比率は１８.５％である。 

 義務的経費、経常的経費及び投資的経費以外の経費で、積立金、投資・出資金・貸付金及び臨時的繰

出金等からなっているその他の経費は、３４億８,９１７万円で構成比率は６.８％である。 

③ 翌年度繰越額（明許繰越額）の状況

    歳出全体の翌年度繰越額で明許繰越額が、１５億３,５１５万４千円となっており、前年度に比べて４ 

億９,２８９万２千円（対前年度比２４.３％）減少している。 

各款別で見てみると、総務費で６,４６９万８千円、民生費で３億５,３２５万３千円、衛生費で２,

０００万円、農林水産業費で３,１５３万６千円、商工費で４１０万円、土木費で６億１,６８７万８千

円、消防費で２億６,３８２万６千円、教育費で１億８,０８６万１千円となっている。 

④ 不用額の状況

歳出全体の不用額は、７億３４８万７千円である。 

各款別で見てみると、議会費は１,５２０万１千円、総務費は１億８,５４４万１千円、民生費は１億

５,３８７万５千円、衛生費は５,１０９万９千円、労働費は２６８万６千円、農林水産業費は１,３４
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５％）増加している。項目別構成比では、保健衛生費が８１.０％、清掃費が１９.０％である。 

５款の労働費は４,９４６万９千円で、前年度に比べて３,４８２万２千円（対前年度比４１.３％）

減少している。 

６款の農林水産業費は９億８,１９７万５千円で、前年度に比べて７,７８４万１千円（対前年度比８.

６％）増加している。項目別構成比では、農業費が７５.４％、林業費が２１.４％、水産業費が３.２％

である。 

７款の商工費は１６億２,５２１万６千円で、前年度に比べて１億３,４０４万７千円（対前年度比７.

６％）減少している。項目別構成比では、観光費が７１.９％、商工費が２８.１％である。 

   ８款の土木費は６５億６９３万５千円で、前年度に比べて２３億４,１９０万６千円（対前年度比２６.

５％）減少している。項目別構成比では、道路橋りょう費が４２.７％、下水道費が３１.０％、都市計

画費が１７.４％の順となっており、これらが全体の９１.１％を占めている。 

９款の消防費は１８億７,５０６万７千円で、前年度に比べて４億２５万６千円（対前年度比２７.

１％）増加している。 

１０款の教育費は７５億１,８５６万９千円で、前年度に比べて６億１,００４万８千円（対前年度  

比７.５％）減少している。項目別構成比では、小学校費が４６.６％、社会教育費が２５.３％、中学 

校費が１１.５％の順となっており、これらが全体の８３.４％を占めている。 

１１款の災害復旧費は２,５５５万９千円で、前年度に比べて２,１６６万８千円（対前年度比４５.

９％）減少している。項目別構成比では、公共施設等災害復旧費が９５.４％、公共土木施設災害復旧

費が４.６％である。 

１２款の公債費は７２億１,０７０万９千円で、前年度に比べて２億９,８４７万７千円（対前年度比

４.０％）減少している。 

１３款の諸支出金と１４款の予備費は、０円である。 

② 性質別の決算状況

   歳出の決算額を性質別経費に分けてみると、人件費、扶助費及び公債費からなっている義務的経費は、 

  ２３２億３,９４８万５千円で構成比率は４５.２％であり、一般的に歳出全体に占める義務的経費の比 

  率が低い程、財政は弾力性があり、高い程、硬直化しているといえる。 

 物件費、補助費等及び維持補修費からなっている経常的経費は、１５２億２,１８３万２千円で構成比 

率は２９.５％である。 

 道路、学校、公営住宅の建設等、行政水準の向上に直接寄与する経費で、公共事業、単独事業及び災 

害復旧事業からなる投資的経費は、９５億６,１４６万８千円で構成比率は１８.５％である。 

 義務的経費、経常的経費及び投資的経費以外の経費で、積立金、投資・出資金・貸付金及び臨時的繰

出金等からなっているその他の経費は、３４億８,９１７万円で構成比率は６.８％である。 

③ 翌年度繰越額（明許繰越額）の状況

    歳出全体の翌年度繰越額で明許繰越額が、１５億３,５１５万４千円となっており、前年度に比べて４ 

億９,２８９万２千円（対前年度比２４.３％）減少している。 

各款別で見てみると、総務費で６,４６９万８千円、民生費で３億５,３２５万３千円、衛生費で２,

０００万円、農林水産業費で３,１５３万６千円、商工費で４１０万円、土木費で６億１,６８７万８千

円、消防費で２億６,３８２万６千円、教育費で１億８,０８６万１千円となっている。 

④ 不用額の状況

歳出全体の不用額は、７億３４８万７千円である。 

各款別で見てみると、議会費は１,５２０万１千円、総務費は１億８,５４４万１千円、民生費は１億

５,３８７万５千円、衛生費は５,１０９万９千円、労働費は２６８万６千円、農林水産業費は１,３４

１万７千円、商工費は４,４４７万３千円、土木費は３,２１１万３千円、消防費は１,２１８万３千円、

教育費は１億７,１７３万８千円、災害復旧費は８０８万円、公債費は１１１万３千円、諸支出金は３

００万円、予備費は９０６万４千円となっている。 

３ 特 別 会 計

（１）決算規模

   ９特別会計の総額は、歳入２３６億５,１２９万４千円、歳出２３１億７,９７９万９千円で、前年度 

に比べて歳入で１７億６,２２４万９千円（対前年度比８.１％）増加し、歳出で１５億３,６７７万２

千円（対前年度比７.１％）増加している。 

（２）決算収支

   歳入歳出差引額（形式収支）は、４億７,１４９万４千円の黒字となっている。 

（３）各会計別の決算状況

① 国民健康保険特別会計

歳入歳出決算額は、歳入１３２億５,１３１万８千円、歳出１３０億７,８６３万７千円で、前年度に 

比べて、歳入で１６億２,８３７万円（対前年度比１４.０％）、歳出で１５億９,００７万８千円（対前

年度比１３.８％）それぞれ増加している。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、１億７,２６８万１千円の黒字となっている。また、前年度実質収支 

を差し引いた単年度収支額も３,８２９万１千円の黒字となっている。 

   歳入の主なものは、前期高齢者交付金が３７億３８８万１千円、国民健康保険税・料が２５億７, 

７６４万８千円及び、共同事業交付金が２５億７,５４０万円で、歳入総額に占める割合は６６.９％と

なっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、療養給付費交付金が２億２,９５９万５千円（対前年 

度比３３.８％）及び国庫支出金が１億８,１８１万２千円（対前年度比７.１％）減少しているものの、 

前期高齢者交付金が５億３,８８８万９千円（対前年度比１７.０％）、共同事業交付金が１３億１,２３０ 

万６千円（対前年度比１０３.９％）及び繰入金が７,６６５万円（対前年度比１３２.８％）増加している。 

   収入未済額で主なものは、国民健康保険税の６億６,２５２万１千円で、前年度に比べて１億５９５万 

円（対前年度比１３.８％）減少している。また、国民健康保険税の不納欠損額は３,８５６万５千円で、

前年度に比べて１９７万６千円（対前年度比５.４％）増加している。 

   歳出の主なものは、保険給付費が８１億９,２４０万１千円、共同事業拠出金が２５億９,１４９万８

千円及び後期高齢者支援金等が１３億５,９１３万１千円で、歳出総額に占める割合は９２.８％となっ 

ている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として諸支出金が１億２,０５５万２千円（対前年度比５０.

７％）及び介護納付金が８,８４４万２千円（対前年度比１５.４％）減少しているものの、共同事業拠

出金が１３億８,０５９万８千円（対前年度比１１４.０％）及び保険給付費が３億６,７２２万５千円

（対前年度比４.７％）増加している。 

    不用額は６,１０４万７千円で、主なものは共同事業拠出金３,０１２万２千円及び保険給付費１,０４

２万２千円である。 

② 後期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算額は、歳入１０億５,１７９万円、歳出１０億４,９４７万８千円で、前年度に比べて歳

入で４５８万８千円（対前年度比０.４％）、歳出で４４２万円（対前年度比０.４％）それぞれ減少し
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ている。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、２３１万２千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し

引いた単年度収支は１６万８千円の赤字となっている。 

   歳入の主なものは、保険料が７億７,９０８万６千円で、歳入総額に占める割合は７４.１％となって 

いる。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として保険料が 1,５６０万２千円（対前年度比２.０％）減

少しているものの、繰入金が１,０１７万９千円（対前年度比３.９％）、諸収入が１１０万７千円（対

前年度比１６１.４％）増加している。 

収入未済額は、保険料の３８６万２千円で、前年度に比べて普通徴収保険料が７１万円（対前年度

比１５.５％）減少している。

歳出の主なものは、広域連合納付金が１０億３７４万１千円で、歳出総額に占める割合は９８.８％と 

なっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として広域連合納付金が５５６万９千円（対前年度比０.５％）

減少しているものの、諸支出金が１１０万７千円（対前年度比１６１.４％）増加している。 

   不用額は１,２０３万７千円で、主なものは広域連合納付金１,０７５万８千円である。 

③ 介護保険特別会計

歳入歳出決算額は、歳入８９億２,５２３万８千円、歳出８６億３,６２７万７千円で、前年度に比べ 

て、歳入で１億９,９８０万６千円（対前年度比２.３％）、歳出で１,７６８万１千円（対前年度比 

０.２％）それぞれ増加している。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、２億８,８９６万１千円の黒字となっている。また、前年度実質 

  収支を差し引いた単年度収支も１億８,２１２万５千円の黒字となっている。 

   歳入の主なものは、支払基金交付金が２３億７３２万５千円、保険料が２１億９,２０２万４千円  

及び国庫支出金が１８億４,００３万円で、歳入総額に占める割合は７１.０％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、県支出金が１億９３６万１千円（対前年度比７.９％）、

支払基金交付金が２,３１８万１千円（対前年度比１.０％）減少しているものの、保険料が２億

５,８２９万１千円（対前年度比１３.４％）、繰越金が３,７０４万２千円（対前年度比５３.１％）

及び繰入金が２,８０６万７千円（対前年度比２.４％）増加している。 

   収入未済額は、保険料の４,３０５万９千円で、前年度に比べて６９８万２千円（対前年度比１９.４ 

％）増加している。また、不納欠損額は保険料の３６６万９千円で、前年度に比べて１７３万５千円（対 

前年度比３２.１％）減少している。 

   歳出の主なものは、保険給付費が８０億８,４８５万円で、歳出総額に占める割合は９３.６％となっている。  

増加している。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として、総務費が１億８,１８０万６千円(対前年度比３９. 

  １％)及び基金積立金が８２９万１千円（対前年度比２１.７％）減少しているものの、保険給付費が

１億８,０３４万１千円（対前年度比２.３％）及び諸支出金が３,２０４万７千円（対前年度比６６.４％）

   不用額は１億７４万３千円で、主なものは保険給付費８,０５０万８千円及び地域支援事業費１,４４

９万４千円である。 

④ 簡易水道事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入３億４５６万８千円、歳出３億４３８万８千円で、前年度に比べて、歳入で

３,４３４万６千円（対前年度比１０.１％）、歳出で３,４３５万９千円（対前年度比１０.１％）それ

ぞれ減少している。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、１８万円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引 

いた単年度収支も１万２千円の黒字となっている。 
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ている。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、２３１万２千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し

引いた単年度収支は１６万８千円の赤字となっている。 

   歳入の主なものは、保険料が７億７,９０８万６千円で、歳入総額に占める割合は７４.１％となって 

いる。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として保険料が 1,５６０万２千円（対前年度比２.０％）減

少しているものの、繰入金が１,０１７万９千円（対前年度比３.９％）、諸収入が１１０万７千円（対

前年度比１６１.４％）増加している。 

収入未済額は、保険料の３８６万２千円で、前年度に比べて普通徴収保険料が７１万円（対前年度

比１５.５％）減少している。

歳出の主なものは、広域連合納付金が１０億３７４万１千円で、歳出総額に占める割合は９８.８％と 

なっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として広域連合納付金が５５６万９千円（対前年度比０.５％）

減少しているものの、諸支出金が１１０万７千円（対前年度比１６１.４％）増加している。 

   不用額は１,２０３万７千円で、主なものは広域連合納付金１,０７５万８千円である。 

③ 介護保険特別会計

歳入歳出決算額は、歳入８９億２,５２３万８千円、歳出８６億３,６２７万７千円で、前年度に比べ 

て、歳入で１億９,９８０万６千円（対前年度比２.３％）、歳出で１,７６８万１千円（対前年度比 

０.２％）それぞれ増加している。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、２億８,８９６万１千円の黒字となっている。また、前年度実質 

  収支を差し引いた単年度収支も１億８,２１２万５千円の黒字となっている。 

   歳入の主なものは、支払基金交付金が２３億７３２万５千円、保険料が２１億９,２０２万４千円  

及び国庫支出金が１８億４,００３万円で、歳入総額に占める割合は７１.０％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、県支出金が１億９３６万１千円（対前年度比７.９％）、

支払基金交付金が２,３１８万１千円（対前年度比１.０％）減少しているものの、保険料が２億

５,８２９万１千円（対前年度比１３.４％）、繰越金が３,７０４万２千円（対前年度比５３.１％）

及び繰入金が２,８０６万７千円（対前年度比２.４％）増加している。 

   収入未済額は、保険料の４,３０５万９千円で、前年度に比べて６９８万２千円（対前年度比１９.４ 

％）増加している。また、不納欠損額は保険料の３６６万９千円で、前年度に比べて１７３万５千円（対 

前年度比３２.１％）減少している。 

   歳出の主なものは、保険給付費が８０億８,４８５万円で、歳出総額に占める割合は９３.６％となっている。  

増加している。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として、総務費が１億８,１８０万６千円(対前年度比３９. 

  １％)及び基金積立金が８２９万１千円（対前年度比２１.７％）減少しているものの、保険給付費が

１億８,０３４万１千円（対前年度比２.３％）及び諸支出金が３,２０４万７千円（対前年度比６６.４％）

   不用額は１億７４万３千円で、主なものは保険給付費８,０５０万８千円及び地域支援事業費１,４４

９万４千円である。 

④ 簡易水道事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入３億４５６万８千円、歳出３億４３８万８千円で、前年度に比べて、歳入で

３,４３４万６千円（対前年度比１０.１％）、歳出で３,４３５万９千円（対前年度比１０.１％）それ

ぞれ減少している。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、１８万円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引 

いた単年度収支も１万２千円の黒字となっている。 

   歳入の主なものは、繰入金が２億３,０００万円、使用料及び手数料が５,２５０万円で、歳入総額に 

  占める割合は９２.８％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、繰入金が１,４３９万円（対前年度比５.９％）及び

市債が１,８９０万円（対前年度比７７.１％）減少しているものの、使用料及び手数料が１４７万７千

円（対前年度比２.９％）及び分担金及び負担金が１８万５千円（対前年度比１２.５％）増加している。 

収入未済額は、使用料及び手数料の２２０万８千円で、前年度に比べて７万４千円（対前年度比３.

５％）増加している。また、不納欠損額は使用料及び手数料の５３万１千円で、前年度に比べて５万３

千円（対前年度比１１.１％）増加している。 

   歳出の主なものは、公債費が１億６,３３３万６千円で、歳出総額に占める割合は５３.７％である。 

   歳出の款別決算額は、前年度に比べて、給水事業費が２,５６１万９千円（対前年度比１５.４％）及

び公債費が８７３万９千円（対前年度比５.１％）減少している。 

不用額は８１６万１千円で、主なものは給水事業費７６２万３千円である。 

⑤ 墓地公苑特別会計

   歳入歳出決算額は、歳入３,５５０万７千円、歳出３,５４３万８千円で、前年度に比べて、歳入で５

０５万９千円（対前年度比１２.５％）、歳出で４９７万４千円（対前年度比１２.３％）それぞれ減少

している。 

歳入歳出差引額（形式収支）は、６万９千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引 

  いた単年度収支は８万４千円の赤字となっている。 

   歳入の主なものは、使用料及び手数料が３,５３４万円で、歳入総額に占める割合は９９.５％となっ

ている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、使用料及び手数料が５１１万５千円（対前年度比１

２.６％）減少している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出の主なものは、公債費が２,０９４万９千円で、歳出総額に占める割合は５９.１％となっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として、諸支出金が５８７万５千円（対前年度比３２.５％）

減少しているものの、管理費が１１８万６千円（対前年度比１０８.８％）増加している。 

   不用額は管理費等６万７千円である。 

⑥ 温泉事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入決算額、歳出決算額ともに３,７２６万８千円で、前年度に比べて、歳入

歳出ともに３万３千円（対前年度比０.１％）、減少している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、０円となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支 

も０円となっている。 

   歳入の主なものは、繰入金が２,２４３万１千円で、歳入総額に占める割合は６０.２％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、使用料及び手数料が１０５万２千円（対前年度比８.

５％）減少しているものの、繰入金が９９万３千円（対前年度比４.６％）増加している。 

収入未済額は、使用料及び手数料の８６万５千円で、前年度に比べて３９万円（対前年度比８２.４％）

増加している。 

歳出の主なものは、管理費が２,４６６万９千円で歳出総額に占める割合は６６.２％となっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として、公債費が４６１万６千円（対前年度２６.８％）減少 

しているものの、管理費が４５８万２千円（対前年度２２.８％）増加している。 

   不用額は管理費等２３３万７千円である。 
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⑦ 宅地造成事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入決算額歳出決算額ともに１,２９７万９千円で、前年度に比べて、歳入、

歳出ともに５５９万６千円（対前年度比７５.８％）増加している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、０円である。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円 

となっている。 

   歳入の主なものは、財産収入が１,２８９万８千円で、歳入総額に占める割合は９９.４％となってい 

る。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主に、繰入金が７２９万９千円（皆減）減少しているものの、

財産収入が１,２８９万８千円（皆増）増加している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出は、宅地造成事業費の一般会計繰出金が９２８万８千円で、歳出総額に占める割合は７１.６％

となっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて、公債費が３６９万１千円（対前年度比５０.０％）減少してい

るものの、宅地造成事業費が９２８万８千円（皆増）増加している。 

   不用額は２千円で、主なものは公債費である。 

⑧ 工業団地造成事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入決算額歳出決算額ともに１,０１７万円で、前年度に比べて、歳入、歳出

ともに９９１万５千円（対前年度比４９.４％）減少している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、０円である。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円 

となっている。 

   歳入の主なものは、繰入金が７３８万円で、歳入総額に占める割合は７２.６％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主に、繰入金が８８万３千円（対前年度比１３.６％）増加し 

ているものの、市債が１,０８０万円（対前年度比８０.６％）減少している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出の主なものは、公債費が６７５万３千円で、歳出総額に占める割合は６６.４％となっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主に、工業団地整備事業費が１,０４１万８千円（対前年度 

比７５.３％）減少している。 

   不用額は３千円で、工業団地整備事業費等である。 

⑨ 湊財産区特別会計

歳入歳出決算額は、歳入２,２４５万２千円、歳出１,５１６万１千円で、前年度に比べて、歳入で１, 

  ７５７万８千円（対前年度比４３.９％）、歳出で２,２８８万１千円（対前年度比６０.１％）それぞれ

減少している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、７２９万１千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し 

引いた単年度収支も５３０万２千円の黒字となっている。 

   歳入の主なものは、財産収入が２,０１５万５千円で、歳入総額に占める割合は８９.８％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、財産収入が６８４万８千円（対前年度比５１.５％）

増加しているものの、繰入金が１,５２１万１千円（皆減）及び繰越金が９２１万５千円（対前年度比

８２.２％）減少している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出の主なものは、財産費が１,２３４万円で、歳出総額に占める割合は８１.４％となっている。 

歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として、財産費が２,２９２万円（対前年度比６５.０％）減

少している。 

不用額は２７５万２千円で、主なものは財産費２３７万５千円である。 
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⑦ 宅地造成事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入決算額歳出決算額ともに１,２９７万９千円で、前年度に比べて、歳入、

歳出ともに５５９万６千円（対前年度比７５.８％）増加している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、０円である。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円 

となっている。 

   歳入の主なものは、財産収入が１,２８９万８千円で、歳入総額に占める割合は９９.４％となってい 

る。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主に、繰入金が７２９万９千円（皆減）減少しているものの、

財産収入が１,２８９万８千円（皆増）増加している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出は、宅地造成事業費の一般会計繰出金が９２８万８千円で、歳出総額に占める割合は７１.６％

となっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて、公債費が３６９万１千円（対前年度比５０.０％）減少してい

るものの、宅地造成事業費が９２８万８千円（皆増）増加している。 

   不用額は２千円で、主なものは公債費である。 

⑧ 工業団地造成事業特別会計

歳入歳出決算額は、歳入決算額歳出決算額ともに１,０１７万円で、前年度に比べて、歳入、歳出

ともに９９１万５千円（対前年度比４９.４％）減少している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、０円である。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円 

となっている。 

   歳入の主なものは、繰入金が７３８万円で、歳入総額に占める割合は７２.６％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主に、繰入金が８８万３千円（対前年度比１３.６％）増加し 

ているものの、市債が１,０８０万円（対前年度比８０.６％）減少している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出の主なものは、公債費が６７５万３千円で、歳出総額に占める割合は６６.４％となっている。 

   歳出の款別決算額は、前年度と比べて主に、工業団地整備事業費が１,０４１万８千円（対前年度 

比７５.３％）減少している。 

   不用額は３千円で、工業団地整備事業費等である。 

⑨ 湊財産区特別会計

歳入歳出決算額は、歳入２,２４５万２千円、歳出１,５１６万１千円で、前年度に比べて、歳入で１, 

  ７５７万８千円（対前年度比４３.９％）、歳出で２,２８８万１千円（対前年度比６０.１％）それぞれ

減少している。 

歳入歳出差引額（形状収支）は、７２９万１千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し 

引いた単年度収支も５３０万２千円の黒字となっている。 

   歳入の主なものは、財産収入が２,０１５万５千円で、歳入総額に占める割合は８９.８％となっている。 

   歳入の款別決算額は、前年度に比べて主として、財産収入が６８４万８千円（対前年度比５１.５％）

増加しているものの、繰入金が１,５２１万１千円（皆減）及び繰越金が９２１万５千円（対前年度比

８２.２％）減少している。 

収入未済額及び不納欠損額は、０円である。 

歳出の主なものは、財産費が１,２３４万円で、歳出総額に占める割合は８１.４％となっている。 

歳出の款別決算額は、前年度と比べて主として、財産費が２,２９２万円（対前年度比６５.０％）減

少している。 

不用額は２７５万２千円で、主なものは財産費２３７万５千円である。 

４ 財産の状況

（１）公有財産【一般会計】

① 土 地

   本年度末現在高は１１,３５７,８２０.７９㎡で、前年度に比べて１５，９３０.３４㎡（対前年度比 

０.１％）減少している。 

② 建 物

   本年度末現在高は６０１，３５３.３８㎡で、前年度に比べて９，３５７.０５㎡（対前年度比１.６％）

増加している。 

③ 有価証券

本年度末現在高は３,９９０万７千円で、前年度と同額である。 

④ 出資による権利

   本年度末現在高は４億７，６８８万３千円で、前年度に比べて２，９５６万５千円（対前年度比

５.８％）減少している。 

⑤ 物 品

   本年度末現在高は５１２点で、前年度に比べて２４点（対前年度比４.９％）増加している。 

⑥ 基 金

   本年度末現在高は７７億５９１万２千円で、前年度に比べて５億２，７８８万円（対前年度比７.４

％）増加している。 

これは主に、北陸新幹線白山駅整備基金が２１０万円（対前年度比５３.８％）減少しているものの、

財政調整基金が４億７，１８９万９千円（対前年度比１８.３％）及び北陸新幹線白山総合車両所地下 

道水路管理基金が４，７９０万１千円（対前年度比４０.３％）増加したことによる。 

（２）公有財産【特別会計】

① 土 地

   ６つの特別会計の本年度末現在高は３５７，３４７.８６㎡で、前年度と比べて６，０９２．２７㎡（対 

前年度比１.７％）減少している。 

② 建 物

   ３つの特別会計の本年度末現在高は２,１５５.５６㎡で、前年度と同じ面積である。 

③ 出資による権利

国民健康保険特別会計の本年度末現在高は１,６９１万円で、前年度と同額である。 

出資先は、白山石川医療企業団公立つるぎ病院である。 

④ 物 品

   本年度末現在高は１８点で、前年度と同様である。 
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⑤ 基 金

   本年度末現在高は１０億６，８２１万６千円で、前年度に比べて５,９０２万７千円（対前年度比 

５.８％）増加している。 

これは主に、介護保険特別会計の介護給付費準備基金が３,８３４万８千円（対前年比３９.４％） 

及び墓地公苑特別会計の墓地公苑管理基金が１,８０８万６千円（対前年比４６.０％）増加したことに 

よる。 

５ 審査意見

（１）総括的意見

   平成２７年度の一般会計決算を総括すると、歳入歳出ともに前年度決算額を下回り、形式収支、実質

収支ともに黒字となっている。 

 歳入面では、財源の根幹をなす市税が１億１,６３８万円余、地方消費税交付金が９億３,６６０万円

余、繰越金が６億９００万円余、前年度に比べ増加しているものの、地方交付税が１１億９,６４６万

円余、国庫支出金が９億７,６０８万円余、市債が１１億４,４２５万円余、前年度に比べ減少している

ため、歳入全体では２０億９,８４２万円余の減少となっている。 

 一方、歳出については、扶助費・補助費・繰出金が増加しているが、公共施設の管理見直しや、事務

事業の効率的な執行など行政改革の着実な推進により、人件費、物件費、普通建設事業費は減少してお

り、歳出全体では、前年度に比べ１５億９,３９５万円余の減少となっている。 

地方交付税が段階的に縮減される中、保健・医療など扶助費の増大が避けられない状況にあり、加え

て、今後の公共施設やインフラの老朽化等に備えて、計画的な再編整備・長寿命化を考えていかなけれ

ばならない。 

 日銀金沢支店によれば、北陸の景気は一年以上連続で回復を続け、本市でも新しい企業の進出・税収

の増加、基金残高の増加など、市財政の明るいきざしがある情勢の中ではあるが、経常収支比率は悪化

しており、実質公債費比率等、財政の硬直化を示す指数は改善の余地がまだある状況にあります。 

今後とも、行政運営に当たっては、景気の動向に細心の注意を払い、市民の理解と協力のもとに、費

用対効果も十分検証した中で、行政改革の一層の推進と、企業誘致、白山開山１３００年記念事業によ

る観光誘客等による活性化を進められ、「より安心して、住みやすく、活力のある白山市」の実現に向

けてまい進されたい。 

（２）個別的意見

① 市民の安心・安全の確保について

地震や集中豪雨等による、未曾有の災害を想定し、住民への情報の迅速かつ的確な伝達方法と職員

の行動指針の意識づけを促すなど、危機管理意識の高揚を図り、有事の対策に万全を期されたい。 

② 施設管理の強化について

施設が指定管理、民営化に移行する中、各担当部局においては今一度、法令・条例・規則に適合し

ているか、確認・指導の強化をお願いしたい。 

また、これまでと同等のサービスが受けられるよう指導に努められたい。 

③ 各部を横断する事業の取り組みについて

各部を横断する事業や施設の管理運営等については、定期的に連絡調整の場を設け、目的と成果を

各部で共有され最大の効果が上げられるように努めていただきたい。 

 また、各種事業終了後は全体的な総括の場を設け、今後に活かしていただきたい。 
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⑤ 基 金

   本年度末現在高は１０億６，８２１万６千円で、前年度に比べて５,９０２万７千円（対前年度比 

５.８％）増加している。 

これは主に、介護保険特別会計の介護給付費準備基金が３,８３４万８千円（対前年比３９.４％） 

及び墓地公苑特別会計の墓地公苑管理基金が１,８０８万６千円（対前年比４６.０％）増加したことに 

よる。 

５ 審査意見

（１）総括的意見

   平成２７年度の一般会計決算を総括すると、歳入歳出ともに前年度決算額を下回り、形式収支、実質

収支ともに黒字となっている。 

 歳入面では、財源の根幹をなす市税が１億１,６３８万円余、地方消費税交付金が９億３,６６０万円

余、繰越金が６億９００万円余、前年度に比べ増加しているものの、地方交付税が１１億９,６４６万

円余、国庫支出金が９億７,６０８万円余、市債が１１億４,４２５万円余、前年度に比べ減少している

ため、歳入全体では２０億９,８４２万円余の減少となっている。 

 一方、歳出については、扶助費・補助費・繰出金が増加しているが、公共施設の管理見直しや、事務

事業の効率的な執行など行政改革の着実な推進により、人件費、物件費、普通建設事業費は減少してお

り、歳出全体では、前年度に比べ１５億９,３９５万円余の減少となっている。 

地方交付税が段階的に縮減される中、保健・医療など扶助費の増大が避けられない状況にあり、加え

て、今後の公共施設やインフラの老朽化等に備えて、計画的な再編整備・長寿命化を考えていかなけれ

ばならない。 

 日銀金沢支店によれば、北陸の景気は一年以上連続で回復を続け、本市でも新しい企業の進出・税収

の増加、基金残高の増加など、市財政の明るいきざしがある情勢の中ではあるが、経常収支比率は悪化

しており、実質公債費比率等、財政の硬直化を示す指数は改善の余地がまだある状況にあります。 

今後とも、行政運営に当たっては、景気の動向に細心の注意を払い、市民の理解と協力のもとに、費

用対効果も十分検証した中で、行政改革の一層の推進と、企業誘致、白山開山１３００年記念事業によ

る観光誘客等による活性化を進められ、「より安心して、住みやすく、活力のある白山市」の実現に向

けてまい進されたい。 

（２）個別的意見

① 市民の安心・安全の確保について

地震や集中豪雨等による、未曾有の災害を想定し、住民への情報の迅速かつ的確な伝達方法と職員

の行動指針の意識づけを促すなど、危機管理意識の高揚を図り、有事の対策に万全を期されたい。 

② 施設管理の強化について

施設が指定管理、民営化に移行する中、各担当部局においては今一度、法令・条例・規則に適合し

ているか、確認・指導の強化をお願いしたい。 

また、これまでと同等のサービスが受けられるよう指導に努められたい。 

③ 各部を横断する事業の取り組みについて

各部を横断する事業や施設の管理運営等については、定期的に連絡調整の場を設け、目的と成果を

各部で共有され最大の効果が上げられるように努めていただきたい。 

 また、各種事業終了後は全体的な総括の場を設け、今後に活かしていただきたい。 

④ 施設の統廃合による建物活用・取り壊しについて

白山市公共施設等総合管理計画に基づき、不要となった施設の計画的な取り壊しに向けて、地元地 

権者等とそれぞれの土地の新たなあり方について協議され、早急に取り組んでいただきたい。 

⑤ 施設の移転・統廃合による書類・備品等の管理

施設の移転、統廃合による書類・備品等の管理については、事務引継ぎを確実に行い、重要文書等

の保管について、適切な場所を確保され集約管理を早急に実行されたい。

⑥ 収入未済額と課税について

滞納者への早期の対応や滞納整理の強化等により、徴収率も上昇しているが、今後もさらに、負担 

の公平性や財源確保の観点から、一層努力されたい。 

 利用料・使用料についても未納が長期化とならぬように、滞納者の現状把握に努められ、安易に不

納欠損にすることのないように努め、善良な納付者からの不公平感がないように、厳正に対処された

い。 

⑦ 空き家対策について

空き家の調査方法の改善を行い、定住促進策に繋がるよう、空き家再利用の制度の全市的拡大と 

さらなる制度の強化を検討いただきたい。   

倒壊の危険や防犯、景観上の問題が懸念される建物については、所有者をはじめ関係機関との連絡、

調整などの体制強化を図り、適正な管理の指導と事故防止に努められたい。 

⑧ 職員の確保について

定員適正化計画による、職員の減員計画は達成されたが、職員採用を抑制した中、年代別職員に不

均等があり、資格を必要とされる職員に若手が不足している様に見受けられる。 

今後は弾力的な職員採用にも努められたい。 

⑨ 職員研修について

      市役所内での研修はもとより、国、県、が実施する専門分野の研修に参加するよう積極的に促し、

先進地視察等も含め、他県、他市町との業務遂行状況等の意見交換の場となるよう予算措置を図られ

たい。 
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決 算 の 概 要 等

１ 全 会 計

（１）決 算 規 模 

  平成２７年度の一般会計及び９特別会計の歳入歳出決算額は、次のとおりである。 

＊ 参考資料として、平成２６年度分の白山市の一般会計及び特別会計の決算状況を、合計した金 

額を記載した。 

 ① 総 計 決 算 額 

                                        （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

各会計決算総額

一 般 会 計

特 別 会 計

77,117,550,668 

53,750,596,668 

23,366,954,000 

76,348,506,662 

52,697,211,762 

23,651,294,900 

99.0 

98.0 

101.2 

74,691,754,584 

51,511,954,586 

23,179,799,998 

96.9 

95.8 

99.2 

1,656,752,078 

1,185,257,176 

471,494,902 

内 

訳 

国 民 健 康 保 険 

後期高齢者医療 

介 護 保 険 

簡 易 水 道 事 業 

墓 地 公 苑 

温 泉 事 業 

宅 地 造 成 事 業 

工業団地造成事業 

湊 財 産 区 

13,139,685,000 

1,061,516,000 

8,737,021,000 

312,550,000 

35,506,000 

39,606,000 

12,982,000 

10,174,000 

17,914,000 

13,251,318,766 

1,051,790,375 

8,925,238,039 

304,568,821 

35,507,889 

37,268,424 

12,979,807 

10,170,541 

22,452,238 

100.8 

99.1 

102.2 

97.4 

100.0 

94.4 

100.0 

100.0 

125.3 

13,078,637,391 

1,049,478,309 

8,636,277,433 

304,388,583 

35,438,491 

37,268,424 

12,979,807 

10,170,541 

15,161,019 

99.5 

98.9 

98.8 

97.4 

99.8 

94.1 

100.0 

100.0 

84.6 

172,681,375 

2,312,066 

288,960,606 

180,238 

69,398 

0 

0 

0 

7,291,219 

<参考資料> 

平成２６年度分 

（単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

各会計決算総額

一 般 会 計

特 別 会 計

77,653,662,225 

55,810,097,225 

21,843,565,000 

76,684,681,807 

54,795,636,578 

21,889,045,229 

98.8 

98.2 

100.2 

74,748,934,229 

53,105,906,268 

21,643,027,961 

96.3 

95.2 

99.1 

1,935,747,578 

1,689,730,310

246,017,268 
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決 算 の 概 要 等

１ 全 会 計

（１）決 算 規 模 

  平成２７年度の一般会計及び９特別会計の歳入歳出決算額は、次のとおりである。 

＊ 参考資料として、平成２６年度分の白山市の一般会計及び特別会計の決算状況を、合計した金 

額を記載した。 

 ① 総 計 決 算 額 

                                        （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

各会計決算総額

一 般 会 計

特 別 会 計

77,117,550,668 

53,750,596,668 

23,366,954,000 

76,348,506,662 

52,697,211,762 

23,651,294,900 

99.0 

98.0 

101.2 

74,691,754,584 

51,511,954,586 

23,179,799,998 

96.9 

95.8 

99.2 

1,656,752,078 

1,185,257,176 

471,494,902 

内 

訳 

国 民 健 康 保 険 

後期高齢者医療 

介 護 保 険 

簡 易 水 道 事 業 

墓 地 公 苑 

温 泉 事 業 

宅 地 造 成 事 業 

工業団地造成事業 

湊 財 産 区 

13,139,685,000 

1,061,516,000 

8,737,021,000 

312,550,000 

35,506,000 

39,606,000 

12,982,000 

10,174,000 

17,914,000 

13,251,318,766 

1,051,790,375 

8,925,238,039 

304,568,821 

35,507,889 

37,268,424 

12,979,807 

10,170,541 

22,452,238 

100.8 

99.1 

102.2 

97.4 

100.0 

94.4 

100.0 

100.0 

125.3 

13,078,637,391 

1,049,478,309 

8,636,277,433 

304,388,583 

35,438,491 

37,268,424 

12,979,807 

10,170,541 

15,161,019 

99.5 

98.9 

98.8 

97.4 

99.8 

94.1 

100.0 

100.0 

84.6 

172,681,375 

2,312,066 

288,960,606 

180,238 

69,398 

0 

0 

0 

7,291,219 

<参考資料> 

平成２６年度分 

（単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

各会計決算総額

一 般 会 計

特 別 会 計

77,653,662,225 

55,810,097,225 

21,843,565,000 

76,684,681,807 

54,795,636,578 

21,889,045,229 

98.8 

98.2 

100.2 

74,748,934,229 

53,105,906,268 

21,643,027,961 

96.3 

95.2 

99.1 

1,935,747,578 

1,689,730,310

246,017,268 

   歳     入    ７６,３４８,５０６,６６２円（対前年度比  ０.４％減） 

   歳     出    ７４,６９１,７５４,５８４円（対前年度比  ０.１％減） 

歳入歳出差引額     １,６５６,７５２,０７８円（対前年度比 １４.４％減） 

  これらは前年度に比べ、歳入は３億３,６１７万５千円（対前年度比０.４％）、歳出は５,７１７万９千

円（対前年度比０.１％）ともに減少し、歳入歳出差引額は２億７,８９９万５千円（対前年度比１４.４％）

減少している。 

② 純 計 決 算 額 

  決算総額の中には、一般会計及び特別会計相互間における繰入金並びに繰出金が含まれているので、こ 

 れらを控除した純計決算額は、次のとおりである。 

各 会 計 純 計 決 算 額

                                         （単位：円） 

区   分 歳 入 決 算 額         歳 出 決 算 額         歳入歳出差引残額 

各会計決算総額

一 般 会 計

特 別 会 計

７３,７３３,１８８,０２７ 

５２,６８７,９２３,５２２ 

２１,０４５,２６４,５０５ 

７２,０８５,７２４,１８９ 

４８,９０５,９２４,１９１ 

２３,１７９,７９９,９９８ 

１,６４７,４６３,８３８ 

３,７８１,９９９,３３１ 

△２,１３４,５３５,４９３ 

（２）決算収支の状況 

 ① 決 算 収 支 

  決算収支の状況は、次のとおりである。 

                                         （単位：円） 

区           分 一 般 会 計        特 別 会 計        合     計 

歳 入 総 額             （Ａ） 

歳 出 総 額             （Ｂ） 

形 式 収 支（Ａ－Ｂ） （Ｃ） 

翌 年 度 繰 越 財 源             （Ｄ） 

実 質 収 支（Ｃ－Ｄ） （Ｅ） 

前 年 度 実 質 収 支             （Ｆ） 

単 年 度 収 支（Ｅ－Ｆ） （Ｇ） 

５２,６９７,２１１,７６２ 

５１,５１１,９５４,５８６ 

１,１８５,２５７,１７６ 

５４,００６,４３６ 

１,１３１,２５０,７４０ 

１,５００,６８１,２６７ 

△３６９,４３０,５２７ 

２３,６５１,２９４,９００ 

２３,１７９,７９９,９９８ 

４７１,４９４,９０２ 

０ 

４７１,４９４,９０２ 

２４６,０１７,２６８ 

２２５,４７７,６３４ 

７６,３４８,５０６,６６２ 

７４,６９１,７５４,５８４ 

１,６５６,７５２,０７８ 

５４,００６,４３６ 

１,６０２,７４５,６４２ 

１,７４６,６９８,５３５ 

△１４３,９５２,８９３ 

  歳入歳出差引額（形式収支）は１６億５,６７５万２千円の黒字で、翌年度へ繰り越すべき財源５,４０

０万６千円を差し引いた実質収支は、１６億２７４万５千円の黒字となっている。 

  また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支は、１億４,３９５万２千円の赤字となっている。 
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 ② 一般会計からの繰出金 

                                    （単位：円・％） 

区           分 決  算  額 構 成 比 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

介 護 保 険 特 別 会 計 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 

温 泉 事 業 特 別 会 計 

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

湊 財 産 区 特 別 会 計 

合 計

８９１,３８７,０４７ 

２６８,４２９,６９０ 

１,１９３,７８２,３０３ 

２３０,０００,０００ 

２２,４３１,３５５ 

０ 

０ 

０ 

２,６０６,０３０,３９５

３４.２ 

１０.３ 

４５.８ 

８.８ 

０.８ 

０.０ 

０.０ 

０.０ 

１００.０

 ③ 国民健康保険特別会計からの繰出金 

                                    （単位：円・％） 

区           分 決  算  額 構 成 比 

直 診 診 療 施 設 

合 計

９,４０１,０００ 

９,４０１,０００

１００.０ 

１００.０

 ④ 歳出予算の翌年度繰越額と不用額 

                                        （単位：円・％） 

区       分 翌年度繰越額 構成比 不  用  額 構成比 

全 会 計 合 計 

一 般 会 計 

特 別 会 計 

１,５３５,１５４,３００ 

１,５３５,１５４,３００ 

0 

１００.0 

１００.０ 

０.０ 

８９０,６４１,７８４ 

７０３,４８７,７８２ 

１８７,１５４,００２ 

100.0 

７９.０ 

２１.０ 

内 

訳 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

介 護 保 険 特 別 会 計 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 

墓 地 公 苑 特 別 会 計 

温 泉 事 業 特 別 会 計 

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

工業団地造成事業特別会計 

湊 財 産 区 特 別 会 計 

0 

0 

０ 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

０.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

６１,０４７,６０９ 

１２,０３７,６９１ 

１００,７４３,５６７ 

８,１６１,４１７ 

６７,５０９ 

２,３３７,５７６ 

２,１９３ 

３,４５９ 

２,７５２,９８１ 

３２.６ 

６.４ 

５３.8 

4.4 

０.1 

１.２ 

０.０ 

０.０ 

1.５ 

※ 翌年度繰越額は、繰越明許額及び事故繰越額である。 
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 ② 一般会計からの繰出金 

                                    （単位：円・％） 

区           分 決  算  額 構 成 比 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

介 護 保 険 特 別 会 計 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 

温 泉 事 業 特 別 会 計 

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

湊 財 産 区 特 別 会 計 

合 計

８９１,３８７,０４７ 

２６８,４２９,６９０ 

１,１９３,７８２,３０３ 

２３０,０００,０００ 

２２,４３１,３５５ 

０ 

０ 

０ 

２,６０６,０３０,３９５

３４.２ 

１０.３ 

４５.８ 

８.８ 

０.８ 

０.０ 

０.０ 

０.０ 

１００.０

 ③ 国民健康保険特別会計からの繰出金 

                                    （単位：円・％） 

区           分 決  算  額 構 成 比 

直 診 診 療 施 設 

合 計

９,４０１,０００ 

９,４０１,０００

１００.０ 

１００.０

 ④ 歳出予算の翌年度繰越額と不用額 

                                        （単位：円・％） 

区       分 翌年度繰越額 構成比 不  用  額 構成比 

全 会 計 合 計 

一 般 会 計 

特 別 会 計 

１,５３５,１５４,３００ 

１,５３５,１５４,３００ 

0 

１００.0 

１００.０ 

０.０ 

８９０,６４１,７８４ 

７０３,４８７,７８２ 

１８７,１５４,００２ 

100.0 

７９.０ 

２１.０ 

内 

訳 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

介 護 保 険 特 別 会 計 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 

墓 地 公 苑 特 別 会 計 

温 泉 事 業 特 別 会 計 

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

工業団地造成事業特別会計 

湊 財 産 区 特 別 会 計 

0 

0 

０ 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

０.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

６１,０４７,６０９ 

１２,０３７,６９１ 

１００,７４３,５６７ 

８,１６１,４１７ 

６７,５０９ 

２,３３７,５７６ 

２,１９３ 

３,４５９ 

２,７５２,９８１ 

３２.６ 

６.４ 

５３.8 

4.4 

０.1 

１.２ 

０.０ 

０.０ 

1.５ 

※ 翌年度繰越額は、繰越明許額及び事故繰越額である。 

（３）市債現債額の状況 

   本年度の市債の状況は、次のとおりである。 

              市 債 現 債 額         （単位：円）

会 計 名 
平成２６年度末 

現 在 高 

平成２７年度中 

における増減額 

平成２７年度末 

現 在 高 

一 般 会 計

介護保険事業特別会計 

簡易水道事業特別会計 

墓 地 公 苑 特 別 会 計 

温 泉 事 業 特 別 会 計 

宅地造成事業特別会計 

工業団地造成事業特別会計

合 計

８６,４６４,１１６,５５７ 

０ 

１,４１７,８０４,８１２ 

２１０,５６０,０００ 

２０,５４８,６０２ 

３,６７１,３７４ 

１,０９８,１００,０００ 

８９,２１４,８０１,３４５

１,０００,６６７,４８２ 

  ０ 

△ １２８,８２７,５３２ 

△ １７,４４０,０００ 

△ １２,３１７,８５９ 

△  ３,６７１,３７４ 

 ２,６００,０００ 

８４１,０１０,７１７

８７,４６４,７８４,０３９ 

０ 

１,２８８,９７７,２８０ 

１９３,１２０,０００ 

８,２３０,７４３ 

０ 

１,１００,７００,０００ 

９０,０５５,８１２,０６２

市債の現在高は９００億５,５８１万２千円で、前年度に比べ８億４,１０１万円（対前年度比０.

９％）増加している。 

（４）財 政 状 況 

  普通会計における財政力指数等の状況は、次のとおりである。 

  なお、類似団体とは、人口・産業構造ともに同程度の都市の平成２５年度決算における平均指数を示 

したものであり、当市は「Ⅲ－１類型」に区分されている。 

 ① 財政力指数（白山市：０.６５、類似団体：０.７５） 

基準財政収入額
 の３か年の平均値 

基準財政需要額

地方公共団体の財政力（経済力）を示す指数で、標準的な行政活動に必要な財源をどれくらい自力で 

調整できるかを示したもので、財政力を判断する指数で１に近いほど財政力が強く、１を超える場合に 

は、普通交付税の交付を受けない団体として財政力の面では最高に位する。 

   平成２７年度の財政力指数は０.６６で、前年度に比べて０.０２ポイント上昇している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は０.７４である。 

  ② 経常収支比率（白山市：９２.９％、類似団体：８９.５％） 

経常経費充当一般財源 
 × １００ 

経常一般財源収入額

税などの一般財源を、人件費や扶助費、公債費など経常的に支出する経費にどれくらい充当している 

かをみることで財政構造の弾力性を示す指標で、この比率が高いほど財政の硬直化が進んでいると言わ 
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れ、公共施設の整備など投資的な経費に充当する財源の余裕が少なくなる。８０％を超えると弾力性を 

失いつつあるとされている。 

   平成２７年度の経常収支比率は９２.９％で、前年度に比べて２.０ポイント上昇している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は８９.５％である。 

③ 実質収支比率（白山市：３.７％、類似団体：５.３％） 

実質収支額
 × １００ 

標準財政規模 

   財政運営上の健全性を見る有力な指標で、決算剰余金又は欠損の状況を財政規模との比較で表したも 

のである。この比率は、３～５％が望ましいとされている。 

   平成２７年度の実質収支比率は３.７％で、前年度に比べて１.２ポイント減少している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は５.３％である。 

  ④ 公債費負担比率（白山市：１９.５％、類似団体：１４.７％） 

公債償還一般財源 ― 災害復旧等にかかる基準財政需要額 
 × １００ 

標 準 財 政 規 模         ― 災害復旧等にかかる基準財政需要額 

   公債費の一般財源に占める割合を示す指標で、この比率が高いほど財政硬直化の一因となるものとさ 

れている。この比率が１０％を超えないことが望ましいとされている。 

   平成２７年度の公債費負担比率は１９.５％で、前年度に比べて０.５ポイント減少している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は１４.７％である。 
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れ、公共施設の整備など投資的な経費に充当する財源の余裕が少なくなる。８０％を超えると弾力性を 

失いつつあるとされている。 

   平成２７年度の経常収支比率は９２.９％で、前年度に比べて２.０ポイント上昇している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は８９.５％である。 

③ 実質収支比率（白山市：３.７％、類似団体：５.３％） 

実質収支額
 × １００ 

標準財政規模 

   財政運営上の健全性を見る有力な指標で、決算剰余金又は欠損の状況を財政規模との比較で表したも 

のである。この比率は、３～５％が望ましいとされている。 

   平成２７年度の実質収支比率は３.７％で、前年度に比べて１.２ポイント減少している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は５.３％である。 

  ④ 公債費負担比率（白山市：１９.５％、類似団体：１４.７％） 

公債償還一般財源 ― 災害復旧等にかかる基準財政需要額 
 × １００ 

標 準 財 政 規 模         ― 災害復旧等にかかる基準財政需要額 

   公債費の一般財源に占める割合を示す指標で、この比率が高いほど財政硬直化の一因となるものとさ 

れている。この比率が１０％を超えないことが望ましいとされている。 

   平成２７年度の公債費負担比率は１９.５％で、前年度に比べて０.５ポイント減少している。 

   平成２５年度の類似団体の指数は１４.７％である。 

２ 一般会計

  一般会計の収支状況は、次のとおりである。 

平成２７年度決算収支状況 <参考>平成２６年度決算収支状況 

                 （単位：円）                   （単位：円） 

区   分 平成２７年度 区   分 平成２６年度 

歳 入 総 額(A) 

歳 出 総 額(B) 

形式収支 (A－B)(C) 

翌年度繰越財源(D) 

実質収支(C－D)(E) 

前年度実質収支(F) 

単年度収支(E-F)(G) 

５２，６９７，２１１，７６２ 

５１，５１１，９５４，５８６ 

１，１８５，２５７，１７６ 

５４，００６，４３６ 

１，１３１，２５０，７４０ 

１，５００，６８１，２６７ 

△３６９，４３０，５２７ 

歳 入 総 額(A) 

歳 出 総 額(B) 

形式収支 (A－B)(C) 

翌年度繰越財源(D) 

実質収支(C－D)(E) 

前年度実質収支(F) 

単年度収支(E-F)(G) 

５４,７９５,６３６,５７８ 

５３,１０５,９０６,２６８ 

１,６８９,７３０,３１０ 

１８９,０４９,０４３ 

１,５００,６８１,２６７ 

９３８,８２５,２１７ 

５６１,８５６,０５０ 

 平成２７年度白山市一般会計歳入・歳出予算額は、当初４９９億４，６００万円、補正額１７億７,６

５５万円の増、継続費及び繰越事業費繰越財源充当額２０億２，８０４万６千円の増で、予算総額５３７

億５，０５９万６千円となっている。 

 一方、決算額は歳入で５２６億９，７２１万１千円、歳出で５１５億１，１９５万４千円、前年度に比

べて歳入で２０億９，８４２万４千円（対前年度比３.８％）、歳出で１５億９，３９５万１千円（対前年

度比３.０％）減少している。 

歳入歳出差引残額（形式収支）は１１億８，５２５万円の黒字で、この形式収支から翌年度へ繰り越す

べき財源５，４００万円を差し引いた実質収支は１１億３，１２５万円の黒字となっている。また、前年

度実質収支を差し引いた単年度収支は３億６,９４３万円の黒字となっている。 

（１）歳 入

① 予算執行状況

  歳入決算の概況は、次のとおりである。 

     予 算 現 額            ５３，７５０，５９６，６６８円 

     調 定 額            ５３，６４８，８０９，９６９円 

     収 入 済 額            ５２，６９７，２１１，７６２円 

     不納欠損額               ３６３，２７９，１８２円 

     収入未済額     ５８８，３１９，０２５円 

※ 予算現額に対する収入済額の収入率は、９８.０％（前年度９８.２％）である。 

※ 調定額に対する収入済額の収入率は、 ９８.２％（前年度９８.１％）である。 

※ 調定額に対する不納欠損額の比率は、  ０.６％（前年度 ０.０％）である。 

※ 調定額に対する収入未済額の比率は、  １.１％（前年度 １.８％）である。 
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② 款別の予算執行状況

（単位：円・％） 

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 執行率 収入率 

１ 市    税 16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 102.1  95.4 

２ 地方譲与税 382,686,000 382,686,006 382,686,006 0 0 100.0 100.0 

３ 利子割交付金 30,360,000 30,360,000 30,360,000 0 0 100.0 100.0 

４ 配当割交付金 71,182,000 71,182,000 71,182,000 0 0 100.0 100.0 

５ 
株式等譲渡 

所得割交付金 
74,915,000 74,915,000 74,915,000 0 0 100.0 100.0 

６ 
地方消費税

交 付 金 
2,248,680,000 2,248,680,000 2,248,680,000 0 0 100.0 100.0 

７ 
自動車取得税

交 付 金 
91,442,000 91,442,000 91,442,000 0 0 100.0 100.0 

８ 
地 方 特 例 

交 付 金 
78,778,000 78,778,000 78,778,000 0 0 100.0 100.0 

９ 地方交付税 11,472,335,000 11,472,335,000 11,472,335,000 0 0 100.0 100.0 

10 
交通安全対策

特別交付金 
14,795,000 14,795,000 14,795,000 0 0 100.0 100.0 

11 
分担金及び 

負 担 金 
860,859,000 841,070,270 834,946,170 1,005,800 5,118,300 97.0 99.3 

12 
使用料及び 

手 数 料 
423,732,000 527,079,981 435,950,115 70,688,000 20,441,866 102.9 82.7 

13 国庫支出金 6,785,725,988 6,091,807,552 6,091,807,552 0 0 89.8 100.0 

14 県 支 出 金 3,483,207,000 3,466,137,334 3,466,137,334 0 0 99.5 100.0 

15 財 産 収 入 188,444,000 242,296,482 242,296,482 0 0 128.6 100.0 

16 寄 附 金 21,226,000 21,082,358 21,082,358 0 0 99.3 100.0 

17 繰 入 金 15,185,000 19,056,298 19,056,298 0 0 125.5 100.0 

18 繰 越 金 1,689,730,043 1,689,730,310 1,689,730,310 0 0 100.0 100.0 

19 諸 収 入 957,031,637 867,147,754 848,778,473 0 18,369,281 88.7  97.9 

20 市 債 7,902,841,000 7,266,141,000 7,266,141,000 0 0 91.9 100.0 

  合   計 53,750,596,668 53,648,809,969 52,697,211,762 363,279,182 588,319,025 98.0 98.2 
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② 款別の予算執行状況

（単位：円・％） 

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 執行率 収入率 

１ 市    税 16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 102.1  95.4 

２ 地方譲与税 382,686,000 382,686,006 382,686,006 0 0 100.0 100.0 

３ 利子割交付金 30,360,000 30,360,000 30,360,000 0 0 100.0 100.0 

４ 配当割交付金 71,182,000 71,182,000 71,182,000 0 0 100.0 100.0 

５ 
株式等譲渡 

所得割交付金 
74,915,000 74,915,000 74,915,000 0 0 100.0 100.0 

６ 
地方消費税

交 付 金 
2,248,680,000 2,248,680,000 2,248,680,000 0 0 100.0 100.0 

７ 
自動車取得税

交 付 金 
91,442,000 91,442,000 91,442,000 0 0 100.0 100.0 

８ 
地 方 特 例 

交 付 金 
78,778,000 78,778,000 78,778,000 0 0 100.0 100.0 

９ 地方交付税 11,472,335,000 11,472,335,000 11,472,335,000 0 0 100.0 100.0 

10 
交通安全対策

特別交付金 
14,795,000 14,795,000 14,795,000 0 0 100.0 100.0 

11 
分担金及び 

負 担 金 
860,859,000 841,070,270 834,946,170 1,005,800 5,118,300 97.0 99.3 

12 
使用料及び 

手 数 料 
423,732,000 527,079,981 435,950,115 70,688,000 20,441,866 102.9 82.7 

13 国庫支出金 6,785,725,988 6,091,807,552 6,091,807,552 0 0 89.8 100.0 

14 県 支 出 金 3,483,207,000 3,466,137,334 3,466,137,334 0 0 99.5 100.0 

15 財 産 収 入 188,444,000 242,296,482 242,296,482 0 0 128.6 100.0 

16 寄 附 金 21,226,000 21,082,358 21,082,358 0 0 99.3 100.0 

17 繰 入 金 15,185,000 19,056,298 19,056,298 0 0 125.5 100.0 

18 繰 越 金 1,689,730,043 1,689,730,310 1,689,730,310 0 0 100.0 100.0 

19 諸 収 入 957,031,637 867,147,754 848,778,473 0 18,369,281 88.7  97.9 

20 市 債 7,902,841,000 7,266,141,000 7,266,141,000 0 0 91.9 100.0 

  合   計 53,750,596,668 53,648,809,969 52,697,211,762 363,279,182 588,319,025 98.0 98.2 

③ 性質別の状況

  歳入決算額を自主財源と依存財源の別でみた場合、自主財源は２１４億７９５万２千円で、依存財源 

は３１２億８，９２５万８千円となっている。これを前年度と比べると、自主財源は１億８，８３８万８

千円（対前年度比０.９％）増加し、依存財源は２２億８，６８１万３千円（対前年度比６.８％）減少し

ている。 

歳入決算額に占める割合は、自主財源が４０．６％、依存財源が５９．４％である。前年度に比べ自主 

財源が１．９ポイント上昇し、依存財源はその分低下している。 

歳入の
財源別構成比

地方交付税
21.8%

諸収入 1.6%

繰越金 3.2%

市税
32.9%

市債
13.8%

国庫支出金
11.6%

依存財源
59.4%

自主財源
40.6%

その他（地方消費税交付金,地方譲与税） 5.6%
その他（財産収入,使用料 1.3%

及び手数料など）

分担金及び負担金 1.6%

県支出金6.6%

（注） 「自主財源」とは、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、 

   繰越金並びに諸収入を、「依存財源」とは、自主財源以外の収入をいう。 

  また、一般財源と特定財源の別でみた場合には、一般財源は３１７億８,１２８万５千円、特定財源 

は２０９億１,５９２万６千円となっている。これを前年度と比べると、一般財源は７，２０１万７千円

（対前年度比０.２％）減少し、特定財源は２０億２，６４０万７千円（対前年度比８．８％）減少している。 

歳入決算額に占める割合は、一般財源が６０.３％、特定財源が３９.７％であり、前年度に比べ一般財 

 源が２.２ポイント上昇し、特定財源はその分低下している。 
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歳入の
財源別構成比

特定財源
39.7%

一般財源
60.3%

市  税
32.9%

地方交付税
21.8%

繰越金　3.2%

諸収入 １.6%

県支出金 6.6%

国庫支出金
11.6%

市  債
13.8%

その他（地方譲与税,
配当割交付金など） １.3%

その他（使用料及び手数料,
　　　　　　  財産収入など） 2.9%

地方消費税交付金 4.3%

（注） 「一般財源」とは、市税、地方譲与税、地方交付税など使途の特定されていない収入を、「特定財源」

とは、一般財源以外の収入をいう。 

④ 各款別の決算状況

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 市 税 （構成比 ３２．９％）

                     （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 102.1 95.4 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                  （単位：円・％）

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

16,207,562,000 18,128,327,985 17,199,725,818 27,507,451 901,094,716 106.1 94.9 

市税の税目別内訳は、次表のとおりである。 
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歳入の
財源別構成比

特定財源
39.7%

一般財源
60.3%

市  税
32.9%

地方交付税
21.8%

繰越金　3.2%

諸収入 １.6%

県支出金 6.6%

国庫支出金
11.6%

市  債
13.8%

その他（地方譲与税,
配当割交付金など） １.3%

その他（使用料及び手数料,
　　　　　　  財産収入など） 2.9%

地方消費税交付金 4.3%

（注） 「一般財源」とは、市税、地方譲与税、地方交付税など使途の特定されていない収入を、「特定財源」

とは、一般財源以外の収入をいう。 

④ 各款別の決算状況

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 市 税 （構成比 ３２．９％）

                     （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 102.1 95.4 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                  （単位：円・％）

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

16,207,562,000 18,128,327,985 17,199,725,818 27,507,451 901,094,716 106.1 94.9 

市税の税目別内訳は、次表のとおりである。 

                                         （単位：円・％） 

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 執行率 収入率 

普 

通 

税 

市 民 税 7,993,432,000 8,279,732,506 8,078,202,962 15,199,561 186,329,983 101.1 97.6 

個 人 5,370,000,000 5,630,322,689 5,436,566,262 11,969,544 181,786,883 101.2 96.6 

法 人 2,623,432,000 2,649,409,817 2,641,636,700 3,230,017 4,543,100 100.7 99.7 

固定資産税 7,366,900,000 8,151,000,313 7,576,782,925 274,188,626 300,028,762 102.8 93.0 

軽自動車税 235,700,000 246,908,551 240,995,755 645,100 5,267,696 102.2 97.6 

市たばこ税 668,000,000 708,971,757 708,925,643 0 46,114 106.1 100.0 

計 16,264,032,000 17,386,613,127 16,604,907,285 290,033,287 491,672,555 102.1 95.5 

目 

的 

税 

鉱 産 税 10,000 10,474 10,474 0 0 104.7 100.0 

入 湯 税 4,100,000 6,052,950 6,052,950 0 0 147.6 100.0 

都市計画税 689,300,000 759,411,073 705,141,955 1,552,095 52,717,023 102.3 92.9 

計 693,410,000 765,474,497 711,205,379 1,552,095 52,717,023 102.6 92.9 

  合  計 16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 102.1 95.4 

市税の構成は、次のとおりである。 

税目別構成比

目的税
4.１%

普通税
95.9%

都市計画税
入湯税・鉱産税 4.1%

市たばこ税  4.1%

軽自動車税  1.4%

固定資産税
43.8%

市民税
46.6%

収入済額の主なものは、次のとおりである。 
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〔普通税〕 

・市民税         ８０億７，８２０万２千円  （構成比率４６.６％）            

・固定資産税       ７５億７，６７８万２千円 （構成比率４３.８％）            

・市たばこ税        ７億  ８９２万５千円 （構成比率 ４.１％）            

・軽自動車税        ２億４，０９９万５千円 （構成比率 １.４％）            

  〔目的税〕 

・都市計画税        7億   ５１４万１千円 （構成比率 ４.１％）            

・入湯税             ６０５万２千円 （構成比率 ０.０％）            

収入済額は前年度に比べると、１億１，６３８万６千円（対前年度比０.７％）増加している。企業

の業績回復傾向が続いており、昨年度に引き続き、収入済額は１７０億円台を堅持し、１７３億１，６

１１万２千円となった。 

市税収入の４３.８％を占める固定資産税は、評価替えにより土地が３，３２０万円（対前年度比１．

２％）、家屋が３，２６５万円(対前年度比１．１％)減少し、償却資産は４，２１１万円(前年度比２.

３％)増加し、国有資産等所在市交付金を含めて７５億７，６７８万２千円となった。 

 現年度課税分と滞納繰越分の内訳は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 調 定 額      収入済額      不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年課税分 16,836,242,000 17,252,443,236 17,132,984,149 2,297,058 117,162,029 99.3 

滞納繰越分 121,200,000 899,644,388 183,128,515 289,288,324 427,227,549 20.4 

合 計 16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 95.4 

市税の収入率については、滞納繰越分が２０.４％、現年度課税分が９９.３％、全体で９５.４％とな 

り、前年度と比べて全体で０.５ポイント上昇している。 

なお現年課税分は前年度に比べて０．２ポイント上昇、滞納繰越分は１．９ポイント下降している。 

  不納欠損額の主なものは、次のとおりである。 

〔普通税〕 

・固定資産税        ２億７,４１８万８千円 （構成比率９４.０％） 

・市民税            １,５１９万９千円 （構成比率 ５.２％） 

  〔目的税〕 

・都市計画税            １５５万２千円 （構成比率 ０.５％） 

  不納欠損額は前年度に比べると、２億６，４０７万７千円（対前年度比９６０.０％）と大きく増加して 

いる。不納欠損額全体の８８．３％を占める２億５，７５８万円は、大型案件１件分（固定資産税２億 

５，７４１万円、法人市民税１７万円）である。 

収入未済額の主なものは、次のとおりである。 
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〔普通税〕 

・市民税         ８０億７，８２０万２千円  （構成比率４６.６％）            

・固定資産税       ７５億７，６７８万２千円 （構成比率４３.８％）            

・市たばこ税        ７億  ８９２万５千円 （構成比率 ４.１％）            

・軽自動車税        ２億４，０９９万５千円 （構成比率 １.４％）            

  〔目的税〕 

・都市計画税        7億   ５１４万１千円 （構成比率 ４.１％）            

・入湯税             ６０５万２千円 （構成比率 ０.０％）            

収入済額は前年度に比べると、１億１，６３８万６千円（対前年度比０.７％）増加している。企業

の業績回復傾向が続いており、昨年度に引き続き、収入済額は１７０億円台を堅持し、１７３億１，６

１１万２千円となった。 

市税収入の４３.８％を占める固定資産税は、評価替えにより土地が３，３２０万円（対前年度比１．

２％）、家屋が３，２６５万円(対前年度比１．１％)減少し、償却資産は４，２１１万円(前年度比２.

３％)増加し、国有資産等所在市交付金を含めて７５億７，６７８万２千円となった。 

 現年度課税分と滞納繰越分の内訳は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 調 定 額      収入済額      不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年課税分 16,836,242,000 17,252,443,236 17,132,984,149 2,297,058 117,162,029 99.3 

滞納繰越分 121,200,000 899,644,388 183,128,515 289,288,324 427,227,549 20.4 

合 計 16,957,442,000 18,152,087,624 17,316,112,664 291,585,382 544,389,578 95.4 

市税の収入率については、滞納繰越分が２０.４％、現年度課税分が９９.３％、全体で９５.４％とな 

り、前年度と比べて全体で０.５ポイント上昇している。 

なお現年課税分は前年度に比べて０．２ポイント上昇、滞納繰越分は１．９ポイント下降している。 

  不納欠損額の主なものは、次のとおりである。 

〔普通税〕 

・固定資産税        ２億７,４１８万８千円 （構成比率９４.０％） 

・市民税            １,５１９万９千円 （構成比率 ５.２％） 

  〔目的税〕 

・都市計画税            １５５万２千円 （構成比率 ０.５％） 

  不納欠損額は前年度に比べると、２億６，４０７万７千円（対前年度比９６０.０％）と大きく増加して 

いる。不納欠損額全体の８８．３％を占める２億５，７５８万円は、大型案件１件分（固定資産税２億 

５，７４１万円、法人市民税１７万円）である。 

収入未済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔普通税〕 

・固定資産税        ３億    ２万８千円 （構成比率５５.１％） 

・市民税          １億８,６３２万９千円 （構成比率３４.２％） 

・軽自動車税            ５２６万７千円 （構成比率 １.０％） 

  〔目的税〕 

・都市計画税          ５,２７１万７千円 （構成比率 ９.７％） 

  収入未済額は前年度に比べると、３億５，６７０万５千円（対前年度比３９.６％）減少している。 

  これは、固定資産税が３億２４５万９千円（対前年度比５０.２％）減少したことによる。 

滞納処分の執行停止の理由別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・件） 

区分 

税別 

地方税法第１５条の７ 

第１項第１号の規定に 

よるもの（無財産）

地方税法第１５条の７ 

第１項第２号の規定に 

よるもの（生活困窮） 

地方税法第１５条の７

第１項第３号の規定に 

よるもの（所在不明） 

合   計 

件数 金   額 件数 金  額 件数 金   額 件数 金   額 

個人市民税 37 5,926,891 9 722,849 17 754,462 63 7,404,202 

法人市民税 10 1,884,482 － － － － 10 1,884,482 

固定資産税 21 283,892,769 5 395,600   1 183,200 27 284,471,569 

軽自動車税 24 335,578 12 97,000    6 135,250 42 567,828 

合 計 92 292,039,720 26 1,215,449 24 1,072,912 142 294,328,081 

※ 都市計画税分は、固定資産税に含まれている。 

税負担の公共性を期する点からも、尚一層の税に対する意識の高揚を図られ、収納率の向上に努められ 

るよう望むものである。 

第２款 地方譲与税 （構成比 ０.７％）

                    （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

382,686,000 382,686,006 382,686,006 0 0 100.0  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

342,575,000 342,575,005 342,575,005 0 0 100.0  100.0  

地方譲与税の税目別内訳は、次表のとおりである。 
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 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 調 定 額      収入済額      不納欠損額 収入未済額 収入率 

地 方 揮 発 油 

譲 与 税 
116,243,000 116,243,000 116,243,000 0 0 100.0 

自 動 車 重 量 

譲 与 税 
266,443,000 266,443,000 266,443,000 0 0 100.0 

地 方 道 路 

譲 与 税 
0 6 6 0 0 100.0 

合 計 382,686,000 382,686,006 382,686,006 0 0 100.0 

(注) 地方譲与税は、国が徴収した国税を一定の基準によって地方公共団体に譲与されるものである。 

収入済額の主なものは、次のとおりである。 

      ・自動車重量譲与税      ２億６，６４４万３千円 （構成比率６９.６％） 

・地方揮発油譲与税      １億１，６２４万３千円 （構成比率３０.４％） 

  収入済額は前年度に比べると、４，０１１万１千円（対前年度比１１.７％）増加している。 

 これは、地方揮発油譲与税が１，３６６万５千円（対前年度比１３．３％）、自動車重量譲与税が 

２，６４４万６千円（対前年度比１１.０％）増加したことによる。 

第３款 利子割交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

30,360,000 30,360,000 30,360,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 利子割交付金は、地方税の規定により県に納入された県民税利子割収入額の９５％の５分の３に 

  相当する額が、個人県民税を基準として按分し、市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２6年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

37,306,000 37,306,000 37,306,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は前年度に比べると、６９４万６千円（対前年度比１８．６％）減少している。 

第４款 配当割交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

７１,１８２,000 71,182,000 71,182,000 0 0 100.0  100.0  
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 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 調 定 額      収入済額      不納欠損額 収入未済額 収入率 

地 方 揮 発 油 

譲 与 税 
116,243,000 116,243,000 116,243,000 0 0 100.0 

自 動 車 重 量 

譲 与 税 
266,443,000 266,443,000 266,443,000 0 0 100.0 

地 方 道 路 

譲 与 税 
0 6 6 0 0 100.0 

合 計 382,686,000 382,686,006 382,686,006 0 0 100.0 

(注) 地方譲与税は、国が徴収した国税を一定の基準によって地方公共団体に譲与されるものである。 

収入済額の主なものは、次のとおりである。 

      ・自動車重量譲与税      ２億６，６４４万３千円 （構成比率６９.６％） 

・地方揮発油譲与税      １億１，６２４万３千円 （構成比率３０.４％） 

  収入済額は前年度に比べると、４，０１１万１千円（対前年度比１１.７％）増加している。 

 これは、地方揮発油譲与税が１，３６６万５千円（対前年度比１３．３％）、自動車重量譲与税が 

２，６４４万６千円（対前年度比１１.０％）増加したことによる。 

第３款 利子割交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

30,360,000 30,360,000 30,360,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 利子割交付金は、地方税の規定により県に納入された県民税利子割収入額の９５％の５分の３に 

  相当する額が、個人県民税を基準として按分し、市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２6年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

37,306,000 37,306,000 37,306,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は前年度に比べると、６９４万６千円（対前年度比１８．６％）減少している。 

第４款 配当割交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

７１,１８２,000 71,182,000 71,182,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 配当割交付金は、地方税の規定により、県に納入された県民税配当割収入額の９５％の３分の２が、

  個人県民税決算額の割合に応じて、市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２6年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

90,345,000 90,345,000 90,345,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は前年度に比べると、１,９１６万３千円（対前年度比２１.２％）減少している。 

第５款 株式等譲渡所得割交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

74,915,000 74,915,000 74,915,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 株式等譲渡所得割交付金は、地方税の規定により、県に納入された県民税株式譲渡所得割収入額の 

  ９９％の５分の３に相当する額が、個人県民税決算額の割合に応じて、市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

55,315,000 55,315,000 55,315,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は前年度に比べると、１，９６０万円（対前年度比３５.４％）増加している。 

第６款 地方消費税交付金 （構成比 ４.３％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

2,248,680,000 2,248,680,000 2,248,680,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 地方消費税交付金は、精算後の地方消費税（販売、サービスの提供等に対して課税される消費税額 

   の２５％）の収入額の２分の１に相当する額を、人口及び従業員数で按分し、市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２6年度分(H26.4.1～H27.3.31)                （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

1,312,072,000 1,312,072,000 1,312,072,000 0 0 100.0  100.0  
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収入済額は、次のとおりである。 

・地方消費税交付金（一般財源）    １３億１,６７２万１千円 （構成比率５８.６％） 

・地方消費税交付金（社会保障財源）   ９億３,１９５万９千円 （構成比率４１.４％） 

  収入済額は前年度に比べると、９億３，６６０万８千円（対前年度比７１.４％）増加している。 

第７款 自動車取得税交付金 （構成比 ０.２％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

91,442,000 91,442,000 91,442,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 自動車取得税交付金は、地方税の規定により、県に納入された自動車取得税額の９５％の１０分の 

  ７に相当する額を、市町村道の延長及び面積を基準として按分し、道路に関する費用に充てるため、

市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

54,109,000 54,109,000 54,109,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は前年度に比べると、３，７３３万３千円（対前年度比６９.０％）増加している。 

第８款 地方特例交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

78,778,000 78,778,000 78,778,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 地方特例交付金は、地方公共団体の地方税の減収見込額を基礎として算定される。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

79,246,000 79,246,000 79,246,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は、次のとおりである。 

・減収補てん特例交付金     ７，８７７万８千円 （構成比率１００.０％） 

  収入済額は前年度に比べると、４６万８千円（対前年度比０.６％）減少している。 
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収入済額は、次のとおりである。 

・地方消費税交付金（一般財源）    １３億１,６７２万１千円 （構成比率５８.６％） 

・地方消費税交付金（社会保障財源）   ９億３,１９５万９千円 （構成比率４１.４％） 

  収入済額は前年度に比べると、９億３，６６０万８千円（対前年度比７１.４％）増加している。 

第７款 自動車取得税交付金 （構成比 ０.２％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

91,442,000 91,442,000 91,442,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 自動車取得税交付金は、地方税の規定により、県に納入された自動車取得税額の９５％の１０分の 

  ７に相当する額を、市町村道の延長及び面積を基準として按分し、道路に関する費用に充てるため、

市町村に交付される。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

54,109,000 54,109,000 54,109,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は前年度に比べると、３，７３３万３千円（対前年度比６９.０％）増加している。 

第８款 地方特例交付金 （構成比 ０.１％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

78,778,000 78,778,000 78,778,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 地方特例交付金は、地方公共団体の地方税の減収見込額を基礎として算定される。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

79,246,000 79,246,000 79,246,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は、次のとおりである。 

・減収補てん特例交付金     ７，８７７万８千円 （構成比率１００.０％） 

  収入済額は前年度に比べると、４６万８千円（対前年度比０.６％）減少している。 

第９款 地方交付税 （構成比 ２１.８％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

11,472,335,000 11,472,335,000 11,472,335,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 地方交付税は、地方公共団体が等しく一定水準の行政を維持するため、国税である所得税、法人税 

  などの各税の一定割合と基準により交付される。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

12,668,797,000 12,668,797,000 12,668,797,000 0 0 100.0  100.0  

  収入済額は、次のとおりである。 

・普通交付税      １００億２,１６９万４千円 （構成比率８７.４％） 

・特別交付税       １４億５,０６４万１千円 （構成比率１２.６％） 

  収入済額は前年度に比べると、１１億９,６４６万２千円（対前年度比９.４％）減少している。 

第１０款 交通安全対策特別交付金 （構成比 ０.０％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

14,795,000 14,795,000 14,795,000 0 0 100.0  100.0  

(注) 交通安全対策特別交付金は、道路交通法の規定により国に納付された交通反則金をもとに交付され 

  るもので、交付基準は交通事故発生件数、人口集中地区人口等により按分し、市町村に配分される。

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

13,812,000 13,812,000 13,812,000 0 0 100.0  100.0  

収入済額は前年度に比べ、９８万３千円（対前年度比７.１％）増加している。 
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第１１款 分担金及び負担金 （構成比 １.６％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

860,859,000 841,070,270 834,946,170 1,005,800 5,118,300 97.0  99.3  

(注) 分担金及び負担金は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益を受ける者に 

  対し、その受益を限度として賦課徴収するものである。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                  （単位：円・％）

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

983,275,800 925,564,282 919,027,202 190,000 6,347,080 93.5  99.3  

  収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収 入 済 額 構成比 

分 

担 

金

農林水産業費 
市単土地改良事業費 

土地改良施設維持管理適正化事業費 
465,100 0.１ 

小          計 465,100 0.1 

負 

担 

金 

民 生 費 

老人福祉費 

保育所保育料、保育利用料(一時,病児,延長,休日) 

日本スポーツ振興センター掛金 

814,325,445 97.5 

土 木 費 
道路消雪事業費、道路整備事業費、道路舗装事業費 

消雪施設等修繕事業費 
16,136,685 １.9 

5.0049,810,4金掛ータンセ興振ツーポス本日費育教

小          計 834,481,070 99.9 

合             計 834,946,170 100.0 

  収入済額は前年度に比べ、８,４０８万１千円（対前年度比９.１％）減少している。 

これは、主に土木費分担金が前年度に比べ、１８２万２千円（皆減）、土木費負担金が２,０７４万

９千円（対前年度比５６.３％）減少したことによる。 

  不納欠損額の主なものは、次のとおりである。 

〔負担金〕 

・民生費負担金            １００万５千円     （構成比率１００.０％） 

  <内容は、保育所保育料> 

  不納欠損額は前年度に比べると、８１万５千円（対前年度比４２９.４％）増加している。 

不納欠損額の内訳は、民生費負担金における児童福祉費負担金が１００万５千円（構成比率 

１００.０％）となっている。 

 収入未済額は、次のとおりである。 



－ 31 －

第１１款 分担金及び負担金 （構成比 １.６％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

860,859,000 841,070,270 834,946,170 1,005,800 5,118,300 97.0  99.3  

(注) 分担金及び負担金は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益を受ける者に 

  対し、その受益を限度として賦課徴収するものである。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                  （単位：円・％）

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

983,275,800 925,564,282 919,027,202 190,000 6,347,080 93.5  99.3  

  収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収 入 済 額 構成比 

分 

担 

金

農林水産業費 
市単土地改良事業費 

土地改良施設維持管理適正化事業費 
465,100 0.１ 

小          計 465,100 0.1 

負 

担 

金 

民 生 費 

老人福祉費 

保育所保育料、保育利用料(一時,病児,延長,休日) 

日本スポーツ振興センター掛金 

814,325,445 97.5 

土 木 費 
道路消雪事業費、道路整備事業費、道路舗装事業費 

消雪施設等修繕事業費 
16,136,685 １.9 

5.0049,810,4金掛ータンセ興振ツーポス本日費育教

小          計 834,481,070 99.9 

合             計 834,946,170 100.0 

  収入済額は前年度に比べ、８,４０８万１千円（対前年度比９.１％）減少している。 

これは、主に土木費分担金が前年度に比べ、１８２万２千円（皆減）、土木費負担金が２,０７４万

９千円（対前年度比５６.３％）減少したことによる。 

  不納欠損額の主なものは、次のとおりである。 

〔負担金〕 

・民生費負担金            １００万５千円     （構成比率１００.０％） 

  <内容は、保育所保育料> 

  不納欠損額は前年度に比べると、８１万５千円（対前年度比４２９.４％）増加している。 

不納欠損額の内訳は、民生費負担金における児童福祉費負担金が１００万５千円（構成比率 

１００.０％）となっている。 

 収入未済額は、次のとおりである。 

 〔負担金〕 

・民生費負担金           ５１１万８千円 （構成比率１００.０％） 

  <内容は、保育所保育料及び老人福祉費> 

  収入未済額は前年度に比べると、１２２万８千円（対前年度比１９.４％）減少している。 

収入未済額の内訳は、民生費負担金における児童福祉費負担金が４９７万９千円（構成比率９７.３％）、

社会福祉費負担金が１３万８千円（構成比率２.７％）となっている。 

第１２款 使用料及び手数料 （構成比 ０.８％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

423,732,000 527,079,981 435,950,115 70,688,000 20,441,866 102.9  82.7  

(注) 使用料及び手数料は、いずれも特定人のためなんらかの便益を与えることとなる市の事務（活動） 

  のなかで、市が支弁する経費の全部又は一部について応益的にその特定人が負担するものである。 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

433,047,000 524,774,002 430,861,626 0 93,912,376 99.5  82.1  

 収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収 入 済 額 構成比 

使 

用 

料 

総 務 費 市営駐車場、行政財産、市民交流センター使用料 33,623,595 7.7 

9.0565,370,4ータンセ祉福人老費生民

2.2810,647,9地墓、場斎任松費生衛

4.0001,026,1任松ドンラツーポス・ンサ費働労

農林水産業費 漁港、鶴来農村環境改善センター 604,184 0.1 

4.3528,558,41館史歴揆一向一越鳥、しわるう房工民市費工商

土 木 費 
市営住宅家賃、松任総合運動公園内体育施設 

道路占用料、市営住宅駐車場 
256,932,630 59.0 

教 育 費 幼稚園保育料、鶴来総合文化会館、学習センター 51,448,718 11.8 

小          計 372,904,635 85.5 

手 

数 

料 

0.9000,290,93明証諸務税、明証鑑印、票民住、籍戸費務総

7.0047,370,3録登犬費生衛

土 木 費 
建築確認申請、建築完了検査申請 

開発許可等申請、構造計算適合性判定 
20,879,740 4.8 

5.41084,540,36計小

合             計 435,950,115 100.0 
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使用料及び手数料の構成は、次のとおりである。 

項目別構成比

教育費
11.8%

土木費
59.0%

手数料
14.5%

使用料
85.5%

総務費
7.7%

商工費 3.4%

衛生費 2.2%

総務費
9.0%

その他（土木費 衛生費） 5.5%

その他（民生費,労働費,
農林水産業費） 1.4%

  収入済額は前年度に比べると、５０８万８千円（対前年度比１.２％）増加している。 

これは主として、労働費使用料が５６万７千円（対前年度比２５.９％）、土木費手数料が１２３万３千

円（対前年度比５.６％）減少しているものの、土木費使用料が５２３万５千円（対前年度比２.１％）、

教育費使用料が６６万９千円（対前年度比１.３％）、総務費手数料が１５３万３千円（対前年度比４.１％）

増加したことによる。 

収入未済額は、次のとおりである。 

  〔使用料〕 

・土木費使用料        １，８３１万２千円 （構成比率８９.６％） 

  <主な内容は、市営住宅家賃、道路占用料> 

・商工費使用料           １８９万６千円 （構成比率 ９.３％） 

  <主な内容は、商工施設使用料> 

・教育費使用料            ２３万３千円 （構成比率 １.１％） 

  <主な内容は、社会教育施設使用料> 

収入未済額は前年度に比べると、７，３４７万円（対前年度比７８.２％）減少している。 

収入未済額の主な内訳は、土木費使用料における市営住宅家賃が１,７２６万３千円（構成比率８４.５％）、

商工費使用料における吉野工芸の里コテージ使用料が１８９万６千円（構成比率９.３％）となっている。
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使用料及び手数料の構成は、次のとおりである。 

項目別構成比

教育費
11.8%

土木費
59.0%

手数料
14.5%

使用料
85.5%

総務費
7.7%

商工費 3.4%

衛生費 2.2%

総務費
9.0%

その他（土木費 衛生費） 5.5%

その他（民生費,労働費,
農林水産業費） 1.4%

  収入済額は前年度に比べると、５０８万８千円（対前年度比１.２％）増加している。 

これは主として、労働費使用料が５６万７千円（対前年度比２５.９％）、土木費手数料が１２３万３千

円（対前年度比５.６％）減少しているものの、土木費使用料が５２３万５千円（対前年度比２.１％）、

教育費使用料が６６万９千円（対前年度比１.３％）、総務費手数料が１５３万３千円（対前年度比４.１％）

増加したことによる。 

収入未済額は、次のとおりである。 

  〔使用料〕 

・土木費使用料        １，８３１万２千円 （構成比率８９.６％） 

  <主な内容は、市営住宅家賃、道路占用料> 

・商工費使用料           １８９万６千円 （構成比率 ９.３％） 

  <主な内容は、商工施設使用料> 

・教育費使用料            ２３万３千円 （構成比率 １.１％） 

  <主な内容は、社会教育施設使用料> 

収入未済額は前年度に比べると、７，３４７万円（対前年度比７８.２％）減少している。 

収入未済額の主な内訳は、土木費使用料における市営住宅家賃が１,７２６万３千円（構成比率８４.５％）、

商工費使用料における吉野工芸の里コテージ使用料が１８９万６千円（構成比率９.３％）となっている。

第１３款 国庫支出金 （構成比 １１.６％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

6,785,725,998 6,091,807,552 6,091,807,552 0 0 89.8  100.0  

<参考資料> 平成２６度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

7,666,639,535 7,067,892,950 7,067,892,950 0 0 92.2  100.0  

 収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収入済額 構成比 

国

庫

負

担

金 

民 生 費 
児童手当費、障害者福祉費、保育所運営費 

医療扶助費、生活扶助費、児童扶養手当給付費 
3,731,951,242 61.3 

6.1621,184,89金担負定安盤基険保険保康健民国費生衛

2.0000,933,11松任小学校第二体育館建設事業費費育教

1.36863,177,148,3計小

国 

庫 

補 

助 

金 

総 務 費 
地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金 

社会保障・税番号制度システム整備費 
358,069,780 5.9 

民 生 費 
臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金 

障害者福祉費、次世代育成支援対策施設整備交付金 
252,555,000 4.2 

0.0000,286,1費業事策対防予病疾費生衛

農林水産費 1.0000,272,8費業事全保能機盤基給供物産水

商 工 費 重要伝統的建造物群保存地区保存修理事業費 11,381,000 0.2 

土 木 費 道整備交付金、社会資本整備総合交付金 1,184,429,631 19.4 

教 育 費 
湊小学校改修事業費、防衛施設周辺防音事業費 

学校施設天井等落下防止対策事業費
411,414,000 6.8 

6.63114,308,722,2計小

委 

託 

金 

総 務 費 中長期在留者住居地届出等事務委託費 543,000 0.0 

3.0940,282,12金付交費務事等金年礎基費生民

土 木 費 手取川樋管等管理費 407,724 0.0 

3.0377,232,22計小

255,708,190,6計合 100.0 
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国庫支出金の構成は、次のとおりである。 

項目別構成比

民生費
4.2%

土木費
19.4%

教育費
6.8%

国庫負担金
63.1%

国庫補助金
 36.6%

委託金
0.3%

教育費0.2.%

 衛生費 1.6%

民生費
 61.3%

民生費,総務費,土木費
0.3%

その他（総務費,衛生費,商工費,
　　　　農林水産費） 6.2%

収入済額は前年度に比べると、９億７,６０８万５千円（対前年度比１３.８％）減少している。 

これは主として、民生費国庫負担金が３億６０万６千円（対前年度比８.８％）増加しているものの、土

木費国庫補助金が８億９,０７４万円（対前年度比４２.９％）、教育費国庫補助金が２億６,７３９万３千円

（対前年度比３９.４％）減少したことによる。 

第１４款 県支出金 （構成比 ６.６％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

3,483,207,000 3,466,137,334 3,466,137,334 0 0 99.5  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

3,738,238,700 3,444,202,065 3,444,202,065 0 0 92.1  100.0  
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国庫支出金の構成は、次のとおりである。 

項目別構成比

民生費
4.2%

土木費
19.4%

教育費
6.8%

国庫負担金
63.1%

国庫補助金
 36.6%

委託金
0.3%

教育費0.2.%

 衛生費 1.6%

民生費
 61.3%

民生費,総務費,土木費
0.3%

その他（総務費,衛生費,商工費,
　　　　農林水産費） 6.2%

収入済額は前年度に比べると、９億７,６０８万５千円（対前年度比１３.８％）減少している。 

これは主として、民生費国庫負担金が３億６０万６千円（対前年度比８.８％）増加しているものの、土

木費国庫補助金が８億９,０７４万円（対前年度比４２.９％）、教育費国庫補助金が２億６,７３９万３千円

（対前年度比３９.４％）減少したことによる。 

第１４款 県支出金 （構成比 ６.６％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

3,483,207,000 3,466,137,334 3,466,137,334 0 0 99.5  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

3,738,238,700 3,444,202,065 3,444,202,065 0 0 92.1  100.0  

収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収入済額 構成比 

県 

負 

担 

金

1.0000,655,4金付交務事譲移県費務総

民 生 費 障害者福祉費、保育所運営費、児童手当費 1,226,993,864 35.4 

衛 生 費 
国民健康保険保険基盤安定負担金 

後期高齢者医療保険基盤安定負担金 
490,917,747 14.2 

4.0000,056,31費業事査調籍地費業産水林農

1.05116,711,637,1計小

県 

補 

助 

金 

3.2000,837,77金付交策対域地地立源電費務総

民 生 費 
保育所施設整備費、障害者福祉費 

放課後児童クラブ事業費、地域子ども・子育て支援事業費 
1,013,356,000 29.2 

衛 生 費 健康増進事業費、地域子ども・子育て支援事業費 4,461,750 0.1 

2.1009,800,34費業事出創用雇急緊費働労

農林水産業費 
多面的機能支払交付金、経営体育成支援事業費、機構集積

協力金交付事業費、経営所得安定対策円滑化事業費 
263,657,492 7.6 

1.0000,264,3費業事進推化ドンラブ費工商

土 木 費 住宅・建築物耐震化促進事業費 150,000 0.0 

2.0849,997,6費業事理修存保群物造建的統伝費育教

公 債 費 自治振興資金交付金、合併特例債償還助成交付金 23,644,844 0.7 

4.14439,872,634,1計小

委 

託 

金 

総 務 費 個人県民税徴収取扱費、国勢調査費 251,251,149 7.3 

3.0048,651,9費業事進推策対域地物着漂岸海費生衛

土 木 費 松任海浜公園管理費、手取公園管理費 32,621,800 0.9 

民 生 費 特別弔慰金支給事務費 111,000 0.0 

教 育 費 いしかわ道徳教育推進事業費、能動的学習推進事業費 600,000 0.0 

小          計 293,740,789 8.5 

433,731,664,3計合 100.0 
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県支出金の構成は、次のとおりである。 

項目別構成比

農林水産業費
7.6%

労働費 1.2%

委託金
8.5%

総務費 2.3%

県負担金
50.1%

県補助金
41.4%

民生費
35.4%

衛生費
14.2%

公債費
0.7%

民生費
29.2%

総務費
7.3%

その他（土木費,衛生費,
                 　　教育費,民生費）1.4%

その他（農林水産業費, 総務費） 0.5%

その他（土木費,衛生費,
       　　　　　教育費,民生費） 1.2%

収入済額は前年度に比べると、２,１９３万５千円（対前年度比０.６％）増加している。 

これは主として、労働費県補助金が３,２０８万４千円（対前年度比４２.７％）、土木費県補助金が２,０ 

１２万２千円（対前年度比９９.３％）、及び災害復旧費県補助金が１,３５３万円（皆減）減少しているもの

の、民生費県負担金が１億８６７万６千円（対前年度比９.７％）、衛生費県負担金が６,２６６万６千円（対

前年度比１４.６％）、民生費県補助金が１,５７３万７千円（対前年度比１.６％）増加したことによる。 

第１５款 財産収入 （構成比 ０.５％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

188,444,000 242,296,482 242,296,482 0 0 128.6  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

292,088,000 300,596,382 300,532,442 0 63,940 102.9  99.9  
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県支出金の構成は、次のとおりである。 

項目別構成比

農林水産業費
7.6%

労働費 1.2%

委託金
8.5%

総務費 2.3%

県負担金
50.1%

県補助金
41.4%

民生費
35.4%

衛生費
14.2%

公債費
0.7%

民生費
29.2%

総務費
7.3%

その他（土木費,衛生費,
                 　　教育費,民生費）1.4%

その他（農林水産業費, 総務費） 0.5%

その他（土木費,衛生費,
       　　　　　教育費,民生費） 1.2%

収入済額は前年度に比べると、２,１９３万５千円（対前年度比０.６％）増加している。 

これは主として、労働費県補助金が３,２０８万４千円（対前年度比４２.７％）、土木費県補助金が２,０ 

１２万２千円（対前年度比９９.３％）、及び災害復旧費県補助金が１,３５３万円（皆減）減少しているもの

の、民生費県負担金が１億８６７万６千円（対前年度比９.７％）、衛生費県負担金が６,２６６万６千円（対

前年度比１４.６％）、民生費県補助金が１,５７３万７千円（対前年度比１.６％）増加したことによる。 

第１５款 財産収入 （構成比 ０.５％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

188,444,000 242,296,482 242,296,482 0 0 128.6  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

292,088,000 300,596,382 300,532,442 0 63,940 102.9  99.9  

収入済額は、次のとおりである。 

〔財産運用収入〕 

・財産貸付収入         ４,７１９万７千円 （構成比率１９.５％） 

   <内容は、土地貸付収入、建物貸付収入> 

・基金運用収入         １,２０１万１千円 （構成比率 ４.９％） 

  <内容は、基金利子> 

・利子及び配当金          ５９６万２千円 （構成比率 ２.５％） 

   <内容は、配当金> 

〔財産売払収入〕 

・不動産売払収入      １億７,７１２万３千円  （構成比率７３.１％） 

   <主な内容は、土地売払収入、建物売払収入> 

収入済額は前年度に比べると、５,８２３万５千円（対前年度比１９.４％）減少している。 

これは主として、基金運用収入が２５２万９千円（対前年度比２６.７％）増加しているものの、不動産

売払収入が５,７５３万９千円（対前年度比２４.５％）減少したことによる。 

第１６款 寄附金 （構成比 ０.０％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

21,226,000 21,082,358 21,082,358 0 0 99.3 100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

8,330,000 8,186,978 8,186,978 0 0 98.3 100.0  

収入済額は、次のとおりである。 

・一般寄附金           １,１１９万７千円 （構成比率５３.１％） 

・衛生費寄附金           ６２１万４千円 （構成比率２９.５％） 

・民生費寄附金           １３５万９千円 （構成比率 ６.４％） 

・教育費寄附金           １３１万２千円 （構成比率 ６.２％） 

・総務費寄附金           １００万円   （構成比率  ４.８％） 

収入済額は前年度に比べると、１,２８９万５千円（対前年度比１５７.５％）増加している。 

これは主として、教育費寄附金が２２２万円（対前年度比６２.９％）、民生費寄附金が１１４万６千円（対

前年度比４５.８％）減少しているものの、一般寄附金が１,０１７万４千円（対前年度比９９４.５％）、衛

生費寄附金が５９８万９千円（対前年度比２,６６１.８％）増加したことによる。 
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第１７款 繰入金 （構成比 ０.０％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

15,185,000 19,056,298 19,056,298 0 0 125.5  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

26,908,000 25,149,158 25,149,158 0 0 93.5  100.0  

  収入済額は、次のとおりである。 

  〔特別会計繰入金〕 

・宅地造成事業特別会計繰入金    ９２８万８千円 （構成比率４８.７％） 

〔基金繰入金〕 

・その他基金繰入金         ９７６万８千円 （構成比率５１.３％） 

   <主な内容は、北陸新幹線白山総合車両所地下道水路管理基金繰入金、 

北陸新幹線白山駅整備基金繰入金> 

 収入済額は前年度に比べると、６０９万２千円（対前年度比２４.２％）減少している。 

これは、宅地造成事業特別会計繰入金が９２８万８千円（皆増）、その他基金繰入金が８４７万１千円（対

前年度比６５２.５％）増加しているものの、湊財産区特別会計繰入金が２,３８５万１千円（皆減）減少し

たことによる。 

第１８款 繰越金 （構成比 ３.２％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

1,689,730,043 1,689,730,310 1,689,730,310 0 0 100.0  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

1,080,728,390 1,080,728,607 1,080,728,607 0 0 100.0  100.0  

収入済額の主なものは、次のとおりである。 

〔繰越金〕 

・前年度繰越金      １６億８,９７３万円   （構成比率１００.０％） 
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第１７款 繰入金 （構成比 ０.０％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

15,185,000 19,056,298 19,056,298 0 0 125.5  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

26,908,000 25,149,158 25,149,158 0 0 93.5  100.0  

  収入済額は、次のとおりである。 

  〔特別会計繰入金〕 

・宅地造成事業特別会計繰入金    ９２８万８千円 （構成比率４８.７％） 

〔基金繰入金〕 

・その他基金繰入金         ９７６万８千円 （構成比率５１.３％） 

   <主な内容は、北陸新幹線白山総合車両所地下道水路管理基金繰入金、 

北陸新幹線白山駅整備基金繰入金> 

 収入済額は前年度に比べると、６０９万２千円（対前年度比２４.２％）減少している。 

これは、宅地造成事業特別会計繰入金が９２８万８千円（皆増）、その他基金繰入金が８４７万１千円（対

前年度比６５２.５％）増加しているものの、湊財産区特別会計繰入金が２,３８５万１千円（皆減）減少し

たことによる。 

第１８款 繰越金 （構成比 ３.２％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

1,689,730,043 1,689,730,310 1,689,730,310 0 0 100.0  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

1,080,728,390 1,080,728,607 1,080,728,607 0 0 100.0  100.0  

収入済額の主なものは、次のとおりである。 

〔繰越金〕 

・前年度繰越金      １６億８,９７３万円   （構成比率１００.０％） 

収入済額は前年度に比べると、６億９００万１千円（対前年度比５６.４％）増加している。 

第１９款 諸収入 （構成比 １.６％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

957,031,637 867,147,754 848,778,473 0 18,369,281 88.7  97.9  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

1,175,002,800 1,272,278,724 1,255,352,727 0 16,925,997 106.8  98.7  

収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収 入 済 額 構成比 

延滞金・加算金及び過料 2.1483,946,9金滞延

5.0108,678,3子利金預子利金預市

商 工 費 延払いによる機械設備貸与元金・利子 45,318,127 5.3 

保育所運営費特別資金 保育所運営費特別資金貸付金元金 14,680,000 1.7 

0.7721,899,95計小

受 

託 

事 

業 

収 

入

民 生 費 所管区域外児童入所受託事業費 12,019,600 1.4 

土 木 費 

区画整理事業費 

北陸新幹線整備に伴う加賀野代替公園整備

事業費 

146,622,800 17.3 

教 育 費 
埋蔵文化財発掘調査事業費 

所管区域外児童・生徒入校受託事業費 
43,550,252 5.1 

農 林 水 産 費 農地中間管理事業業務受託費 180,000 0.0 

小          計 202,372,652 23.8 

0.0004,5費分処納滞費分処納滞

0.0000,01金約違子利滞延び及金約違

雑 

入 

過 年 度 収 入 

保育所運営費国庫負担金 

保育所運営費県費負担金 

障害者医療費等国庫負担金 

15,463,188 1.8 

雑 入 

8.9000,030,38金担負員職遣派園育保人法

1.5061,909,24料成作画計スビーサ防予護介

9.4907,438,14金入繰設施理管定指

後期高齢者医療療養給付費負担金返還金 38,421,492 4.5 

後期高齢者医療広域連合保健事業委託金 33,638,860 4.0 

9.1747,282,61金代却売品物源資生再

9.1000,000,61金成助じく興振ツーポス

6.33359,582,582他のそ

小          計 557,402,921 67.5 

    合          計 848,778,473 100.0 
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収入済額は前年度に比べると、４億６５７万４千円（対前年度比３２.４％）減少している。 

これは主として、保育所運営費特別資金貸付金元利収入が６２４万円（対前年度比７３.９％）、雑入の

介護予防サービス計画作成料が４９０万３千円（対前年度比１２.９％）増加しているものの、土木費受託

事業収入が２億１,７７９万５千円（対前年度比５９.８％）、雑入の北陸新幹線白山総合車両基地建設に

伴う水路維持管理費が１億１,９００万円（皆減）減少したことによる。 

収入未済額は、次のとおりである。 

  〔雑 入〕 

・雑 入            １,８０９万円   （構成比率９８.５％） 

   <主な内容は、生活保護費返還金 等> 

・違約金及び延滞利子         ２７万８千円 （構成比率 １.５％） 

収入未済額は前年度に比べると、１４４万３千円（対前年度比８.５％）増加している。 

第２０款 市 債 （構成比 １３.８％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

7,902,841,000 7,266,141,000 7,266,141,000 0 0 91.9  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

9,544,700,000 8,410,400,000 8,410,400,000 0 0 88.1  100.0  

 収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収 入 済 額 構成比 

総 務 債 コミュニティバス運営事業債、地方路線バス運行維持事業債 92,200,000 1.3 

民 生 債 子育て保育施設整備事業債、児童センター整備事業債 880,900,000 12.1 

農林水産業債 県営土地改良事業債、林道整備事業債、特産品振興事業債 77,800,000 1.1 

商 工 債 スキー場施設整備事業債、スキー場圧雪車整備事業債 167,300,000 2.3 

土 木 債 道路整備事業債、街路整備事業債、公園整備事業債 1,014,700,000 14.0 

消 防 債 消防施設等整備事業債 478,500,000 6.6 

教 育 債 小中学校改修・改築事業債、公民館施設改修事業債 2,609,100,000 35.9 

災 害 復 旧 債 公共施設等災害復旧債 24,300,000 0.3 

臨時財政対策債 臨時財政対策債 1,921,341,000 26.4 

合             計 7,266,141,000 100.0 
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収入済額は前年度に比べると、４億６５７万４千円（対前年度比３２.４％）減少している。 

これは主として、保育所運営費特別資金貸付金元利収入が６２４万円（対前年度比７３.９％）、雑入の

介護予防サービス計画作成料が４９０万３千円（対前年度比１２.９％）増加しているものの、土木費受託

事業収入が２億１,７７９万５千円（対前年度比５９.８％）、雑入の北陸新幹線白山総合車両基地建設に

伴う水路維持管理費が１億１,９００万円（皆減）減少したことによる。 

収入未済額は、次のとおりである。 

  〔雑 入〕 

・雑 入            １,８０９万円   （構成比率９８.５％） 

   <主な内容は、生活保護費返還金 等> 

・違約金及び延滞利子         ２７万８千円 （構成比率 １.５％） 

収入未済額は前年度に比べると、１４４万３千円（対前年度比８.５％）増加している。 

第２０款 市 債 （構成比 １３.８％）

                   （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

7,902,841,000 7,266,141,000 7,266,141,000 0 0 91.9  100.0  

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

予算現額

（Ａ） 

調 定 額

（Ｂ） 

収入済額

（Ｃ） 
不納欠損額 収入未済額 

執行率 

Ｃ／Ａ 

収入率 

Ｃ／Ｂ 

9,544,700,000 8,410,400,000 8,410,400,000 0 0 88.1  100.0  

 収入済額の項別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

項  目 主  な  内  容 収 入 済 額 構成比 

総 務 債 コミュニティバス運営事業債、地方路線バス運行維持事業債 92,200,000 1.3 

民 生 債 子育て保育施設整備事業債、児童センター整備事業債 880,900,000 12.1 

農林水産業債 県営土地改良事業債、林道整備事業債、特産品振興事業債 77,800,000 1.1 

商 工 債 スキー場施設整備事業債、スキー場圧雪車整備事業債 167,300,000 2.3 

土 木 債 道路整備事業債、街路整備事業債、公園整備事業債 1,014,700,000 14.0 

消 防 債 消防施設等整備事業債 478,500,000 6.6 

教 育 債 小中学校改修・改築事業債、公民館施設改修事業債 2,609,100,000 35.9 

災 害 復 旧 債 公共施設等災害復旧債 24,300,000 0.3 

臨時財政対策債 臨時財政対策債 1,921,341,000 26.4 

合             計 7,266,141,000 100.0 

市債の構成は、次のとおりである。 

項目別構成

消防債 6.6%

土木債
14.0%

教育債
35.9%

臨時財政対策債
26.4%

災害復旧債
0.3%

総務債 1.3%

民生債
12.1%

商工債 2.3%

農林水産業債 1.1%

 収入済額は前年度に比べると、１１億４,４２５万９千円（対前年度比１３.６％）減少している。 

これは主として、消防債が４億１,２３０万円（対前年度比６２２.８％）、教育債が９,６２０万円（対前

年度比３.８％）増加しているものの、土木債が９億４２０万円（対前年度比４７.１％）、臨時財政対策債が 

４億９,９５５万９千円（対前年度比２０.６％）及び、商工債が２億５,１００万円（対前年度比６０.０％）

減少したことによる 
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（２）歳 出

① 予算執行状況

  歳出決算の概況は、次のとおりである。 

     予 算 現 額            ５３,７５０,５９６,６６８円 

     支 出 済 額      ５１,５１１,９５４,５８６円 

翌年度繰越額       １,５３５,１５４,３００円 

     不 用 額          ７０３,４８７,７８２円 

※ 予算現額に対する支出済額の比率は、  ９５.８％（前年度９５.２％）である。 

※ 予算現額に対する翌年度繰越額の比率は、 ２.９％（前年度 ３.６％）である。 

※ 予算現額に対する不用額の比率は、    １.３％（前年度 １.２％）である。 

② 款別の予算執行状況

（単位：円・％） 

区 分      予算現額      支出済額
翌年度繰越額 

(明許･事故) 
不 用 額

予 算

執行率 

決算額 

構成比 

１ 議 会 費 348,272,000 333,070,067 0 15,201,933 95.6 0.6 

２ 総 務 費 5,419,345,279 5,169,205,622 64,698,172 185,441,485 95.4 10.0 

３ 民 生 費 15,053,430,020 14,546,301,425 353,253,000 153,875,595 96.6 28.2

４ 衛 生 費 5,740,973,000 5,669,873,672 20,000,000 51,099,328 98.8 11.0 

５ 労 働 費 52,156,000 49,469,572 0 2,686,428 94.8 0.1 

６ 農林水産業費 1,026,930,000 981,975,975 31,536,962 13,417,063 95.6 1.9 

７ 商 工 費 1,673,790,000 1,625,216,784 4,100,000 44,473,216 97.1 3.2 

８ 土 木 費 7,155,927,450 6,506,935,408 616,878,959 32,113,083 90.9 12.6 

９ 消 防 費 2,151,077,000 1,875,067,464 263,826,000 12,183,536 87.2 3.7 

10 教 育 費 7,871,168,919 7,518,569,531 180,861,207 171,738,181 95.5 14.6 

11 災害復旧費 33,640,000 25,559,388 0 8,080,612 76.0 0.1 

12 公 債 費 7,211,823,000 7,210,709,678 0 1,113,322 100.0 14.0 

13 諸支出金 3,000,000 0 0 3,000,000 0.0 0.0 

14 予 備 費 9,064,000 0 0 9,064,000 0.0 0.0 

合 計 53,750,596,668 51,511,954,586 1,535,154,300 703,487,782 95.8 100.0 

  款別の決算額の増減をみると、増加した主なものは民生費５億２,０４８万１千円（対前年度比３.７％）、

総務費４億５,６５５万７千円（対前年度比９.７％）及び消防費４億２５万６千円（対前年度比２７.１％）

であり、減少した主なものは土木費２３億４,１９０万６千円（対前年度比２６.５％）、教育費６億１,０

０４万８千円（対前年度比７.５％）、公債費２億９,８４７万７千円（対前年度比４.０％）及び商工費１

億３,４０４万７千円（対前年度比７.６％）となっている。 
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（２）歳 出

① 予算執行状況

  歳出決算の概況は、次のとおりである。 

     予 算 現 額            ５３,７５０,５９６,６６８円 

     支 出 済 額      ５１,５１１,９５４,５８６円 

翌年度繰越額       １,５３５,１５４,３００円 

     不 用 額          ７０３,４８７,７８２円 

※ 予算現額に対する支出済額の比率は、  ９５.８％（前年度９５.２％）である。 

※ 予算現額に対する翌年度繰越額の比率は、 ２.９％（前年度 ３.６％）である。 

※ 予算現額に対する不用額の比率は、    １.３％（前年度 １.２％）である。 

② 款別の予算執行状況

（単位：円・％） 

区 分      予算現額      支出済額
翌年度繰越額 

(明許･事故) 
不 用 額

予 算

執行率 

決算額 

構成比 

１ 議 会 費 348,272,000 333,070,067 0 15,201,933 95.6 0.6 

２ 総 務 費 5,419,345,279 5,169,205,622 64,698,172 185,441,485 95.4 10.0 

３ 民 生 費 15,053,430,020 14,546,301,425 353,253,000 153,875,595 96.6 28.2

４ 衛 生 費 5,740,973,000 5,669,873,672 20,000,000 51,099,328 98.8 11.0 

５ 労 働 費 52,156,000 49,469,572 0 2,686,428 94.8 0.1 

６ 農林水産業費 1,026,930,000 981,975,975 31,536,962 13,417,063 95.6 1.9 

７ 商 工 費 1,673,790,000 1,625,216,784 4,100,000 44,473,216 97.1 3.2 

８ 土 木 費 7,155,927,450 6,506,935,408 616,878,959 32,113,083 90.9 12.6 

９ 消 防 費 2,151,077,000 1,875,067,464 263,826,000 12,183,536 87.2 3.7 

10 教 育 費 7,871,168,919 7,518,569,531 180,861,207 171,738,181 95.5 14.6 

11 災害復旧費 33,640,000 25,559,388 0 8,080,612 76.0 0.1 

12 公 債 費 7,211,823,000 7,210,709,678 0 1,113,322 100.0 14.0 

13 諸支出金 3,000,000 0 0 3,000,000 0.0 0.0 

14 予 備 費 9,064,000 0 0 9,064,000 0.0 0.0 

合 計 53,750,596,668 51,511,954,586 1,535,154,300 703,487,782 95.8 100.0 

  款別の決算額の増減をみると、増加した主なものは民生費５億２,０４８万１千円（対前年度比３.７％）、

総務費４億５,６５５万７千円（対前年度比９.７％）及び消防費４億２５万６千円（対前年度比２７.１％）

であり、減少した主なものは土木費２３億４,１９０万６千円（対前年度比２６.５％）、教育費６億１,０

０４万８千円（対前年度比７.５％）、公債費２億９,８４７万７千円（対前年度比４.０％）及び商工費１

億３,４０４万７千円（対前年度比７.６％）となっている。 

  歳出款別の構成は、次のとおりである。 

総務費

10.0%

民生費

28.2%

衛生費

11.0%

土木費

12.6%

教育費

14.6%

公債費

14.0%

歳出款別

構成比

災害復旧費
0.1％

消防費 3.7％

商工費 3.2％

議会費 0.6％

農林水産業費 1.9％

労働費 0.1％

③ 性質別経費の状況

                （単位：千円・％）

区     分 金  額 
決算全体に 

占める割合
区     分 金  額 

決算全体に 

占める割合

義 

務 

的 

経 

費 

人 件 費 

公 債 費 

扶 助 費

６,９３６,５４３

７,２１０,７１０

９,０９２,２３２

１３.５

１４.０

１７.７

投 

資 

的 

経 

費 

普通建設事業費 

［うち補助事業費］ 

[うち単独事業費］ 

[うち県営事業負担金等]  

[うち受託事業費] 

災害復旧事業費 

９,５３５,９０９

［４,０７９,４８１］

［５,０５６,７３１］

[2５３,４０５] 

[１４６,２９２] 

２５,５５９

１８.５

［７.９］

［９.８］

[０.５] 

[０.３]

０.０

小   計 ２３,２３９,４８５ ４５.２ 小   計 ９,５６１,４６８ １８.５

経 

常 

的 

経 

費 

物 件 費 

補 助 費 等 

維 持 補 修 費 

６,５２６,５６０

８,４７０,５１５

２２４,７５７

１２.７

１６.４

０.４

そ 

の 

他 

経 

費 

積 立 金 

出 資 金 

貸 付 金 

繰 出 金 

８２４,４２９

３,９００

５４,８１１

２,６０６,０３０

１.６

０.０

０.１

５.１

小   計 １５,２２１,８３２ ２９.５  小   計 ３,４８９,１７０ ６.８

合   計 ５１,５１１,９５５ １００.０

  消費的経費（義務的経費＋経常的経費）の割合は、歳出全体の７４.７％である。 

  投資的経費の割合は１８.５％で、その他の経費の割合は６.８％である。 
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  積立金は主として、財政調整基金積立金が７億５,２８２万７千円（構成比率９１.３％）及び北陸新幹

線白山総合車両所地下道水路管理基金積立金が５,３６９万５千円(構成比率６.５％)である。 

 出資金は、並行在来線第三セクター出損金が３９０万円(構成比率１００.０％)である。 

  貸付金は主として、延払いによる機械設備貸与事業資金貸付金が４,４８１万１千円（構成比率８１.

８％）である。 

 繰出金は、介護保険特別会計繰出金が１１億９,３７８万２千円（構成比率４５.８％）、国民健康保険 

保険基盤安定繰出金が５億５,６４８万７千円（構成比率２１.３％）、国民健康保険特別会計繰出金が３

億３,４９０万円（構成比率１２.９％）後期高齢者医療特別会計繰出金が２億６,８４３万円（構成比率

１０.３％）、簡易水道事業特別会計繰出金が２億３,０００万円（構成比率８.８％）、及び温泉事業特別

会計繰出金が２,２４３万１千円（構成比率０.９％）である。 

性質別経費の構成は、次のとおりである。 

歳出
項目別構成比

消費的経費
74.7%

その他
経費
6.8%

貸付金 0.1%

普通建設事業費
18.5%

維持補修費 0.4%

積立金 1.6%

補助費等
16.4%

物件費
12.7%

扶助費
17.7%

公債費
14.0%

人件費
13.5%

投資的
経費
18.5%

繰出金 5.1%

④ 投資的経費の内訳

                                      （単位：千円・％） 

区     分 決 算 額
左 の 内 訳 特定財源 

依 存 率特 定 財 源        一 般 財 源

普 通 建 設 事 業 費
[うち 補 助 事 業 費       ] 

[うち 単 独 事 業 費       ] 

[うち 県営事業負担金等] 

[うち 受 託 事 業 費] 

災 害 復 旧 事 業 費

合    計

９,５３５,９０９ 
［４,０７９,４８１］ 

   ［５,０５６,７３１］ 

［２５３,４０５］ 

［１４６,２９２］ 

２５,５５９ 

９,５６１,４６８

７,６４５,５６８
[３,８４５,０４７] 

[３,４８０,１５８] 

[１７４,２００] 

[１４６,１６３] 

２４,３００

７,６６９,８６８

１,８９０,３４１
[２３４,４３４] 

[１,５７６,５７３] 

[７９,２０５] 

[１２９] 

１,２５９

１,８９１,６００

８０.２
[９４.３] 

[６８.８] 

[６８.７] 

[９９.９]

９５.１

８０.２

  普通建設事業費のうち、補助事業費は４２.８％、単独事業費は５３.０％、県営事業負担金等は２.７ 

％及び受託事業費１.５％となっている。 

  また、投資的経費全体の特定財源依存率は８０.２％となっている。 
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  積立金は主として、財政調整基金積立金が７億５,２８２万７千円（構成比率９１.３％）及び北陸新幹

線白山総合車両所地下道水路管理基金積立金が５,３６９万５千円(構成比率６.５％)である。 

 出資金は、並行在来線第三セクター出損金が３９０万円(構成比率１００.０％)である。 

  貸付金は主として、延払いによる機械設備貸与事業資金貸付金が４,４８１万１千円（構成比率８１.

８％）である。 

 繰出金は、介護保険特別会計繰出金が１１億９,３７８万２千円（構成比率４５.８％）、国民健康保険 

保険基盤安定繰出金が５億５,６４８万７千円（構成比率２１.３％）、国民健康保険特別会計繰出金が３

億３,４９０万円（構成比率１２.９％）後期高齢者医療特別会計繰出金が２億６,８４３万円（構成比率

１０.３％）、簡易水道事業特別会計繰出金が２億３,０００万円（構成比率８.８％）、及び温泉事業特別

会計繰出金が２,２４３万１千円（構成比率０.９％）である。 

性質別経費の構成は、次のとおりである。 

歳出
項目別構成比

消費的経費
74.7%

その他
経費
6.8%

貸付金 0.1%

普通建設事業費
18.5%

維持補修費 0.4%

積立金 1.6%

補助費等
16.4%

物件費
12.7%

扶助費
17.7%

公債費
14.0%

人件費
13.5%

投資的
経費
18.5%

繰出金 5.1%

④ 投資的経費の内訳

                                      （単位：千円・％） 

区     分 決 算 額
左 の 内 訳 特定財源 

依 存 率特 定 財 源        一 般 財 源

普 通 建 設 事 業 費
[うち 補 助 事 業 費       ] 

[うち 単 独 事 業 費       ] 

[うち 県営事業負担金等] 

[うち 受 託 事 業 費] 

災 害 復 旧 事 業 費

合    計

９,５３５,９０９ 
［４,０７９,４８１］ 

   ［５,０５６,７３１］ 

［２５３,４０５］ 

［１４６,２９２］ 

２５,５５９ 

９,５６１,４６８

７,６４５,５６８
[３,８４５,０４７] 

[３,４８０,１５８] 

[１７４,２００] 

[１４６,１６３] 

２４,３００

７,６６９,８６８

１,８９０,３４１
[２３４,４３４] 

[１,５７６,５７３] 

[７９,２０５] 

[１２９] 

１,２５９

１,８９１,６００

８０.２
[９４.３] 

[６８.８] 

[６８.７] 

[９９.９]

９５.１

８０.２

  普通建設事業費のうち、補助事業費は４２.８％、単独事業費は５３.０％、県営事業負担金等は２.７ 

％及び受託事業費１.５％となっている。 

  また、投資的経費全体の特定財源依存率は８０.２％となっている。 

⑤ 翌年度繰越額の状況

  翌年度繰越額（明許繰越額）の内容は、次のとおりである。 

前年度に比べて、４億９,２８９万２千円（対前年度比２４.３％）減少している。 

             明 許 繰 越 額 の 内 訳  （単位：円）

款 項 金 額 事 業 内 容

2 総務費 

1 総務管理費 38,258,172 

情報セキュリティ対策強化事業費          35,090,000 

石川線利用促進事業費                      3,106,667 

北陸新幹線整備事業費                          61,505 

  3 
戸籍住民基本台

帳費 
26,440,000 個人番号カード交付事業費                  26,440,000 

3 民生費 

1 社会福祉費 309,247,000 
臨時福祉給付金事業費                  290,727,000 

多世代参加促進事業費               18,520,000 

2 児童福祉費 44,006,000 

市立保育所施設整備費               17,389,000 

法人保育園施設整備事業費                    8,317,000 

保育所等業務効率化推進事業費               18,300,000 

4 衛生費 1 保健衛生費 20,000,000 健康寿命延伸のまちづくり推進事業費       20,000,000 

6 
農林水産

業費 

1 農業費 11,200,000 土地改良事業費                           11,200,000 

2 林業費 7,462,962 一般林道事業費                             7,462,962 

3 水産業費 12,874,000 水産物供給基盤機能保全事業費               12,874,000 

7 商工費 2 観光費 4,100,000 
鶴来地区都市再生整備事業費             3,100,000 

小松空港を活用した地域交流促進事業費        1,000,000 

8 土木費 

2 道路橋りょう費 323,414,559 
道路構造物点検事業費                       7,230,000 

市道改良事業費                         316,184,559 

3 河川費 1,171,800 県営急傾斜地崩壊対策事業負担金              1,171,800 

4 都市計画費 186,592,600 

街路整備事業費                          5,082,600 

加賀野公園整備事業費                       7,000,000 

区画整理補助事業費                       24,670,000 

北安田南部地区土地区画整理事業費           33,340,000 

横江町土地区画整理事業費                 110,000,000 

市街地開発事業費                         6,500,000 

6 住宅費 105,700,000 公営住宅等ストック総合改善事業費          105,700,000 

9 消防費 1 消防費 263,826,000 デジタル防災行政無線（同報系）整備事業費  263,826,000 

10 教育費 
2 小学校費 150,800,000 河内小学校耐震化事業費                    150,800,000 

5 社会教育費 30,061,207 小川新遺跡発掘調査事業費          30,061,207 

合    計 003,451,535,1
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明許繰越額の財源内訳は、次表のとおりである。

国庫支出金

国庫支出金
19,000,000円

国庫支出金
322,952,000円

国庫支出金
40,240,000円

国庫支出金
671,787,357円

国庫支出金

県支出金
5,545,000円

一般財源
33,122,366円

国庫支出金
222,297,293円

国庫支出金
6,434,000円

県支出金
5,545,000円

市　債
630,300,000円

国庫支出金
2,138,064円

市   債
13,800,000円

市　債
92,000,000円

市   債
1,600,000円

市　債
17,400,000円

市　債
19,100,000円

市　債
65,700,000円

その他
138,859,300円

その他
30,061,207円

その他
173,515,507円

一般財源
1,000,000円

一般財源
7,702,962円

その他
4,595,000円
一般財源

1,061,000円

一般財源
10,658,172円

市　債
222,600,000円

国庫支出金
58,726,000円

一般財源
54,006,436円

一般財源
361,936円

一般財源
26,000円

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　　　    　 　　体

教　　   育  　　 費

消　　   防　  　 費

土　　  木　  　 費

商　     工  　   費

農 林 水 産 業 費

衛       生       費

民 　 　生  　　費

総　 　 務 　　 費

国庫支出金 県支出金 市   債 その他 一般財源

⑥ 各款別の決算状況

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 議会費 （構成比 ０.６％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

議 会 費 348,272,000 333,070,067 95.6  0 15,201,933 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

議 会 費 343,772,000 337,015,649 98.0  0 6,756,351 
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明許繰越額の財源内訳は、次表のとおりである。

国庫支出金

国庫支出金
19,000,000円

国庫支出金
322,952,000円

国庫支出金
40,240,000円

国庫支出金
671,787,357円

国庫支出金

県支出金
5,545,000円

一般財源
33,122,366円

国庫支出金
222,297,293円

国庫支出金
6,434,000円

県支出金
5,545,000円

市　債
630,300,000円

国庫支出金
2,138,064円

市   債
13,800,000円

市　債
92,000,000円

市   債
1,600,000円

市　債
17,400,000円

市　債
19,100,000円

市　債
65,700,000円

その他
138,859,300円

その他
30,061,207円

その他
173,515,507円

一般財源
1,000,000円

一般財源
7,702,962円

その他
4,595,000円
一般財源

1,061,000円

一般財源
10,658,172円

市　債
222,600,000円

国庫支出金
58,726,000円

一般財源
54,006,436円

一般財源
361,936円

一般財源
26,000円

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　　　    　 　　体

教　　   育  　　 費

消　　   防　  　 費

土　　  木　  　 費

商　     工  　   費

農 林 水 産 業 費

衛       生       費

民 　 　生  　　費

総　 　 務 　　 費

国庫支出金 県支出金 市   債 その他 一般財源

⑥ 各款別の決算状況

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 議会費 （構成比 ０.６％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

議 会 費 348,272,000 333,070,067 95.6  0 15,201,933 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

議 会 費 343,772,000 337,015,649 98.0  0 6,756,351 

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔議会費〕 

・議員報酬           １億２,２０４万円   （構成比率３６.６％） 

・議員共済会負担金       ７,６７１万３千円   （構成比率２３.０％） 

・負担金、補助及び交付金    １,３４１万１千円   （構成比率 ４.０％） 

<政務活動費交付金> 

  支出済額は前年度に比べると、３９４万５千円（対前年度比１.２％）減少している。 

第２款 総務費 （構成比 １０.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総 務 費 5,419,345,279 5,169,205,622 95.4  64,698,172 185,441,485 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総 務 費 4,847,930,003 4,712,648,183 97.2  24,499,279 110,782,541 

総務費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総 務 管 理 費 4,381,370,279 4,180,784,665 95.4 38,258,172 162,327,442 

徴 税 費 462,179,000 451,068,987 97.6 0 11,110,013 

戸籍住民基本台帳費 441,656,000 409,907,040 92.8 26,440,000 5,308,960 

選 挙 費 61,808,000 56,055,196 90.7 0 5,752,804 

統 計 調 査 費 37,073,000 36,904,426 99.5 0 168,574 

監 査 委 員 費 35,259,000 34,485,308 97.8 0 773,692 

計 5,419,345,279 5,169,205,622 95.4  64,698,172 185,441,485 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

総務費の
項目別構成比

総務管理費
80.9%

統計調査費  0.7%

選挙費  1.1%

徴税費
8.7%

監査委員費  0.7%
戸籍住民基本台帳費  7.9%

支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔総務管理費〕 

・積立金          ８億１,６０６万７千円 （構成比率１９.５％） 

  <主な内容は、財政調整基金積立金、北陸新幹線白山総合車両所地下道水路管理基金積立金> 

・委託料          ４億５,３８１万９千円 （構成比率１０.９％） 

  <主な内容は、コミュニティバス運行業務委託料、住民記録情報システム 

電算処理業務委託料、社会保障・税番号制度システム改修業務委託料> 

・負担金、補助及び交付金  ３億４,５９８万４千円 （構成比率 ８.３％） 

  <主な内容は、金城大学新学部創設事業補助金、音声告知放送設備更新事業費補助金、 

町内会事務連絡交付金、生活バス路線運行事業費補助金> 

〔徴税費〕 

・償還金、利子及び割引料    ７,４９４万６千円 （構成比率１６.６％） 

  <内容は、過誤納還付金、過誤納返還金> 

・委託料            ４,０２０万３千円 （構成比率 ８.９％） 

  <主な内容は、固定資産税賦課業務委託料、 

                  個人住民税・軽自動車税課税システム改修業務委託料> 

 〔戸籍住民基本台帳費〕 

・負担金、補助及び交付金    ５,０８４万４千円 （構成比率１２.４％） 

  <主な内容は、通知カード・個人番号カード関連事務交付金、公社受入職員負担金> 

・委託料            ３,３９８万１千円 （構成比率 ８.３％） 

  <主な内容は、戸籍総合システム等改修委託料、戸籍総合システム保守委託料> 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

総務費の
項目別構成比

総務管理費
80.9%

統計調査費  0.7%

選挙費  1.1%

徴税費
8.7%

監査委員費  0.7%
戸籍住民基本台帳費  7.9%

支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔総務管理費〕 

・積立金          ８億１,６０６万７千円 （構成比率１９.５％） 

  <主な内容は、財政調整基金積立金、北陸新幹線白山総合車両所地下道水路管理基金積立金> 

・委託料          ４億５,３８１万９千円 （構成比率１０.９％） 

  <主な内容は、コミュニティバス運行業務委託料、住民記録情報システム 

電算処理業務委託料、社会保障・税番号制度システム改修業務委託料> 

・負担金、補助及び交付金  ３億４,５９８万４千円 （構成比率 ８.３％） 

  <主な内容は、金城大学新学部創設事業補助金、音声告知放送設備更新事業費補助金、 

町内会事務連絡交付金、生活バス路線運行事業費補助金> 

〔徴税費〕 

・償還金、利子及び割引料    ７,４９４万６千円 （構成比率１６.６％） 

  <内容は、過誤納還付金、過誤納返還金> 

・委託料            ４,０２０万３千円 （構成比率 ８.９％） 

  <主な内容は、固定資産税賦課業務委託料、 

                  個人住民税・軽自動車税課税システム改修業務委託料> 

 〔戸籍住民基本台帳費〕 

・負担金、補助及び交付金    ５,０８４万４千円 （構成比率１２.４％） 

  <主な内容は、通知カード・個人番号カード関連事務交付金、公社受入職員負担金> 

・委託料            ３,３９８万１千円 （構成比率 ８.３％） 

  <主な内容は、戸籍総合システム等改修委託料、戸籍総合システム保守委託料> 

〔選挙費〕 

・報酬               ５１８万５千円 （構成比率 ９.３％） 

  <内容は、投票管理者・立会人報酬、期日前投票管理者・立会人報酬等> 

・委託料              ４８５万９千円 （構成比率 ８.７％） 

  <主な内容は、選挙人名簿システム等改修業務委託料、会場設営等業務委託料> 

〔統計調査費〕 

・報酬             ３,０６７万５千円 （構成比率８３.１％） 

  <内容は、指導員・調査員報酬> 

  〔監査委員費〕 

・報酬               １２４万８千円 （構成比率 ３.６％） 

  <内容は、監査委員報酬> 

  支出済額は前年度に比べると、４億５,６５５万７千円（対前年度比９.７％）増加している。 

これは、選挙費が４,７０１万１千円（対前年度比４５.６％）、徴税費が１,３５０万３千円（対前年度比

２.９％）及び監査委員費が１３４万９千円（対前年度比３.８％）減少しているものの、総務管理費が４

億５,７１４万３千円（対前年度比１２.３％）、戸籍住民基本台帳費が３,６３４万３千円（対前年度比９.

７％）及び統計調査費が２,４９３万４千円（対前年度比２０８.３％）増加したことによる。 

第３款 民生費 （構成比 ２８.２％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

民 生 費 15,053,430,020 14,546,301,425 96.6  353,253,000 153,875,595 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

民 生 費 14,734,895,200 14,025,819,502 95.2  550,682,020 158,393,678 

民生費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

                              （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不用額 

社 会 福 祉 費 5,510,601,000 5,130,155,810 93.1 309,247,000 71,198,190 

児 童 福 祉 費 9,001,827,020 8,880,433,889 98.7 44,006,000 77,387,131 

生 活 保 護 費 541,002,000 535,711,726 99.0 0 5,290,274 

計 15,053,430,020 14,546,301,425 96.6  353,253,000 153,875,595 



－ 50 －

項目別の構成は、次のとおりである。 

民生費の
項目別構成比

社会福祉費
35.3%

児童福祉費
61.0%

生活保護費 3.7%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔社会福祉費〕 

・扶助費         ２５億６,２０６万３千円 （構成比率４９.９％） 

  <主な内容は、介護給付費等、心身障害者医療給付金、障害児通所支援給付費、更生医療費> 

・繰出金         １１億９,３７８万２千円 （構成比率２３.３％） 

  <内容は、介護保険特別会計繰出金> 

・負担金、補助及び交付金  ３億５,１８８万円   （構成比率 ６.９％） 

  <主な内容は、社会福祉協議会活動費補助金、臨時福祉給付金、 

多世代参加促進事業費補助金、福祉施設建築資金償還補助金> 

・委託料          ３億１,７４２万３千円 （構成比率 ６.２％） 

<主な内容は、障害者移動支援事業委託料、障害者相談支援事業委託料、 

千代野会館指定管理料、介護予防支援業務委託料> 

  〔児童福祉費〕 

・負担金、補助及び交付金 ３９億９,６７３万４千円  （構成比率４５.０％） 

  <主な内容は、法人保育園運営費負担金、法人保育園施設整備費補助金、 

特別支援保育事業費補助金、病児保育事業費補助金> 

・扶助費         ２７億２,５３６万６千円  （構成比率３０.７％） 

  <主な内容は、児童手当費、子育て支援医療給付金、児童扶養手当給付費、保育料支援金> 

・工事請負費        ５億３,２０３万７千円 （構成比率 ６.０％） 

<主な内容は、わかみや保育所改修工事費、わかみや児童センター改築工事費、 

         湊児童ふれあいくらぶ施設改築工事費、旧鶴来公民館跡地整備工事費> 

・委託料          ３億９５３万７千円 （構成比率 ３.５％） 

  <主な内容は、放課後児童クラブ事業運営委託料、保育所入所委託料、 

               親子よろこびの広場管理運営委託料、蝶屋児童館指定管理料> 

・賃金           ２億７,６６１万６千円 （構成比率 ３.１％） 

  <内容は、賃金> 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

民生費の
項目別構成比

社会福祉費
35.3%

児童福祉費
61.0%

生活保護費 3.7%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔社会福祉費〕 

・扶助費         ２５億６,２０６万３千円 （構成比率４９.９％） 

  <主な内容は、介護給付費等、心身障害者医療給付金、障害児通所支援給付費、更生医療費> 

・繰出金         １１億９,３７８万２千円 （構成比率２３.３％） 

  <内容は、介護保険特別会計繰出金> 

・負担金、補助及び交付金  ３億５,１８８万円   （構成比率 ６.９％） 

  <主な内容は、社会福祉協議会活動費補助金、臨時福祉給付金、 

多世代参加促進事業費補助金、福祉施設建築資金償還補助金> 

・委託料          ３億１,７４２万３千円 （構成比率 ６.２％） 

<主な内容は、障害者移動支援事業委託料、障害者相談支援事業委託料、 

千代野会館指定管理料、介護予防支援業務委託料> 

  〔児童福祉費〕 

・負担金、補助及び交付金 ３９億９,６７３万４千円  （構成比率４５.０％） 

  <主な内容は、法人保育園運営費負担金、法人保育園施設整備費補助金、 

特別支援保育事業費補助金、病児保育事業費補助金> 

・扶助費         ２７億２,５３６万６千円  （構成比率３０.７％） 

  <主な内容は、児童手当費、子育て支援医療給付金、児童扶養手当給付費、保育料支援金> 

・工事請負費        ５億３,２０３万７千円 （構成比率 ６.０％） 

<主な内容は、わかみや保育所改修工事費、わかみや児童センター改築工事費、 

         湊児童ふれあいくらぶ施設改築工事費、旧鶴来公民館跡地整備工事費> 

・委託料          ３億９５３万７千円 （構成比率 ３.５％） 

  <主な内容は、放課後児童クラブ事業運営委託料、保育所入所委託料、 

               親子よろこびの広場管理運営委託料、蝶屋児童館指定管理料> 

・賃金           ２億７,６６１万６千円 （構成比率 ３.１％） 

  <内容は、賃金> 

  〔生活保護費〕 

・扶助費          ４億９,１９９万６千円 （構成比率９１.８％） 

  <主な内容は、生活保護扶助費> 

・委託料            １,４４５万５千円 （構成比率 ２.７％） 

  <主な内容は、自立相談支援事業業務委託料、生活保護システム改修業務委託料> 

支出済額は前年度に比べると、５億２,０４８万１千円（対前年度比３.７％）増加している。 

これは、社会福祉費が２,３０４万７千円（対前年度比０.４％）及び災害救助費が５００万円（皆減）

減少しているものの、児童福祉費が５億１,５９０万９千円（対前年度比６.２％）及び生活保護費が３,

２６１万９千円（対前年度比６.５％）増加したことによる。 

第４款 衛生費 （構成比 １１.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

衛 生 費 5,740,973,000 5,669,873,672 98.8  20,000,000 51,099,328 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

衛 生 費 5,335,084,000 5,274,045,852 98.9  8,783,000 52,255,148 

衛生費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

                               （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

保 健 衛 生 費 4,658,890,000 4,593,244,478 98.6  20,000,000 45,645,522 

清  掃  費 1,082,083,000 1,076,629,194 99.5       0 5,453,806 

計 5,740,973,000 5,669,873,672 98.8  20,000,000 51,099,328 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

衛生費の
項目別構成比

清掃費
19.0%

保健衛生費
81.0%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔保健衛生費〕 

・負担金、補助及び交付金 ２１億１７９万２千円   （構成比率４５.８％） 

  <主な内容は、白山石川医療企業団病院事業会計負担金、後期高齢者医療療養給付費負担金、 

手取郷広域事務組合負担金、白山野々市広域事務組合負担金> 

・繰出金         １３億８,９８１万６千円 （構成比率３０.３％） 

  <内容は、国民健康保険保険基盤安定繰出金、国民健康保険特別会計繰出金、 

後期高齢者医療特別会計繰出金、簡易水道事業特別会計繰出金> 

・委託料          ６億３１２万７千円   （構成比率１３.１％） 

  <主な内容は、予防接種委託料、がん検診委託料、妊産婦・乳幼児健診委託料、 

市民健診等委託料、火葬業務委託料> 

  〔清掃費〕 

・負担金、補助及び交付金  ７億５７万３千円    （構成比率６５.１％） 

  <主な内容は、白山野々市広域事務組合負担金、手取川流域環境衛生事業組合負担金> 

・委託料          ３億４,３４７万円   （構成比率３１.９％） 

  <主な内容は、家庭ごみ収集運搬業務委託料、容器包装プラスチック再商品化業務委託料> 

  支出済額は前年度に比べると、３億９,５８２万７千円（対前年度比７.５％）増加している。 

これは、保健衛生費が２億７,１１７万１千円（対前年度比６.３％）及び清掃費が１億２,４６５万６

千円（対前年度比１３.１％）増加したことによる。 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

衛生費の
項目別構成比

清掃費
19.0%

保健衛生費
81.0%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔保健衛生費〕 

・負担金、補助及び交付金 ２１億１７９万２千円   （構成比率４５.８％） 

  <主な内容は、白山石川医療企業団病院事業会計負担金、後期高齢者医療療養給付費負担金、 

手取郷広域事務組合負担金、白山野々市広域事務組合負担金> 

・繰出金         １３億８,９８１万６千円 （構成比率３０.３％） 

  <内容は、国民健康保険保険基盤安定繰出金、国民健康保険特別会計繰出金、 

後期高齢者医療特別会計繰出金、簡易水道事業特別会計繰出金> 

・委託料          ６億３１２万７千円   （構成比率１３.１％） 

  <主な内容は、予防接種委託料、がん検診委託料、妊産婦・乳幼児健診委託料、 

市民健診等委託料、火葬業務委託料> 

  〔清掃費〕 

・負担金、補助及び交付金  ７億５７万３千円    （構成比率６５.１％） 

  <主な内容は、白山野々市広域事務組合負担金、手取川流域環境衛生事業組合負担金> 

・委託料          ３億４,３４７万円   （構成比率３１.９％） 

  <主な内容は、家庭ごみ収集運搬業務委託料、容器包装プラスチック再商品化業務委託料> 

  支出済額は前年度に比べると、３億９,５８２万７千円（対前年度比７.５％）増加している。 

これは、保健衛生費が２億７,１１７万１千円（対前年度比６.３％）及び清掃費が１億２,４６５万６

千円（対前年度比１３.１％）増加したことによる。 

第５款 労働費 （構成比 ０.１％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

労 働 費 52,156,000 49,469,572 94.8  0 2,686,428 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

労 働 費 85,837,000 84,291,992 98.2  0 1,545,008 

 支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔労働諸費〕 

・委託料            ４,３７８万６千円 （構成比率８８.５％） 

  <主な内容は、緊急雇用創出事業業務委託料> 

・負担金、補助及び交付金      ５３１万６千円 （構成比率１０.７％） 

  <主な内容は、中高年齢者・障害者職業訓練奨励金、白山市勤労者協議会連合会補助金> 

  支出済額は前年度に比べると、３,４８２万２千円（対前年度比４１.３％）減少している。 

第６款 農林水産業費 （構成比 １.９％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

農 林 水 産 業 費 1,026,930,000 981,975,975 95.6  31,536,962 13,417,063 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                  （単位：円・％）

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

農 林 水 産 業 費 952,517,302 904,134,700 94.9  28,173,000 20,209,602 

農林水産業費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

農 業 費 759,075,000 739,992,228 97.5 11,200,000 7,882,772 

林 業 費 233,209,000 210,524,982 90.3 7,462,962 5,221,056 

水 産 業 費 44,646,000 31,458,765 70.5 12,874,000 313,235 

計 1,026,930,000 981,975,975 95.6  31,536,962 13,417,063 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

農林水産業費の
項目別構成比

農業費
75.4%

林業費
21.4%

水産業費 3.2%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔農業費〕 

・負担金、補助及び交付金  ４億８,６２２万８千円 （構成比率６５.７％） 

  <主な内容は、県営土地改良事業費負担金、経営体育成支援事業補助金、 

機構集積協力金交付事業費補助金、産地再生関連施設緊急整備事業補助金> 

・委託料            ３,７１９万６千円 （構成比率 ５.０％） 

  <主な内容は、地籍調査事業業務委託料、鶴来農村環境改善センター指定管理料> 

  〔林業費〕 

・工事請負費          ５,３５１万４千円 （構成比率２５.４％） 

  <主な内容は、林道赤谷線開設工事費(H26)、林道高倉山線改良工事費> 

・負担金、補助及び交付金    ３,６０１万７千円 （構成比率１７.１％） 

  <主な内容は、林道白木峠線開設負担金、森林整備地域活動支援交付金> 

・委託料            ３,２９０万９千円 （構成比率１５.６％） 

  <主な内容は、松くい虫奨励駆除・防除事業委託料、林道維持管理業務委託料> 

  〔水産業費〕 

・工事請負費          １,７６９万円   （構成比率５６.２％） 

  <内容は、美川漁港航路浚渫工事費> 

・委託料            １,２２０万８千円 （構成比率３８.８％） 

  <主な内容は、美川漁港施設機能保全計画策定業務委託料> 

支出済額は前年度に比べると、７,７８４万１千円（対前年度比８.６％）増加している。 

これは、林業費が４,０７４万１千円（対前年度比１６.２％）減少しているものの、農業費が１億８４

３万２千円（対前年度比１７.２％）及び水産業費が１,０１５万円（対前年度比４７.６％）増加したこ

とによる。 
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項目別の構成は、次のとおりである。 

農林水産業費の
項目別構成比

農業費
75.4%

林業費
21.4%

水産業費 3.2%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔農業費〕 

・負担金、補助及び交付金  ４億８,６２２万８千円 （構成比率６５.７％） 

  <主な内容は、県営土地改良事業費負担金、経営体育成支援事業補助金、 

機構集積協力金交付事業費補助金、産地再生関連施設緊急整備事業補助金> 

・委託料            ３,７１９万６千円 （構成比率 ５.０％） 

  <主な内容は、地籍調査事業業務委託料、鶴来農村環境改善センター指定管理料> 

  〔林業費〕 

・工事請負費          ５,３５１万４千円 （構成比率２５.４％） 

  <主な内容は、林道赤谷線開設工事費(H26)、林道高倉山線改良工事費> 

・負担金、補助及び交付金    ３,６０１万７千円 （構成比率１７.１％） 

  <主な内容は、林道白木峠線開設負担金、森林整備地域活動支援交付金> 

・委託料            ３,２９０万９千円 （構成比率１５.６％） 

  <主な内容は、松くい虫奨励駆除・防除事業委託料、林道維持管理業務委託料> 

  〔水産業費〕 

・工事請負費          １,７６９万円   （構成比率５６.２％） 

  <内容は、美川漁港航路浚渫工事費> 

・委託料            １,２２０万８千円 （構成比率３８.８％） 

  <主な内容は、美川漁港施設機能保全計画策定業務委託料> 

支出済額は前年度に比べると、７,７８４万１千円（対前年度比８.６％）増加している。 

これは、林業費が４,０７４万１千円（対前年度比１６.２％）減少しているものの、農業費が１億８４

３万２千円（対前年度比１７.２％）及び水産業費が１,０１５万円（対前年度比４７.６％）増加したこ

とによる。 

第７款 商工費 （構成比 ３.２％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

商 工 費 1,673,790,000 1,625,216,784 97.1  4,100,000 44,473,216 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

商 工 費 1,943,470,000 1,759,264,211 90.5  154,150,000 30,055,789 

商工費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

商 工 費 462,255,000 457,481,370 99.0 0 4,773,630 

観 光 費 1,211,535,000 1,167,735,414 96.4 4,100,000 39,699,586 

計 1,673,790,000 1,625,216,784 97.1  4,100,000 44,473,216 

項目別の構成は、次のとおりである。 

商工費の
項目別構成比

観光費
71.9%

商工費
28.1%
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 支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔商工費〕 

・負担金、補助及び交付金  ２億４,６８７万２千円 （構成比率５４.０％） 

  <主な内容は、プレミアム付き商品券事業補助金、商工業振興事業補助金、工場立地助成金> 

・貸付金            ４,４８１万１千円 （構成比率 ９.８％） 

  <内容は、延払いによる機械設備貸与事業資金貸付金> 

・公有財産購入費        ４,０８０万円   （構成比率 ８.９％） 

  <内容は、土地購入費> 

  〔観光費〕 

・委託料          ２億６,３３４万９千円 （構成比率２２.６％） 

  <主な内容は、索道整備業務委託料、特殊車輌始業点検整備業務委託料、 

獅子吼施設指定管理料、市民工房うるわし指定管理料> 

・工事請負費        １億８,９７０万３千円 （構成比率１６.２％） 

  <内容は、公衆トイレ新築工事費、温泉センター天領改修等工事費、 

            ゴンドラリフト握索装置更新工事費、第１ロッジ解体工事費> 

・負担金、補助及び交付金  ２億１,８９２万２千円 （構成比率１８.７％） 

  <主な内容は、白山市観光連盟補助金、白山市地域振興公社運営負担金、 

獅子吼高原振興助成金、白山手取川ジオパーク推進協議会負担金> 

  支出済額は前年度に比べると、１億３,４０４万７千円（対前年度比７.６％）減少している。 

これは、商工費が３,６７０万９千円（対前年度比８.７％）増加しているものの、観光費が１億７,０

７５万６千円（対前年度比１２.８％）減少したことによる。 

第８款 土木費 （構成比 １２.６％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

土 木 費 7,155,927,450 6,506,935,408 90.9  616,878,959 32,113,083 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

土 木 費 9,526,511,720 8,848,841,837 92.9  635,444,450 42,225,433 
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 支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔商工費〕 

・負担金、補助及び交付金  ２億４,６８７万２千円 （構成比率５４.０％） 

  <主な内容は、プレミアム付き商品券事業補助金、商工業振興事業補助金、工場立地助成金> 

・貸付金            ４,４８１万１千円 （構成比率 ９.８％） 

  <内容は、延払いによる機械設備貸与事業資金貸付金> 

・公有財産購入費        ４,０８０万円   （構成比率 ８.９％） 

  <内容は、土地購入費> 

  〔観光費〕 

・委託料          ２億６,３３４万９千円 （構成比率２２.６％） 

  <主な内容は、索道整備業務委託料、特殊車輌始業点検整備業務委託料、 

獅子吼施設指定管理料、市民工房うるわし指定管理料> 

・工事請負費        １億８,９７０万３千円 （構成比率１６.２％） 

  <内容は、公衆トイレ新築工事費、温泉センター天領改修等工事費、 

            ゴンドラリフト握索装置更新工事費、第１ロッジ解体工事費> 

・負担金、補助及び交付金  ２億１,８９２万２千円 （構成比率１８.７％） 

  <主な内容は、白山市観光連盟補助金、白山市地域振興公社運営負担金、 

獅子吼高原振興助成金、白山手取川ジオパーク推進協議会負担金> 

  支出済額は前年度に比べると、１億３,４０４万７千円（対前年度比７.６％）減少している。 

これは、商工費が３,６７０万９千円（対前年度比８.７％）増加しているものの、観光費が１億７,０

７５万６千円（対前年度比１２.８％）減少したことによる。 

第８款 土木費 （構成比 １２.６％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

土 木 費 7,155,927,450 6,506,935,408 90.9  616,878,959 32,113,083 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

土 木 費 9,526,511,720 8,848,841,837 92.9  635,444,450 42,225,433 

土木費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

土 木 管 理 費 81,231,000 80,897,667 99.6 0 333,333 

道路橋りょう費 3,118,396,988 2,775,930,436 89.0 323,414,559 19,051,993 

河 川 費 32,197,000 28,428,325 88.3 1,171,800 2,596,875 

都 市 計 画 費 1,325,347,462 1,133,971,398 85.6 186,592,600 4,783,464 

下 水 道 費 2,016,309,000 2,016,309,000 100.0 0 0 

住 宅 費 582,446,000 471,398,582 80.9 105,700,000 5,347,418 

計 7,155,927,450 6,506,935,408 90.9  616,878,959 32,113,083 

  項目別の構成は、次のとおりである。 

土木費の
項目別構成比

土木管理費 1.2%

道路橋りょう費
42.7%

河川費 0.4%

都市計画費
17.4%

下水道費
31.0%

住宅費 7.3%

支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔土木管理費〕 

・全額人件費 

〔道路橋りょう費〕 

・工事請負費       １５億７,９２８万円   （構成比率５６.９％） 

  <主な内容は、道路等新設改良工事費、道路舗装工事費、 

橋梁長寿命化修繕工事費、道路構造物修繕工事費> 
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・委託料          ６億２,５３４万円   （構成比率２２.５％） 

 <主な内容は、除雪業務委託料、測量設計等業務委託料、 

踏切改良工事委託料、道路構造物定期点検委託料> 

・負担金、補助及び交付金    ８,２８３万４千円  （構成比率 ３.０％） 

  <内容は、防犯灯取替補助金、防犯灯電気料補助金、県単道路改良事業負担金> 

 〔河川費〕 

・委託料              ８１０万５千円 （構成比率２８.５％） 

  <主な内容は、河川除草管理委託料、手取川ダム周辺環境整備委託料、水路清掃委託料> 

・工事請負費            ４８３万８千円 （構成比率１７.０％） 

  <内容は、河川・水路改修工事費、河川・水路等修繕工事費> 

〔都市計画費〕 

・工事請負費        ３億３,５１６万６千円 （構成比率２９.６％） 

  <主な内容は、白山市防災活動拠点広場造成工事費、 

(都)新庄道法寺線道路築造・舗装工事費、街路整備工事費、 

曽谷町土地区画整理区画道路築造・舗装工事費> 

・負担金、補助及び交付金  ２億７,４９７万１千円 （構成比率２４.２％） 

<主な内容は、県施行街路事業負担金、土地区画整理事業補助金、 

組合等区画整理補助事業負担金> 

・委託料          １億８,１０５万１千円  （構成比率１６.０％） 

  <主な内容は、公園管理業務委託料、松任駅南出来形確認測量・換地計画策定委託料、 

測量設計等業務委託料> 

・使用料及び賃借料       ８,５７６万５千円  （構成比率 ７.６％） 

  <主な内容は、土地借上料、建物借上料> 

〔下水道費〕 

・負担金、補助及び交付金 ２０億１,６３０万９千円 （構成比率１００.０％） 

  <主な内容は、下水道事業会計負担金、農業集落排水施設負担金> 

  〔住宅費〕 

・負担金、補助及び交付金  ２億５,５１４万７千円 （構成比率５４.１％） 

  <主な内容は、定住促進奨励金、若年層定住促進奨励金> 

・委託料              ６,５４５万５千円 （構成比率１３.９％） 

  <主な内容は、市営住宅指定管理料> 

・工事請負費            ２,７００万３千円 （構成比率 ５.７％） 

  <主な内容は、若宮住宅改修工事費> 

  支出済額は前年度に比べると、２３億４,１９０万６千円（対前年度比２６.５％）減少している。 

これは、住宅費が６,２０１万円（対前年度比１５.１％）及び土木管理費が３４１万７千円（対前年度

比４.４％）増加しているものの、都市計画費が１６億１,０１５万２千円（対前年度比５８.７％）、道路

橋りょう費が６億４,５８１万７千円（対前年度比１８.９％）、下水道費が１億３２８万円（対前年度比

４.９％）及び河川費が４,８０８万４千円（対前年度比６２.８％）減少したことによる。 
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・委託料          ６億２,５３４万円   （構成比率２２.５％） 

 <主な内容は、除雪業務委託料、測量設計等業務委託料、 

踏切改良工事委託料、道路構造物定期点検委託料> 

・負担金、補助及び交付金    ８,２８３万４千円  （構成比率 ３.０％） 

  <内容は、防犯灯取替補助金、防犯灯電気料補助金、県単道路改良事業負担金> 

 〔河川費〕 

・委託料              ８１０万５千円 （構成比率２８.５％） 

  <主な内容は、河川除草管理委託料、手取川ダム周辺環境整備委託料、水路清掃委託料> 

・工事請負費            ４８３万８千円 （構成比率１７.０％） 

  <内容は、河川・水路改修工事費、河川・水路等修繕工事費> 

〔都市計画費〕 

・工事請負費        ３億３,５１６万６千円 （構成比率２９.６％） 

  <主な内容は、白山市防災活動拠点広場造成工事費、 

(都)新庄道法寺線道路築造・舗装工事費、街路整備工事費、 

曽谷町土地区画整理区画道路築造・舗装工事費> 

・負担金、補助及び交付金  ２億７,４９７万１千円 （構成比率２４.２％） 

<主な内容は、県施行街路事業負担金、土地区画整理事業補助金、 

組合等区画整理補助事業負担金> 

・委託料          １億８,１０５万１千円  （構成比率１６.０％） 

  <主な内容は、公園管理業務委託料、松任駅南出来形確認測量・換地計画策定委託料、 

測量設計等業務委託料> 

・使用料及び賃借料       ８,５７６万５千円  （構成比率 ７.６％） 

  <主な内容は、土地借上料、建物借上料> 

〔下水道費〕 

・負担金、補助及び交付金 ２０億１,６３０万９千円 （構成比率１００.０％） 

  <主な内容は、下水道事業会計負担金、農業集落排水施設負担金> 

  〔住宅費〕 

・負担金、補助及び交付金  ２億５,５１４万７千円 （構成比率５４.１％） 

  <主な内容は、定住促進奨励金、若年層定住促進奨励金> 

・委託料              ６,５４５万５千円 （構成比率１３.９％） 

  <主な内容は、市営住宅指定管理料> 

・工事請負費            ２,７００万３千円 （構成比率 ５.７％） 

  <主な内容は、若宮住宅改修工事費> 

  支出済額は前年度に比べると、２３億４,１９０万６千円（対前年度比２６.５％）減少している。 

これは、住宅費が６,２０１万円（対前年度比１５.１％）及び土木管理費が３４１万７千円（対前年度

比４.４％）増加しているものの、都市計画費が１６億１,０１５万２千円（対前年度比５８.７％）、道路

橋りょう費が６億４,５８１万７千円（対前年度比１８.９％）、下水道費が１億３２８万円（対前年度比

４.９％）及び河川費が４,８０８万４千円（対前年度比６２.８％）減少したことによる。 

第９款 消防費 （構成比 ３.７％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

消 防 費 2,151,077,000 1,875,067,464 87.2  263,826,000 12,183,536 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

消 防 費 1,534,127,000 1,474,811,055 96.1  9,073,000 50,242,945 

 支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔消防費〕 

・負担金、補助及び交付金 １２億２,７１６万円   （構成比率６５.４％） 

  <主な内容は、白山野々市広域事務組合負担金、公務災害補償等組合負担金、 

   市消防団連合会活動補助金、消防施設設置補助金> 

・工事請負費        ４億４,３７１万４千円 （構成比率２３.７％） 

  <主な内容は、防災行政無線同報系システム整備工事費> 

・備品購入費          ４,３５２万７千円 （構成比率 ２.３％） 

  <主な内容は、消防救急デジタル無線用受令機購入費> 

  支出済額は前年度に比べると、４億２５万６千円（対前年度比２７.１％）増加している。

第１０款 教育費 （構成比 １４.６％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

教 育 費 7,871,168,919 7,518,569,531 95.5  180,861,207 171,738,181 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

教 育 費 8,923,363,000 8,128,618,448 91.1  617,241,919 177,502,633 
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教育費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

教育委員会費 362,435,000 350,744,142 96.8 0 11,690,858 

小 学 校 費 3,692,488,000 3,506,074,078 95.0 150,800,000 35,613,922 

中 学 校 費 890,218,000 864,216,060 97.1 0 26,001,940 

幼 稚 園 費 195,926,000 182,267,815 93.0 0 13,658,185 

社 会 教 育 費 1,982,807,919 1,901,089,230 95.9 30,061,207 51,657,482 

保 健 体 育 費 747,294,000 714,178,206 95.6 0 33,115,794 

計 7,871,168,919 7,518,569,531 95.5  180,861,207 171,738,181 

項目別の構成は、次のとおりである。 

教育費の
項目別構成比

保健体育費
9.5%

社会教育費
25.3%

幼稚園費 2.4%

中学校費
11.5%

小学校費
46.6%

教育委員会費 4.7%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔教育委員会費〕 

・賃金             ８,４１０万６千円 （構成比率２４.０％） 

  <内容は、指導員賃金> 

・使用料及び賃借料       ３,５９９万円   （構成比率１０.３％） 

<主な内容は、器具借上料> 

・負担金、補助及び交付金    １,３０９万６千円 （構成比率 ３.７％） 

  <主な内容は、白山市学校教育研究会補助金、高等学校等修学旅行費支援金> 
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教育費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

教育委員会費 362,435,000 350,744,142 96.8 0 11,690,858 

小 学 校 費 3,692,488,000 3,506,074,078 95.0 150,800,000 35,613,922 

中 学 校 費 890,218,000 864,216,060 97.1 0 26,001,940 

幼 稚 園 費 195,926,000 182,267,815 93.0 0 13,658,185 

社 会 教 育 費 1,982,807,919 1,901,089,230 95.9 30,061,207 51,657,482 

保 健 体 育 費 747,294,000 714,178,206 95.6 0 33,115,794 

計 7,871,168,919 7,518,569,531 95.5  180,861,207 171,738,181 

項目別の構成は、次のとおりである。 

教育費の
項目別構成比

保健体育費
9.5%

社会教育費
25.3%

幼稚園費 2.4%

中学校費
11.5%

小学校費
46.6%

教育委員会費 4.7%

  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔教育委員会費〕 

・賃金             ８,４１０万６千円 （構成比率２４.０％） 

  <内容は、指導員賃金> 

・使用料及び賃借料       ３,５９９万円   （構成比率１０.３％） 

<主な内容は、器具借上料> 

・負担金、補助及び交付金    １,３０９万６千円 （構成比率 ３.７％） 

  <主な内容は、白山市学校教育研究会補助金、高等学校等修学旅行費支援金> 

〔小学校費〕 

・工事請負費       ２３億１,８３５万２千円 （構成比率６６.１％） 

 <主な内容は、明光小学校建設工事費、湊小学校大規模改造・地震補強他工事費、 

蝶屋小学校大規模改造・地震補強他工事費、学校施設天井等落下防止対策工事費> 

・需用費          ２億８,２８１万２千円 （構成比率 ８.１％） 

  <主な内容は、光熱水費、燃料費、修繕料> 

・賃金           ２億１,４６９万５千円 （構成比率 ６.１％） 

<内容は、臨時・非常勤職員賃金> 

・委託料          １億９,８１２万４千円 （構成比率 ５.７％） 

  <主な内容は、スクールバス運転業務委託料、施設等環境整備業務委託料､ 

明光小学校建設工事監理業務委託料、石川小学校大規模改造工事実施設計業務委託料> 

〔中学校費〕 

・委託料          １億９,８２２万１千円 （構成比率２２.９％） 

  <主な内容は、中学校給食調理業務等委託料、 

笠間中学校大規模改造工事実施設計業務委託料、スクールバス運転業務委託料、 

北辰中学校大規模改造工事実施設計業務委託料> 

・需用費          １億４,６４７万８千円 （構成比率１６.９％） 

  <主な内容は、光熱水費、燃料費、修繕料> 

・工事請負費        １億４,２４９万１千円 （構成比率１６.５％） 

  <主な内容は、中学校エレベータ設置工事費、学校施設天井等落下防止対策工事費> 

  〔幼稚園費〕 

・負担金、補助及び交付金   １億１,１２７万４千円 （構成比率６１.０％） 

  <主な内容は、就園奨励費補助金、私立幼稚園運営費補助金> 

・賃金                ７５０万５千円 （構成比率 ４.１％） 

  <内容は、助教諭賃金> 

  〔社会教育費〕 

・委託料           ６億２,８４５万９千円 （構成比率３３.１％） 

  <主な内容は、公民館運営業務委託料、松任文化会館指定管理料、 

鶴来総合文化会館指定管理料、設計監理業務委託料> 

・工事請負費         ５億５,６４５万９千円 （構成比率２９.３％） 

  <主な内容は、鳥越公民館建設工事費、蔵山公民館軽体育館建設工事費、 

美川文化会館外壁等改修工事費、吉野谷公民館屋根改修工事費> 

・需用費             ９,３９９万１千円 （構成比率４.９％） 

 <主な内容は、光熱水費、燃料費、修繕料> 
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  〔保健体育費〕 

・委託料           ４億１,９７５万円   （構成比率５８.８％） 

  <主な内容は、体育施設指定管理料、白峰スキー競技場指定管理料、 

体育施設清掃・除草等業務委託料、生涯スポーツ推進事業（うぐいす運動）委託料> 

・工事請負費           ９,９９９万５千円 （構成比率１４.０％） 

  <主な内容は、白山郷公園野球場防球ネット設置工事費、松任武道館解体工事費、 

体育施設改修工事費、蝶屋リフレッシュセンター改修工事費> 

・負担金、補助及び交付金       ５,４５６万５千円 （構成比率 ７.６％） 

  <主な内容は、体育協会事業補助金、職員派遣受入負担金、 

県民体育大会等補助金、常陸宮賜杯中部日本スキー大会補助金> 

支出済額は前年度に比べると、６億１,００４万８千円（対前年度比７.５％）減少している。 

これは、社会教育費が５,６３６万４千円（対前年度比３.１％）及び、教育委員会費が１,３８１万９千

円（対前年度比４.１％）増加したものの、中学校費が６億３,９２１万８千円（対前年度比４２.５％）、保

健体育費が１,９１５万２千円（対前年度比２.６％）、幼稚園費が１,２５５万４千円（対前年度比６.４％）

及び小学校費が９３０万７千円（対前年度比０.３％）減少したことによる。 

第１１款 災害復旧費 （構成比 ０.１％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

災害復旧費 33,640,000 25,559,388 76.0  0 8,080,612 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

災害復旧費 53,439,000 47,227,405 88.4  0 6,211,595 

災害復旧費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

農林水産施設 4,000,000 0 0.0 0 4,000,000 

公共土木施設 2,000,000 1,182,708 59.1 0 817,292 

公 共 施 設 等 27,640,000 24,376,680 88.2 0 3,263,320 

計 33,640,000 25,559,388 76.0  0 8,080,612 
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  〔保健体育費〕 

・委託料           ４億１,９７５万円   （構成比率５８.８％） 

  <主な内容は、体育施設指定管理料、白峰スキー競技場指定管理料、 

体育施設清掃・除草等業務委託料、生涯スポーツ推進事業（うぐいす運動）委託料> 

・工事請負費           ９,９９９万５千円 （構成比率１４.０％） 

  <主な内容は、白山郷公園野球場防球ネット設置工事費、松任武道館解体工事費、 

体育施設改修工事費、蝶屋リフレッシュセンター改修工事費> 

・負担金、補助及び交付金       ５,４５６万５千円 （構成比率 ７.６％） 

  <主な内容は、体育協会事業補助金、職員派遣受入負担金、 

県民体育大会等補助金、常陸宮賜杯中部日本スキー大会補助金> 

支出済額は前年度に比べると、６億１,００４万８千円（対前年度比７.５％）減少している。 

これは、社会教育費が５,６３６万４千円（対前年度比３.１％）及び、教育委員会費が１,３８１万９千

円（対前年度比４.１％）増加したものの、中学校費が６億３,９２１万８千円（対前年度比４２.５％）、保

健体育費が１,９１５万２千円（対前年度比２.６％）、幼稚園費が１,２５５万４千円（対前年度比６.４％）

及び小学校費が９３０万７千円（対前年度比０.３％）減少したことによる。 

第１１款 災害復旧費 （構成比 ０.１％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

災害復旧費 33,640,000 25,559,388 76.0  0 8,080,612 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

災害復旧費 53,439,000 47,227,405 88.4  0 6,211,595 

災害復旧費の項目別内訳は、次表のとおりである。 

 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

農林水産施設 4,000,000 0 0.0 0 4,000,000 

公共土木施設 2,000,000 1,182,708 59.1 0 817,292 

公 共 施 設 等 27,640,000 24,376,680 88.2 0 3,263,320 

計 33,640,000 25,559,388 76.0  0 8,080,612 

項目別の構成は、次のとおりである。 

災害復旧費の
項目別構成比

公共施設等
95.4%

公共土木施設 4.6%

支出済額の主なものは、次のとおりである。 

〔公共土木施設災害復旧費〕 

・工事請負費            １１８万２千円 （構成比率１００.０％） 

  <主な内容は、福岡地区災害復旧工事費> 

〔公共施設等災害復旧費〕 

・工事請負費          ２,２７５万６千円 （構成比率９３.４％） 

  <内容は、白山一里野温泉スキー場災害復旧工事費> 

・委託料             １６２万円   （構成比率 ６.６％） 

  <内容は、白山一里野温泉スキー場災害復旧測量設計業務委託料> 

  支出済額は前年度に比べると、２,１６６万８千円（対前年度比４５.９％）減少している。 

これは、公共施設等災害復旧費が７５１万２千円（対前年度比４４.５％）増加しているものの、公共土

木施設災害復旧費が１,６０９万４千円（対前年度比９３.２％）及び農林水産施設災害復旧費が１,３０

８万６千円（皆減）減少したことによる。 

第１２款 公債費 （構成比 １４.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

公 債 費 7,211,823,000 7,210,709,678 98.4  0 1,113,322 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

公 債 費 7,516,931,000 7,509,187,434 99.9  0 7,743,566 
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  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔公債費〕 

・元金          ６２億６,５４７万３千円  （構成比率８６.９％） 

  <内容は、公債元金償還金> 

・利子           ９億４,５２３万６千円  （構成比率１３.１％） 

  <内容は、公債利子> 

  支出済額は前年度に比べると、２億９,８４７万７千円（対前年度比４.０％）減少している。 

第１３款 諸支出金 （構成比 ０.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越金 不 用 額

諸 支 出 金 3,000,000 0 0.0  0 3,000,000 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越金 不 用 額

諸 支 出 金 3,000,000 0 0.0  0 3,000,000 

第１４款 予備費 （構成比 ０.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

予 備 費 9,064,000 0 0.0  0 9,064,000 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

予 備 費 9,220,000 0 0.0  0 9,220,000 
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  支出済額の主なものは、次のとおりである。 

  〔公債費〕 

・元金          ６２億６,５４７万３千円  （構成比率８６.９％） 

  <内容は、公債元金償還金> 

・利子           ９億４,５２３万６千円  （構成比率１３.１％） 

  <内容は、公債利子> 

  支出済額は前年度に比べると、２億９,８４７万７千円（対前年度比４.０％）減少している。 

第１３款 諸支出金 （構成比 ０.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越金 不 用 額

諸 支 出 金 3,000,000 0 0.0  0 3,000,000 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越金 不 用 額

諸 支 出 金 3,000,000 0 0.0  0 3,000,000 

第１４款 予備費 （構成比 ０.０％）

（単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

予 備 費 9,064,000 0 0.0  0 9,064,000 

<参考資料> 平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                 （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

予 備 費 9,220,000 0 0.0  0 9,220,000 

３ 特別会計

（１） 会計別決算状況

  本年度の特別会計数は９会計で、歳入歳出決算状況は次のとおりである。 

            各 特 別 会 計 決 算 額 の 状 況         （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

国 民健康保 険 13,139,685,000 13,251,318,766 100.8 13,078,637,391 99.5 172,681,375 

後期高齢者医療 1,061,516,000 1,051,790,375 99.1 1,049,478,309 98.9 2,312,066 

介 護 保 険 8,737,021,000 8,925,238,039 102.2 8,636,277,433 98.8 288,960,606 

簡 易水道事 業 312,550,000 304,568,821 97.4 304,388,583 97.4 180,238 

墓 地 公 苑 35,506,000 35,507,889 100.0 35,438,491 99.8 69,398 

温 泉 事 業 39,606,000 37,268,424 94.1 37,268,424 94.1 0 

宅 地造成事 業 12,982,000 12,979,807 100.0 12,979,807 100.0 0 

工業団地造成事業 10,174,000 10,170,541 100.0 10,170,541 100.0 0 

湊 財 産 区 17,914,000 22,452,238 125.3 15,161,019 84.6 7,291,219 

合   計 23,366,954,000 23,651,294,900 101.2 23,179,799,998 99.2 471,494,902 
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（２） 会計別の繰入金、繰出金の状況

特 別 会 計 純 計 決 算 額          （単位：円）

区     分 歳入決算額 繰入金 
歳入差引 

決算額 
歳出決算額 繰出金 

歳出差引 

決算額 

歳入歳出 

差引残額 

国民健康保険 13,251,318,766 891,387,047 12,359,931,719 13,078,637,391 0 13,078,637,391 △718,705,672 

後期高齢者医療 1,051,790,375 268,429,690 783,360,685 1,049,478,309 0 1,049,478,309 △266,117,624 

介 護 保 険 8,925,238,039 1,193,782,303 7,731,455,736 8,636,277,433 0 8,636,277,433 △904,821,697 

簡易水道事業 304,568,821 230,000,000 74,568,821 304,388,583 0 304,388,583 △229,819,762 

墓 地 公 苑 35,507,889 0 35,507,889 35,438,491 0 35,438,491 69,398 

温 泉 事 業 37,268,424 22,431,355 14,837,069 37,268,424 0 37,268,424 △22,431,355 

宅地造成事業 12,979,807 0 12,979,807 12,979,807 0 12,979,807 0 

工業団地造成事業 10,170,541 0 10,170,541 10,170,541 0 10,170,541 0 

湊 財 産 区 22,452,238 0 22,452,238 15,161,019 0 15,161,019 7,291,219 

合   計 23,651,294,900 2,606,030,395 21,045,264,505 23,179,799,998 0 23,179,799,998 △2,134,535,493 

（注）繰入金は、一般会計からの繰入金である。繰出金は、一般会計への繰出金である。 
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（２） 会計別の繰入金、繰出金の状況

特 別 会 計 純 計 決 算 額          （単位：円）

区     分 歳入決算額 繰入金 
歳入差引 

決算額 
歳出決算額 繰出金 

歳出差引 

決算額 

歳入歳出 

差引残額 

国民健康保険 13,251,318,766 891,387,047 12,359,931,719 13,078,637,391 0 13,078,637,391 △718,705,672 

後期高齢者医療 1,051,790,375 268,429,690 783,360,685 1,049,478,309 0 1,049,478,309 △266,117,624 

介 護 保 険 8,925,238,039 1,193,782,303 7,731,455,736 8,636,277,433 0 8,636,277,433 △904,821,697 

簡易水道事業 304,568,821 230,000,000 74,568,821 304,388,583 0 304,388,583 △229,819,762 

墓 地 公 苑 35,507,889 0 35,507,889 35,438,491 0 35,438,491 69,398 

温 泉 事 業 37,268,424 22,431,355 14,837,069 37,268,424 0 37,268,424 △22,431,355 

宅地造成事業 12,979,807 0 12,979,807 12,979,807 0 12,979,807 0 

工業団地造成事業 10,170,541 0 10,170,541 10,170,541 0 10,170,541 0 

湊 財 産 区 22,452,238 0 22,452,238 15,161,019 0 15,161,019 7,291,219 

合   計 23,651,294,900 2,606,030,395 21,045,264,505 23,179,799,998 0 23,179,799,998 △2,134,535,493 

（注）繰入金は、一般会計からの繰入金である。繰出金は、一般会計への繰出金である。 

（３） 各会計別の決算状況

① 国民健康保険特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

  なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

国民健康保険 13,139,685,000 13,251,318,766 100.8 13,078,637,391 99.5 172,681,375 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                  （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

国民健康保険 11,506,281,000 11,622,948,741 101.0 11,488,558,824 99.8 134,389,917 

 予算額は、当初１１７億５,３０３万２千円、補正額１３億８,６６５万３千円の増で、予算総額１３１億

３,９６８万５千円である。 

 歳入決算額は１３２億５,１３１万８千円、歳出決算額は１３０億７,８６３万７千円で、歳入歳出差引残

額（形式収支）は１億７,２６８万１千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収

支額は３,８２９万１千円の黒字となっている。 

 前年度に比べると、歳入は１６億２,８３７万円（対前年度比１４.０％）、歳出は１５億９,００７万８千

円(対前年度比１３.８％)増加している。 
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ア 歳 入

歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 国民健康保険税  2,485,605,000 3,278,735,584 2,577,648,202 38,565,826 662,521,556 103.7 78.6 

2 国民健康保険料  42,000 579,800 42,000 391,700 146,100 100.0 7.2 

3 国 庫 支 出 金  2,370,051,000 2,365,554,363 2,365,554,363 0 0 99.8 100.0 

4 療養給付費交付金  449,746,000 449,746,995 449,746,995 0 0 100.0 100.0 

5 前期高齢者交付金  3,703,881,000 3,703,881,386 3,703,881,386 0 0 100.0 100.0 

6 県 支 出 金  532,565,000 528,160,698 528,160,698 0 0 99.2 100.0 

7 共同事業交付金  2,548,300,000 2,575,400,219 2,575,400,219 0 0 101.1 100.0 

8 財 産 収 入  342,000 348,129 348,129 0 0 101.8 100.0 

9 繰 入 金  904,870,000 891,387,047 891,387,047 0 0 98.5 100.0 

10 繰 越 金  134,389,000 134,389,917 134,389,917 0 0 100.0 100.0 

11 諸 収 入  9,894,000 24,841,087 24,759,810 0 81,277 250.3 99.7 

合   計 13,139,685,000 13,953,025,225 13,251,318,766 38,957,526 662,748,933 100.8 95.0 

  歳入款別の構成は、次のとおりである。 

前期高齢者

交付金

28.0% 

国民健康

保険税・料

19.5%

療養給付

費交付金

3.4%

国 庫

支出金

共同事業

交付金

19.4% 

17.9% 

繰入金6.7%

歳入款別

構成比

その他(県支出金、財産収入、
繰越金、諸収入) 5.1％

  歳入の主なものは、前期高齢者交付金が３７億３８８万１千円、国民健康保険税・料が２５億７,７６４

万８千円及び、共同事業交付金が２５億７,５４０万円で、歳入総額に占める割合は６６.９％である。 
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ア 歳 入

歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 国民健康保険税  2,485,605,000 3,278,735,584 2,577,648,202 38,565,826 662,521,556 103.7 78.6 

2 国民健康保険料  42,000 579,800 42,000 391,700 146,100 100.0 7.2 

3 国 庫 支 出 金  2,370,051,000 2,365,554,363 2,365,554,363 0 0 99.8 100.0 

4 療養給付費交付金  449,746,000 449,746,995 449,746,995 0 0 100.0 100.0 

5 前期高齢者交付金  3,703,881,000 3,703,881,386 3,703,881,386 0 0 100.0 100.0 

6 県 支 出 金  532,565,000 528,160,698 528,160,698 0 0 99.2 100.0 

7 共同事業交付金  2,548,300,000 2,575,400,219 2,575,400,219 0 0 101.1 100.0 

8 財 産 収 入  342,000 348,129 348,129 0 0 101.8 100.0 

9 繰 入 金  904,870,000 891,387,047 891,387,047 0 0 98.5 100.0 

10 繰 越 金  134,389,000 134,389,917 134,389,917 0 0 100.0 100.0 

11 諸 収 入  9,894,000 24,841,087 24,759,810 0 81,277 250.3 99.7 

合   計 13,139,685,000 13,953,025,225 13,251,318,766 38,957,526 662,748,933 100.8 95.0 

  歳入款別の構成は、次のとおりである。 

前期高齢者

交付金

28.0% 

国民健康

保険税・料

19.5%

療養給付

費交付金

3.4%

国 庫

支出金

共同事業

交付金

19.4% 

17.9% 

繰入金6.7%

歳入款別

構成比

その他(県支出金、財産収入、
繰越金、諸収入) 5.1％

  歳入の主なものは、前期高齢者交付金が３７億３８８万１千円、国民健康保険税・料が２５億７,７６４

万８千円及び、共同事業交付金が２５億７,５４０万円で、歳入総額に占める割合は６６.９％である。 

以下、各款別に説明を加える。 

第１款 国民健康保険税 （構成比 １９．５％）

  予算現額２４億８，５６０万５千円に対して、調定額３２億７，８７３万５千円、収入済額２５億７,

７６４万８千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて８,３７２万１千円（対前年度比３.１％）減少している。 

  一般被保険者及び退職被保険者等国民健康保険税の現年課税分及び滞納繰越分の状況は、次のとおりで 

ある。なお一般被保険者及び退職被保険者等国民健康保険税には、医療給付費分と後期高齢者支援金分と 

介護納付金分がある。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年課税分 2,355,655,000 2,522,922,500 2,398,768,657 6,500 124,147,343 95.1 

滞納繰越分 129,950,000 755,813,084 178,879,545 38,559,326 538,374,213 23.7

合 計 2,485,605,000 3,278,735,584 2,577,648,202 38,565,826 662,521,556 78.6 

  国民健康保険税の収入率については、現年度課税分が９５.１％、滞納繰越分が２３.７％で、全体でも

７８.６％となり、前年度と比べて１.８ポイント上昇している。 

  また、前年度に比べて現年課税分は０.５ポイント、滞納繰越分は５.０ポイント上昇している。 

  不納欠損額は３,８５６万５千円で、前年度に比べて１９７万６千円（対前年度比５.４％）増加してい

る。 

  その内訳は、滞納処分の執行停止が３年間継続したことによるもの２,０２２万２千円（８６件）、即時 

消滅によるもの２９５万６千円（５件）、５年時効の完成によるもの１,５３８万６千円（７９件）となっ

ている。 

不納欠損処分の理由別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・件） 

区分 

税別 

地方税法第１５条の７ 

第４項の規定による 

もの(３年後消滅)

地方税法第１５条の 

７第５項の規定による 

もの(即時消滅) 

地方税法第１８条第１ 

項の規定によるもの 

(５年時効) 

合   計 

件数 金   額 件数 金   額 件数 金   額 件数 金   額 

国民健康保険税 86 20,222,678 5 2,956,700 79 15,386,448 170 38,565,826 

  滞納処分の執行停止の主な理由別内訳は、次表のとおりである。 

                                        （単位：円・件） 

区分 

税別 

地方税法第１５条の７ 

第１項第１号の規定に 

よるもの（無財産）

地方税法第１５条の７ 

第１項第２号の規定に 

よるもの（生活困窮） 

地方税法第１５条の７

第１項第３号の規定に 

よるもの（所在不明） 

合   計 

件数 金   額 件数 金   額 件数 金   額 件数 金   額 

国民健康保険税 47 22,948,771 15 2,046,187 16 2,009,167 78 27,004,125 

収入未済額は６億６,２５２万１千円で、前年度に比べて1億５９４万円（対前年度比１３.８％）減少

している。 

  これは、一般被保険者分が1億２００万７千円（対前年度比１３.７％）、退職被保険者分が３９４万 
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２千円（対前年度比１５.９％）減少したことによる。 

景気回復基調がしりすぼみの中、破産及び競売事件は依然として多いが、滞納整理により的確に執行停 

止を行っていると考えられる。税負担の公平性を期する点からも、尚一層の税に対する意識の高揚を図ら 

れ、収納率の向上に努められるよう望むものである。 

第２款 国民健康保険料 （構成比 ０.０％）

  予算現額４万２千円に対して、調定額５７万円９千円、収入済額４万２千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２万８千円（対前年度比４０.５%）減少している。 

  滞納繰越分（一般被保険者、退職被保険者）の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

滞納繰越分 42,000 579,800 42,000 391,700 146,100 7.2 

合 計 42,000 579,800 42,000 391,700 146,100 7.2 

※ 一般被保険者は、医療給付費分と介護納付金分がある。 

  収入率は７.２％で、前年度に比べて３.７ポイント低下している。 

  不納欠損額は、３９万１千円（皆増）増加している。 

第３款 国庫支出金 （構成比 １７.９％）

  予算現額２３億７，００５万１千円に対して、調定額、収入済額ともに２３億６，５５５万４千円であ

る。 

収入済額は、前年度に比べて１億８，１８１万２千円（対前年度比７．１％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

療 養 給 付 費 等 負 担 金 

高額医療費共同事業負担金 

特 定 健 康 診 査 等 負 担 金 

国 庫 補 助 金 調 整 交 付 金 

１,７１１,０７５,６６５ 

５７,１２４,６９８ 

１９,２３９,０００ 

５７８,１１５,０００ 

  国庫補助金調整交付金の普通調整及び特別調整の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

普通調整 493,617,000 493,617,000 493,617,000 0 0 100.0 

特別調整 84,498,000 84,498,000 84,498,000 0 0 100.0 

合 計 578,115,000 578,115,000 578,115,000 0 0 100.0 

第４款 療養給付費交付金 （構成比 ５.９％）

  予算現額４億４,９７４万６千円に対して、調定額、収入済額ともに４億４,９７４万６千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２億２,９５９万５千円（対前年度比３３.８％）減少している。 
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２千円（対前年度比１５.９％）減少したことによる。 

景気回復基調がしりすぼみの中、破産及び競売事件は依然として多いが、滞納整理により的確に執行停 

止を行っていると考えられる。税負担の公平性を期する点からも、尚一層の税に対する意識の高揚を図ら 

れ、収納率の向上に努められるよう望むものである。 

第２款 国民健康保険料 （構成比 ０.０％）

  予算現額４万２千円に対して、調定額５７万円９千円、収入済額４万２千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２万８千円（対前年度比４０.５%）減少している。 

  滞納繰越分（一般被保険者、退職被保険者）の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

滞納繰越分 42,000 579,800 42,000 391,700 146,100 7.2 

合 計 42,000 579,800 42,000 391,700 146,100 7.2 

※ 一般被保険者は、医療給付費分と介護納付金分がある。 

  収入率は７.２％で、前年度に比べて３.７ポイント低下している。 

  不納欠損額は、３９万１千円（皆増）増加している。 

第３款 国庫支出金 （構成比 １７.９％）

  予算現額２３億７，００５万１千円に対して、調定額、収入済額ともに２３億６，５５５万４千円であ

る。 

収入済額は、前年度に比べて１億８，１８１万２千円（対前年度比７．１％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

療 養 給 付 費 等 負 担 金 

高額医療費共同事業負担金 

特 定 健 康 診 査 等 負 担 金 

国 庫 補 助 金 調 整 交 付 金 

１,７１１,０７５,６６５ 

５７,１２４,６９８ 

１９,２３９,０００ 

５７８,１１５,０００ 

  国庫補助金調整交付金の普通調整及び特別調整の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

普通調整 493,617,000 493,617,000 493,617,000 0 0 100.0 

特別調整 84,498,000 84,498,000 84,498,000 0 0 100.0 

合 計 578,115,000 578,115,000 578,115,000 0 0 100.0 

第４款 療養給付費交付金 （構成比 ５.９％）

  予算現額４億４,９７４万６千円に対して、調定額、収入済額ともに４億４,９７４万６千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２億２,９５９万５千円（対前年度比３３.８％）減少している。 

現年度分及び過年度分の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年度分 440,000,000 440,000,000 440,000,000 0 0 100.0 

過年度分 9,746,000 9,746,995 9,746,995 0 0 100.0 

合 計 449,746,995 449,746,995 449,746,995 0 0 100.0 

第５款 前期高齢者交付金 （構成比 ２８.０％）

  予算現額３７億３８８万１千円に対して、調定額、収入済額ともに３７億３８８万１千円である。 

収入済額は、前年度に比べて５億３,８８８万９千円（対前年度比１７.０％）増加している。 

現年度分の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年度分 3,703,881,000 3,703,881,386 3,703,881,386 0 0 100.0 

合 計 3,703,881,000 3,703,881,386 3,703,881,386 0 0 100.0 

第６款 県支出金 （構成比 ４.０％）

 予算現額５億３,２５６万５千円に対して、調定額、収入済額とも５億２,８１６万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて３,６２５万１千円（対前年度比６.４％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

高額医療費共同事業負担金 

特 定 健 康 診 査 等 負 担 金 

県 補 助 金 調 整 交 付 金 

５７,１２４,６９８ 

１９,３３１,０００ 

４５１,７０５,０００ 

第７款 共同事業交付金 （構成比 １９.４％）

  予算現額２５億４,８３０万円に対し、調定額、収入済額とも２５億７,５４０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１３億１,２３０万円６千円（対前年度比１０３.９％）増加している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

高額医療費共同事業交付金 

保険財政共同安定化事業交付金 

２４８,３６７,６５１ 

２,３２７,０３２,５６８ 

第８款 財産収入 （構成比 ０.０％）

  予算現額３４万２千円に対して、調定額、収入済額ともに３４万８千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１８７円（対前年度比０.１％）減少している。 

この収入済額は、国民健康保険財政調整基金利子である。 
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第９款 繰入金 （構成比 ６.７％）

  予算現額９億４８７万円に対して、調定額、収入済額ともに８億９,１３８万７千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２億３,５５４万７千円（対前年度比３５.９％）増加している。 

この収入済額は一般会計繰入金で、内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 

職 員 給 与 等 繰 入 金 

出 産 育 児 一 時 金 繰 入 金 

財政安定化支援事業繰入金 

５５６,４８７,４４０ 

１６６,９２９,９４１ 

１７,０５８,６６６ 

１５０,２９７,０００ 

第１０款 繰越金 （構成比 １.０％）

  予算現額１億３,４３８万９千円に対して、調定額、収入済額ともに１億３,４３８万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて７，６６５万円（対前年度比１３２.８％）増加している。 

この収入済額は、前年度繰越金である。 

第１１款 諸収入 （構成比 ０.２％）

  予算現額９８９万４千円に対して、調定額２，４８４万１千円、収入済額２,４７５万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて３６１万４千円（対前年度比１２.７％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

延滞金、加算金及び過料 

雑 入 

５,０５４,７７７ 

１９,７０５,０３３ 

※ 延滞金、加算金及び過料には、一般被保険者と退職被保険者 

 等の国民健康保険税延滞金がある。 

     ※ 雑入には、一般被保険者の第三者納付金と返納金、退職被保 

険者返納金、雑入がある。 
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第９款 繰入金 （構成比 ６.７％）

  予算現額９億４８７万円に対して、調定額、収入済額ともに８億９,１３８万７千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２億３,５５４万７千円（対前年度比３５.９％）増加している。 

この収入済額は一般会計繰入金で、内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 

職 員 給 与 等 繰 入 金 

出 産 育 児 一 時 金 繰 入 金 

財政安定化支援事業繰入金 

５５６,４８７,４４０ 

１６６,９２９,９４１ 

１７,０５８,６６６ 

１５０,２９７,０００ 

第１０款 繰越金 （構成比 １.０％）

  予算現額１億３,４３８万９千円に対して、調定額、収入済額ともに１億３,４３８万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて７，６６５万円（対前年度比１３２.８％）増加している。 

この収入済額は、前年度繰越金である。 

第１１款 諸収入 （構成比 ０.２％）

  予算現額９８９万４千円に対して、調定額２，４８４万１千円、収入済額２,４７５万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて３６１万４千円（対前年度比１２.７％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

延滞金、加算金及び過料 

雑 入 

５,０５４,７７７ 

１９,７０５,０３３ 

※ 延滞金、加算金及び過料には、一般被保険者と退職被保険者 

 等の国民健康保険税延滞金がある。 

     ※ 雑入には、一般被保険者の第三者納付金と返納金、退職被保 

険者返納金、雑入がある。 

イ 歳 出

  歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 総 務 費  166,270,000 162,449,112 97.7 0 3,820,888 

2 保 険 給 付 費  8,202,824,000 8,192,401,495 99.9 0 10,422,505

3 後期高齢者支援金等  1,359,133,000 1,359,131,748 99.9 0 1,252 

4 前期高齢者納付金等  956,000 955,519 99.9 0 481 

5 老人保健拠出金  58,000 47,052 81.1 0 10,948 

6 介 護 納 付 金  487,255,000 487,254,867 99.9 0 133 

7 共同事業拠出金  2,621,621,000 2,591,498,357 98.9 0 30,122,643 

8 保 健 事 業 費  113,646,000 107,397,233 94.5 0 6,248,767 

9 基 金 積 立 金  60,342,000 60,341,129 99.9 0 871 

11 諸 支 出 金  126,580,000 117,160,879 92.6 0 9,419,121 

12 予 備 費  1,000,000 0 0.0 0 1,000,000 

合   計 13,139,685,000 13,078,637,391 99.5 0 61,047,609 

  歳出款別の構成は、次のとおりである。 

保 険

給付費

62.6% 

後期高齢者

支援金等

10.4%

共同事業

拠出金

19.8%

諸支出金 0.9%

歳出款別

構成比

介護納付金 3.7%

総務費 1.2% その他(保健事業費、前期高齢者納付金等、
基金積立金、老人保健拠出金)  1.4%

  歳出の主なものは、保険給付費が８１億９,２４０万１千円、共同事業拠出金が２５億９,１４９万８千   

円及び後期高齢者支援金等が１３億５,９１３万１千円で、歳出総額に占める割合は９２.８％である。 
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以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 １.２％）

  予算現額１億６,６２７万円に対して、支出済額１億６,２４４万９千円で、執行率は９７.７％である。

  支出済額は、前年度に比べて６７０万７千円（対前年度比４.３％）増加している。 

  支出済額の主なものは、人件費、住民記録情報システム電算処理業務委託料及び国保共同電算処理業務 

委託料である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総務管理費 85,067,000 82,894,790 97.4 0 2,172,210 

徴 収 費 80,959,000 79,446,328 98.1 0 1,512,672 

運営協議会費 244,000 107,994 44.3 0 136,006 

合  計 166,270,000 162,449,112 97.7 0 3,820,888 

第２款 保険給付費 （構成比 ６２.６％）

  予算現額８２億２８２万４千円に対して、支出済額８１億９,２４０万１千円で、執行率は９９.９％ 

 である。 

  支出済額は、前年度に比べて３億６,７２２万５千円（対前年度比４.７％）増加している。 

  支出済額の主なものは、療養給付費負担金、高額療養費負担金、療養費負担金、出産育児一時金負担 

金、審査支払手数料及び葬祭費負担金である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

療 養 諸 費 7,154,966,000 7,148,915,269 99.9 0 6,050,731 

高額療養費 1,013,922,000 1,010,348,226 99.6 0 3,573,774 

移 送 費 20,000 0 0.0 0 20,000 

出産育児諸費 26,366,000 25,588,000 97.0 0 778,000 

葬 祭 諸 費 7,550,000 7,550,000 １00.0 0 0 

合  計 8,202,824,000 8,192,401,495 99.9 0 10,422,505 

  ※ 療養諸費、高額療養費、移送費には、一般被保険者と退職被保険者等がある。 

第３款 後期高齢者支援金等 （構成比 １０.４％）

  予算現額１３億５,９１３万３千円に対して、支出済額１３億５,９１３万１千円で、執行率は９９.９ 

 ％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１,８３１万円（対前年度比１.３％）減少している。 

  支出済額は、後期高齢者支援金及び事務費拠出金である。 
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以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 １.２％）

  予算現額１億６,６２７万円に対して、支出済額１億６,２４４万９千円で、執行率は９７.７％である。

  支出済額は、前年度に比べて６７０万７千円（対前年度比４.３％）増加している。 

  支出済額の主なものは、人件費、住民記録情報システム電算処理業務委託料及び国保共同電算処理業務 

委託料である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総務管理費 85,067,000 82,894,790 97.4 0 2,172,210 

徴 収 費 80,959,000 79,446,328 98.1 0 1,512,672 

運営協議会費 244,000 107,994 44.3 0 136,006 

合  計 166,270,000 162,449,112 97.7 0 3,820,888 

第２款 保険給付費 （構成比 ６２.６％）

  予算現額８２億２８２万４千円に対して、支出済額８１億９,２４０万１千円で、執行率は９９.９％ 

 である。 

  支出済額は、前年度に比べて３億６,７２２万５千円（対前年度比４.７％）増加している。 

  支出済額の主なものは、療養給付費負担金、高額療養費負担金、療養費負担金、出産育児一時金負担 

金、審査支払手数料及び葬祭費負担金である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

療 養 諸 費 7,154,966,000 7,148,915,269 99.9 0 6,050,731 

高額療養費 1,013,922,000 1,010,348,226 99.6 0 3,573,774 

移 送 費 20,000 0 0.0 0 20,000 

出産育児諸費 26,366,000 25,588,000 97.0 0 778,000 

葬 祭 諸 費 7,550,000 7,550,000 １00.0 0 0 

合  計 8,202,824,000 8,192,401,495 99.9 0 10,422,505 

  ※ 療養諸費、高額療養費、移送費には、一般被保険者と退職被保険者等がある。 

第３款 後期高齢者支援金等 （構成比 １０.４％）

  予算現額１３億５,９１３万３千円に対して、支出済額１３億５,９１３万１千円で、執行率は９９.９ 

 ％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１,８３１万円（対前年度比１.３％）減少している。 

  支出済額は、後期高齢者支援金及び事務費拠出金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

支 援 金 1,359,044,000 1,359,043,580 99.9 0 420

事務費拠出金 89,000 88,168 99.1 0 832 

合  計 1,359,133,000 1,359,131,748 99.9 0 1,252 

第４款 前期高齢者納付金等 （構成比 ０.０％）

  予算現額９５万６千円に対して、支出済額９５万５千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１４万３千円（対前年度比１３.１％）減少している。 

  支出済額は、前期高齢者納付金及び事務費拠出金である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

納 付 金 等 865,000 864,832 99.9 0 168 

事務費拠出金 91,000 90,687 99.7 0 313 

合  計 956,000 955,519 99.9 0 481 

第５款 老人保健拠出金 （構成比 ０.０％）

  予算現額５万８千円に対して、支出済額４万７千円で、執行率は８１.１％である。 

  支出済額は、前年度と同額である。 

  支出済額は、事務費拠出金である。 

第６款 介護納付金 （構成比 ３.７％）

  予算現額４億８,７２５万５千円に対して、支出済額４億８,７２５万４千円で、執行率９９.９％である。

  支出済額は、前年度に比べて８,８４４万２千円（対前年度比１５.４％）減少している。 

  支出済額は、介護給付費納付金である。

第７款 共同事業拠出金 （構成比 １９.８％）

  予算現額２６億２,１６２万１千円に対して、支出済額２５億９,１４９万８千円で、執行率は９８.９ 

％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１３億８,０５９万８千円（対前年度比１１４.０％）増加している。 
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内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

高 額 医 療 費 

拠 出 金 
229,499,000 228,498,793 99.6 0 1,000,207 

保 険 財 政 共 同 

安 定 化 事 業 拠 出 金
2,392,110,000 2,362,996,341 98.8 0 29,113,659 

高額医療費共同事業

事 務 費 拠 出 金 
1,000 0 0.0 0 1,000 

保 険 財 政 共 同 安 定 化

事業事務費拠出金
1,000 0 0.0 0 1,000 

そ の 他 共 同 事 業 

事 務 費 拠 出 金 
10,000 3,223 32.2 0 6,777 

合  計 2,621,621,000 2,591,498,357 98.9 0 30,122,643 

第８款 保健事業費 （構成比 ０.９％）

  予算現額１億１,３６４万６千円に対して、支出済額１億７３９万７千円で、執行率は９４.５％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３００万２千円（対前年度比２.９％）増加している。 

  支出済額の主なものは、特定健康診査事業等委託料及び国保人間ドック業務委託料である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

特定健康診査等事業費 68,971,000 64,916,525 94.1 0 4,054,475 

保 健 普 及 費 50,000 0 0.0 0 50,000 

受 診 指 導 費 2,145,000 1,719,597 80.2 0 425,403 

疾 病 予 防 費 42,480,000 40,761,111 96.0 0 1,718,889 

合  計 113,646,000 107,397,233 94.5 0 6,248,767 

第９款 基金積立金 （構成比 ０.５％）

  予算現額６,０３４万２千円に対して、支出済額６,０３４万１千円で、執行率は１００.０％である。 

  支出済額は、前年度に比べて５,９９９万２千円（対前年度比１７,２２３.７％）増加している。 

  支出済額は、財政調整基金積立金である。 

第１１款 諸支出金 （構成比 ０.９％）

  予算現額１億２,６５８万円に対して、支出済額１億１,７１６万円で、執行率は９２.６％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１億２,０５５万２千円（対前年度比５０.７％）減少している。 

  支出済額の主なものは、国庫金返還金、直営診療施設繰出金及び一般被保険者国民健康保険税過誤 

納還付金である。 
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内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

高 額 医 療 費 

拠 出 金 
229,499,000 228,498,793 99.6 0 1,000,207 

保 険 財 政 共 同 

安 定 化 事 業 拠 出 金
2,392,110,000 2,362,996,341 98.8 0 29,113,659 

高額医療費共同事業

事 務 費 拠 出 金 
1,000 0 0.0 0 1,000 

保 険 財 政 共 同 安 定 化

事業事務費拠出金
1,000 0 0.0 0 1,000 

そ の 他 共 同 事 業 

事 務 費 拠 出 金 
10,000 3,223 32.2 0 6,777 

合  計 2,621,621,000 2,591,498,357 98.9 0 30,122,643 

第８款 保健事業費 （構成比 ０.９％）

  予算現額１億１,３６４万６千円に対して、支出済額１億７３９万７千円で、執行率は９４.５％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３００万２千円（対前年度比２.９％）増加している。 

  支出済額の主なものは、特定健康診査事業等委託料及び国保人間ドック業務委託料である。 

  内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

特定健康診査等事業費 68,971,000 64,916,525 94.1 0 4,054,475 

保 健 普 及 費 50,000 0 0.0 0 50,000 

受 診 指 導 費 2,145,000 1,719,597 80.2 0 425,403 

疾 病 予 防 費 42,480,000 40,761,111 96.0 0 1,718,889 

合  計 113,646,000 107,397,233 94.5 0 6,248,767 

第９款 基金積立金 （構成比 ０.５％）

  予算現額６,０３４万２千円に対して、支出済額６,０３４万１千円で、執行率は１００.０％である。 

  支出済額は、前年度に比べて５,９９９万２千円（対前年度比１７,２２３.７％）増加している。 

  支出済額は、財政調整基金積立金である。 

第１１款 諸支出金 （構成比 ０.９％）

  予算現額１億２,６５８万円に対して、支出済額１億１,７１６万円で、執行率は９２.６％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１億２,０５５万２千円（対前年度比５０.７％）減少している。 

  支出済額の主なものは、国庫金返還金、直営診療施設繰出金及び一般被保険者国民健康保険税過誤 

納還付金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

償 還 金 及 び 

還 付 加 算 金 
111,937,000 107,759,879 96.3 0 4,177,121 

繰 出 金 14,643,000 9,401,000 64.2 0 5,242,000 

合  計 126,580,000 117,160,879 92.6 0 9,419,121 

  ※ 償還金及び還付加算金には、一般被保険者と退職被保険者等の保険税還付金及び、国庫金返還金が

ある。 

繰出金は、直営診療施設繰出金である。 

第１２款 予備費 （構成比 ０.０％）

  予算現額１００万円は、全額不用額である。 

② 後期高齢者医療特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

後期高齢者医療 1,061,516,000 1,051,790,375 99.1 1,049,478,309 98.9 2,312,066 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                   （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

後期高齢者医療 1,063,633,000 1,056,378,897 99.3 1,053,898,387 99.1 2,480,510 

  予算額は、当初１０億４,９１３万円、補正額１,２３８万６千円の増で、予算総額１０億６,１５１万６

千円である。 

  歳入決算額は１０億５,１７９万円、歳出決算額は１０億４,９４７万８千円で、歳入歳出差引残額 

（形式収支）は２３１万２千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支額は１

６万８千円の赤字となっている。 

  前年度に比べると、歳入は４５８万８千円（対前年度比０.４％）、歳出は４４２万円(対前年度比０.４％)

減少している。 
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ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 保 険 料  784,936,000 783,233,507 779,086,129 284,709 3,862,669 99.3 99.5 

2 使用料及び手数料  5,000 0 0 0 0 0.0 0.0 

3 繰 入 金  271,829,000 268,429,690 268,429,690 0 0 98.7 100.0 

4 繰 越 金  2,481,000 2,480,510 2,480,510 0 0 99.9 100.0 

5 諸 収 入  2,265,000 1,794,046 1,794,046 0 0 79.2 100.0 

合   計 1,061,516,000 1,055,937,753 1,051,790,375 284,709 3,862,669 99.1 99.6 

  歳入の主なものは、保険料が７億７,９０８万６千円で、歳入総額に占める割合は７４.１％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 保険料 （構成比 ７４.１％）

予算現額７億８,４９３万６千円に対して、調定額７億８,３２３万３千円、収入済額７億７,９０８万

６千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,５６０万２千円（対前年度比２.０％）減少している。 

  後期高齢者医療保険料には、特別徴収保険料と普通徴収保険料があり、内訳は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

特別徴収 505,671,000 504,338,387 504,338,387 0 0 100.0 

普通徴収 279,265,000 278,895,120 274,747,742 284,709 3,862,669 98.5 

合 計 784,936,000 783,233,507 779,086,129 284,709 3,862,669 99.5 

   後期高齢者医療保険料の収入率については、特別徴収分が１００.０％、普通徴収分が９８.５％で、全 

体でも９９.５％となり、前年度と比べて０.１ポイント上昇している。 

また、前年度の収入率と比べて特別徴収分は変動なし、普通徴収分は０.１ポイント上昇している。 

  不納欠損額は２８万４千円となっている。 

  収入未済額は普通徴収分の３８６万２千円で、前年度に比べて７１万円（対前年度比１５.５％）減少 

している。 

第２款 使用料及び手数料 （構成比 ０.０％）

予算現額５千円に対して、調定額、収入済額ともに０円である。 
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ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 保 険 料  784,936,000 783,233,507 779,086,129 284,709 3,862,669 99.3 99.5 

2 使用料及び手数料  5,000 0 0 0 0 0.0 0.0 

3 繰 入 金  271,829,000 268,429,690 268,429,690 0 0 98.7 100.0 

4 繰 越 金  2,481,000 2,480,510 2,480,510 0 0 99.9 100.0 

5 諸 収 入  2,265,000 1,794,046 1,794,046 0 0 79.2 100.0 

合   計 1,061,516,000 1,055,937,753 1,051,790,375 284,709 3,862,669 99.1 99.6 

  歳入の主なものは、保険料が７億７,９０８万６千円で、歳入総額に占める割合は７４.１％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 保険料 （構成比 ７４.１％）

予算現額７億８,４９３万６千円に対して、調定額７億８,３２３万３千円、収入済額７億７,９０８万

６千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,５６０万２千円（対前年度比２.０％）減少している。 

  後期高齢者医療保険料には、特別徴収保険料と普通徴収保険料があり、内訳は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

特別徴収 505,671,000 504,338,387 504,338,387 0 0 100.0 

普通徴収 279,265,000 278,895,120 274,747,742 284,709 3,862,669 98.5 

合 計 784,936,000 783,233,507 779,086,129 284,709 3,862,669 99.5 

   後期高齢者医療保険料の収入率については、特別徴収分が１００.０％、普通徴収分が９８.５％で、全 

体でも９９.５％となり、前年度と比べて０.１ポイント上昇している。 

また、前年度の収入率と比べて特別徴収分は変動なし、普通徴収分は０.１ポイント上昇している。 

  不納欠損額は２８万４千円となっている。 

  収入未済額は普通徴収分の３８６万２千円で、前年度に比べて７１万円（対前年度比１５.５％）減少 

している。 

第２款 使用料及び手数料 （構成比 ０.０％）

予算現額５千円に対して、調定額、収入済額ともに０円である。 

第３款 繰入金 （構成比 ２５.５％）

予算現額２億７,１８２万９千円に対して、調定額、収入済額ともに２億６,８４２万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,０１７万９千円（対前年度比３.９％）増加している。 

収入済額は、一般会計繰入金の事務費繰入金及び保険基盤安定繰入金である。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

事 務 費 繰 入 金 

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 

４７,２３９,１３８ 

２２１,１９０,５５２ 

第４款 繰越金 （構成比 ０.２％）

予算現額２４８万１千円に対して、調定額、収入済額ともに２４８万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２７万３千円（対前年度比９.９％）減少している。 

収入済額は、前年度繰越金である。 

第５款 諸収入 （構成比 ０.２％）

予算現額２２６万５千円に対して、調定額、収入済額ともに１７９万４千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１１０万７千円（対前年度比１６１.４％）増加している。 

収入済額は、過年度保険料還付金及び還付加算金である。 

イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 総 務 費 11,146,000 10,283,138 92.3 0 862,862 

2 広域連合納付金 1,048,160,000 1,037,401,125 99.0 0 10,758,875 

3 諸 支 出 金 2,210,000 1,794,046 81.2 0 415,954 

合   計 1,061,516,000 1,049,478,309 98.9 0 12,037,691 

  歳出の主なものは、広域連合納付金が１０億３７４万１千円で、歳出総額に占める割合は９８.８％であ 

る。 

    以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 １.０％）

  予算現額１,１１４万６千円に対して、支出済額１,０２８万３千円で、執行率は９２.３％である。 

  支出済額は、前年度に比べて４万１千円（対前年度比０.４％）増加している。 

  支出済額の主なものは、住民記録情報システム電算処理業務委託料である。 
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第２款 広域連合納付金 （構成比 ９８.８％）

  予算現額１０億４,８１６万円に対して、支出済額１０億３,７４０万１千円で、執行率は９９.０％で 

ある。 

  支出済額は、前年度に比べて５５６万９千円（対前年度比０.５％）減少している。 

  支出済額の主なものは、保険料等負担金である。 

第３款 諸支出金 （構成比 ０.２％）

  予算現額２２１万円に対して、支出済額１７９万４千円で、執行率は８１.２％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１１０万７千円（対前年度比１６１.４％）増加している。 

  支出済額の主なものは、被保険者の過誤納還付金である。 

③ 介護保険特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

介 護 保 険 8,737,021,000 8,925,238,039 102.2 8,636,277,433 98.8 288,960,606 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

介 護 保 険 8,779,945,000 8,725,431,985 99.4 8,618,596,032 98.2 106,835,953

  予算額は、当初８８億８,３３２万６千円、補正額１億８,４５１万１千円の減、継続費及び繰越事業費

繰越財源充当額３,８２０万６千円の増で、予算総額８７億３,７０２万１千円である。 

  歳入決算額は８９億２,５２３万８千円、歳出決算額は８６億３,６２７万７千円で、歳入歳出差引残額 

（形式収支）は２億８,８９６万円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支 

額は1億８,２１２万４千円の黒字となっている。 

  前年度に比べると、歳入は１億９,９８０万６千円（対前年度比２.３％）、歳出は１,７６８万１千 

 円(対前年度比０.２％)増加している。 
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第２款 広域連合納付金 （構成比 ９８.８％）

  予算現額１０億４,８１６万円に対して、支出済額１０億３,７４０万１千円で、執行率は９９.０％で 

ある。 

  支出済額は、前年度に比べて５５６万９千円（対前年度比０.５％）減少している。 

  支出済額の主なものは、保険料等負担金である。 

第３款 諸支出金 （構成比 ０.２％）

  予算現額２２１万円に対して、支出済額１７９万４千円で、執行率は８１.２％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１１０万７千円（対前年度比１６１.４％）増加している。 

  支出済額の主なものは、被保険者の過誤納還付金である。 

③ 介護保険特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

介 護 保 険 8,737,021,000 8,925,238,039 102.2 8,636,277,433 98.8 288,960,606 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

介 護 保 険 8,779,945,000 8,725,431,985 99.4 8,618,596,032 98.2 106,835,953

  予算額は、当初８８億８,３３２万６千円、補正額１億８,４５１万１千円の減、継続費及び繰越事業費

繰越財源充当額３,８２０万６千円の増で、予算総額８７億３,７０２万１千円である。 

  歳入決算額は８９億２,５２３万８千円、歳出決算額は８６億３,６２７万７千円で、歳入歳出差引残額 

（形式収支）は２億８,８９６万円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支 

額は1億８,２１２万４千円の黒字となっている。 

  前年度に比べると、歳入は１億９,９８０万６千円（対前年度比２.３％）、歳出は１,７６８万１千 

 円(対前年度比０.２％)増加している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

種   別 予 算 現 額 調  定  額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 保 険 料  2,010,260,000 2,238,752,900 2,192,024,465 3,669,263 43,059,172 109.0 97.9 

2 使用料及び手数料  10,000 0 0 0 0 0.0 0.0 

3 国 庫 支 出 金  1,853,691,000 1,840,030,473 1,840,030,473 0 0 99.3 100.0 

4 支払基金交付金  2,293,015,000 2,307,325,000 2,307,325,000 0 0 100.6 100.0 

5 県 支 出 金  1,261,823,000 1,280,437,180 1,280,437,180 0 0 101.5 100.0 

6 財 産 収 入  97,000 90,506 90,506 0 0 93.3 100.0 

7 寄 附 金  1,000 0 0 0 0 0.0 0.0 

8 繰 入 金  1,209,024,000 1,193,782,303 1,193,782,303 0 0 98.7 100.0

9 繰 越 金  106,837,000 106,835,953 106,835,953 0 0 99.9 100.0 

10 諸 収 入  2,263,000 4,712,159 4,712,159 0 0 208.2 100.0 

合   計 8,737,021,000 8,971,966,474 8,925,238,039 3,669,263 43,059,172 102.2 99.5 

  歳入の主なものは、支払基金交付金が２３億7３２万５千円、保険料が２１億９,２０２万４千円及 

び国庫支出金が１８億４,００３万円で、歳入総額に占める割合は７１.０％である。 

 以下、各款別に説明を加える。 

第１款 保険料 （構成比 ２４.６％）

 予算現額２０億１,０２６万円に対して、調定額は２２億３,８７５万２千円、収入済額は２１億９,２

０２万４千円である。 

収入済額は前年度に比べて２億５,８２９万１千円（対前年度比１３.４％）増加している。 

現年度分及び滞納繰越分（第１号被保険者保険料）の状況は、次のとおりである。 

                                        （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現 年 度 分 2,006,260,000 2,202,532,936 2,185,488,834 0 17,044,102 99.2 

滞納繰越分 4,000,000 36,219,964 6,535,631 3,669,263 26,015,070 18.0 

合 計 2,010,260,000 2,238,752,900 2,192,024,465 3,669,263 43,059,172 97.9 

※ 第１号被保険者保険料は、６５歳以上の者に対する保険料である。 

 保険料の収入率については、現年度分が９９.２％、滞納繰越分が１８.０％で、全体でも９７.９％と 

なり、前年度と同率となっている。 
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  また、前年度に比べて現年度分は０.１ポイント低下しており、滞納繰越分は０.２ポイント上昇してい

る。 

  不納欠損額は３６６万９千円で、前年度に比べて１７３万５千円（対前年度比３２.１％）減少して 

おり、これは時効によるものである。 

  収入未済額は４,３０５万９千円で、前年度に比べて６９８万２千円（対前年度比１９.４％）増加し 

 ている。 

第２款 使用料及び手数料 （構成比 ０.０％）

予算現額１万円に対して、調定額、収入済額ともに０円である。 

第３款 国庫支出金 （構成比 ２０.６％）

予算現額１８億５,３６９万１千円に対して、調定額、収入済額ともに１８億４,００３万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて５６２万８千円（対前年度比０.３％）増加している。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 負 担 金 

調 整 交 付 金 

地域支援事業交付金 

事 業 費 補 助 金 

１,４９２,１６７,７４３ 

１８４,２６９,０００ 

６０,６５４,７３０ 

１０２,９３９,０００ 

第４款 支払基金交付金 （構成比 ２５.８％）

予算現額２２億９,３０１万５千円に対して、調定額、収入済額ともに２３億７３２万５千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２,３１８万１千円（対前年度比１.０％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 交 付 金 

地域支援事業支援交付金

２,３０２,１６３,０００ 

５,１６２,０００ 

第５款 県支出金 （構成比 １４.３％）

予算現額１２億６,１８２万３千円に対して、調定額、収入済額ともに１２億８,０４３万７千円である。

  収入済額は、前年度に比べて１億９３６万１千円（対前年度比７.９％）減少している。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 負 担 金 

地域支援事業交付金 

事 業 費 補 助 金 

１,２１１,８７２,６１５ 

３０,３５８,５６５ 

３８,２０６,０００ 

※ 介護給付費負担金は県負担金で、地域支援事業交付金及 

 び事業費補助金は県補助金である。
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  また、前年度に比べて現年度分は０.１ポイント低下しており、滞納繰越分は０.２ポイント上昇してい

る。 

  不納欠損額は３６６万９千円で、前年度に比べて１７３万５千円（対前年度比３２.１％）減少して 

おり、これは時効によるものである。 

  収入未済額は４,３０５万９千円で、前年度に比べて６９８万２千円（対前年度比１９.４％）増加し 

 ている。 

第２款 使用料及び手数料 （構成比 ０.０％）

予算現額１万円に対して、調定額、収入済額ともに０円である。 

第３款 国庫支出金 （構成比 ２０.６％）

予算現額１８億５,３６９万１千円に対して、調定額、収入済額ともに１８億４,００３万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて５６２万８千円（対前年度比０.３％）増加している。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 負 担 金 

調 整 交 付 金 

地域支援事業交付金 

事 業 費 補 助 金 

１,４９２,１６７,７４３ 

１８４,２６９,０００ 

６０,６５４,７３０ 

１０２,９３９,０００ 

第４款 支払基金交付金 （構成比 ２５.８％）

予算現額２２億９,３０１万５千円に対して、調定額、収入済額ともに２３億７３２万５千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２,３１８万１千円（対前年度比１.０％）減少している。 

  内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 交 付 金 

地域支援事業支援交付金

２,３０２,１６３,０００ 

５,１６２,０００ 

第５款 県支出金 （構成比 １４.３％）

予算現額１２億６,１８２万３千円に対して、調定額、収入済額ともに１２億８,０４３万７千円である。

  収入済額は、前年度に比べて１億９３６万１千円（対前年度比７.９％）減少している。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 負 担 金 

地域支援事業交付金 

事 業 費 補 助 金 

１,２１１,８７２,６１５ 

３０,３５８,５６５ 

３８,２０６,０００ 

※ 介護給付費負担金は県負担金で、地域支援事業交付金及 

 び事業費補助金は県補助金である。

第６款 財産収入 （構成比 ０.０％）

予算現額９万７千円に対して、調定額、収入済額ともに９万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて６万９千円（対前年度比３３２.８％）増加している。 

  収入済額は、介護給付費準備基金利子である。 

第７款 寄附金 （構成比 ０.０％）

予算現額１千円に対して、調定額、収入済額ともに０円である。 

第８款 繰入金 （構成比 １３.４％）

予算現額１２億９０２万４千円に対して、調定額、収入済額ともに１１億９,３７８万２千円である。 

収入済額は、前年度に比べて２,８０６万７千円（対前年度比２.４％）増加している。 

収入済額である一般会計繰入金には、介護給付費繰入金、地域支援事業繰入金、事務費等繰入金及び低

所得者保険料軽減繰入金がある。 

内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

介 護 給 付 費 繰 入 金 

地 域支援事 業繰入金 

事 務 費 等 繰 入 金 

低所得者保険料軽減繰入金 

１,０１０,２７４,５０９ 

２９,６８１,８７２ 

１４２,３１２,７０２ 

１１,５１３,２２０ 

※ 事務費等繰入金には、職員給与等繰入金と事務費繰入金 

がある。 

第９款 繰越金 （構成比 １.２％）

予算現額１億６８３万７千円に対して、調定額、収入済額ともに１億６８３万５千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて３,７０４万２千円（対前年度比５３.１％）増加している。 

  収入済額は、前年度の繰越金である。 

第１０款 諸収入 （構成比 ０.１％）

予算現額２２６万３千円に対して、調定額、収入済額ともに４７１万２千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて３２４万８千円（対前年度比２２２.０％）増加している。 

収入済額の雑入には、第三者納付金２１６万９千円と雑入２０万９千円がある。 
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イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 総 務 費 288,587,000 282,930,147 98.0 0 5,656,853 

2 保 険 給 付 費 8,165,359,000 8,084,850,291 99.0 0 80,508,709 

3 財政安定化基金拠出金 1,000 0 0.0 0 1,000 

4 地 域 支 援 事 業 費 172,665,000 158,170,721 91.6 0 14,494,279 

5 基 金 積 立 金 29,994,000 29,986,673 99.9 0 7,327 

7 諸 支 出 金 80,405,000 80,339,601 99.9 0 65,399 

9 予 備 費 10,000 0 0.0 0 10,000 

合   計 8,737,021,000 8,636,277,433 98.8 0 100,743,567 

  歳出の主なものは、保険給付費が８０億８,４８５万円で、歳出総額に占める割合は９３.６％であ 

る。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 ３.３％）

  予算現額２億８,８５８万７千円に対して、支出済額２億８,２９３万円で、執行率は９８.０％である。

  支出済額は、前年度に比べて１億８,１８０万６千円（対前年度比３９.１％）減少している。 

  支出済額の主なものは、介護基盤施設等緊急整備臨時特例事業費補助金及び地域介護・福祉空間整備 

事業補助金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総 務 管 理 費 236,180,000 232,085,565 98.3 0 4,094,435 

介護認定審査会費 52,407,000 50,844,582 97.0 0 1,562,418 

合  計 288,587,000 282,930,147 98.0 0 5,656,853 
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イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 総 務 費 288,587,000 282,930,147 98.0 0 5,656,853 

2 保 険 給 付 費 8,165,359,000 8,084,850,291 99.0 0 80,508,709 

3 財政安定化基金拠出金 1,000 0 0.0 0 1,000 

4 地 域 支 援 事 業 費 172,665,000 158,170,721 91.6 0 14,494,279 

5 基 金 積 立 金 29,994,000 29,986,673 99.9 0 7,327 

7 諸 支 出 金 80,405,000 80,339,601 99.9 0 65,399 

9 予 備 費 10,000 0 0.0 0 10,000 

合   計 8,737,021,000 8,636,277,433 98.8 0 100,743,567 

  歳出の主なものは、保険給付費が８０億８,４８５万円で、歳出総額に占める割合は９３.６％であ 

る。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 ３.３％）

  予算現額２億８,８５８万７千円に対して、支出済額２億８,２９３万円で、執行率は９８.０％である。

  支出済額は、前年度に比べて１億８,１８０万６千円（対前年度比３９.１％）減少している。 

  支出済額の主なものは、介護基盤施設等緊急整備臨時特例事業費補助金及び地域介護・福祉空間整備 

事業補助金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

総 務 管 理 費 236,180,000 232,085,565 98.3 0 4,094,435 

介護認定審査会費 52,407,000 50,844,582 97.0 0 1,562,418 

合  計 288,587,000 282,930,147 98.0 0 5,656,853 

第２款 保険給付費 （構成比 ９３.６％）

予算現額８１億６,５３５万９千円に対して、支出済額８０億８,４８５万円で、執行率は９９.０％ 

である。 

  支出済額は、前年度に比べて1億８,０３４万１千円（対前年度比２.３％）増加している。 

   支出済額の主なものは、居宅介護サービス等給付費負担金、施設介護サービス等給付費負担金及び地 

域密着型サービス給付費負担金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

介護ｻｰﾋﾞｽ及び支援 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ等 給 付 費 
8,156,701,000 8,078,679,519 99.0 0 78,021,481 

そ の 他 諸 費 8,658,000 6,170,772 71.3 0 2,487,228 

合  計 8,165,359,000 8,084,850,291 99.0 0 80,508,709 

第３款 財政安定化基金拠出金 （構成比 ０.０％）

  予算現額１千円は、全額不用額である。 

第４款 地域支援事業費 （構成比 １.８％）

予算現額１億７,２６６万５千円に対して、支出済額１億５,８１７万円で、執行率は９１.６％である。 

  支出済額は、前年度に比べて４６０万９千円（対前年度比２.８％）減少している。 

  支出済額の主なものは、紙おむつ購入費助成事業、ちよのふれあいセンター運営事業委託料及び地域 

自立生活支援事業（配食サービス）等委託料である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

介護予防事業費 23,379,000 17,898,045 76.6 0 5,480,955 

包 括 的 支 援 事 業 

及 び 任 意 事 業 費
148,685,000 140,227,112 94.3 0 8,457,888 

介護予防日常生活支援

総合事業費 
601,000 45,564 7.6 0 555,436 

合  計 172,665,000 158,170,721 91.6 0 14,494,279 

第５款 基金積立金 （構成比 ０.４％）

予算現額２,９９９万４千円に対して、支出済額２,９９８万６千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて８２９万１千円（対前年度比２１.７％）減少している。 

支出済額は、介護給付費準備基金積立金である。 
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第７款 諸支出金 （構成比 ０.９％）

予算現額８,０４０万５千円に対して、支出済額８,０３３万９千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３,２０４万７千円（対前年度比６６.４％）増加している。 

  支出済額の主なものは、国・県等返還金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

第 １ 号 被 保 険 者 

保 険 料 還 付 金 
1,367,000 1,302,818 95.3 0 64,182 

第 １ 号 被 保 険 者 

還 付 加 算 金 
26,000 25,500 98.1 0 500 

償 還 金 79,012,000 79,011,283 99.9 0 717 

合  計 80,405,000 80,339,601 99.9 0 65,399 

第９款 予備費 （構成比 ０.０％）

予算現額１万円は、全額不用額である。

④ 簡易水道事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

簡易水道事業 312,550,000 304,568,821 97.4 304,388,583 97.4 180,238 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

簡易水道事業 345,869,000 338,915,078 98.0 338,747,612 97.9 167,466 

  予算額は、当初３億２,５９０万７千円、補正額１,３３５万７千円の減で、予算総額３億１,２５５万円

である。 

  歳入決算額は３億４５６万８千円、歳出決算額は３億４３８万８千円で、歳入歳出差引残額（形 

 式収支）は１８万円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支額は１万２ 

 千円の黒字となっている。 

前年度に比べると、歳入は３,４３４万６千円（対前年度比１０.１％）、歳出は３,４３５万９千円(対

前年度比１０.１％)減少している。 
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第７款 諸支出金 （構成比 ０.９％）

予算現額８,０４０万５千円に対して、支出済額８,０３３万９千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３,２０４万７千円（対前年度比６６.４％）増加している。 

  支出済額の主なものは、国・県等返還金である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

第 １ 号 被 保 険 者 

保 険 料 還 付 金 
1,367,000 1,302,818 95.3 0 64,182 

第 １ 号 被 保 険 者 

還 付 加 算 金 
26,000 25,500 98.1 0 500 

償 還 金 79,012,000 79,011,283 99.9 0 717 

合  計 80,405,000 80,339,601 99.9 0 65,399 

第９款 予備費 （構成比 ０.０％）

予算現額１万円は、全額不用額である。

④ 簡易水道事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

簡易水道事業 312,550,000 304,568,821 97.4 304,388,583 97.4 180,238 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

簡易水道事業 345,869,000 338,915,078 98.0 338,747,612 97.9 167,466 

  予算額は、当初３億２,５９０万７千円、補正額１,３３５万７千円の減で、予算総額３億１,２５５万円

である。 

  歳入決算額は３億４５６万８千円、歳出決算額は３億４３８万８千円で、歳入歳出差引残額（形 

 式収支）は１８万円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支額は１万２ 

 千円の黒字となっている。 

前年度に比べると、歳入は３,４３４万６千円（対前年度比１０.１％）、歳出は３,４３５万９千円(対

前年度比１０.１％)減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

 （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 分担金及び負担金 1,000 1,666,280 1,666,280 0 0 ― 100.0 

2 使用料及び手数料 56,597,000 55,240,824 52,500,987 531,590 2,208,247 92.8 95.0 

4 県 支 出 金 8,900,000 8,900,000 8,900,000 0 0 100.0 100.0 

5 財 産 収 入 1,000 668 668 0 0 66.8 100.0 

6 繰 入 金 235,673,000 230,000,000 230,000,000 0 0 97.6 100.0 

7 繰 越 金 1,000 167,466 167,466 0 0 ― 100.0 

8 諸 収 入 5,777,000 5,733,420 5,733,420 0 0 99.2 100.0 

9 市 債 5,600,000 5,600,000 5,600,000 0 0 100.0 100.0 

合   計 312,550,000 307,308,658 304,568,821 531,590 2,208,247 97.4 99.1

  歳入の主なものは、繰入金が２億３,０００万円、使用料及び手数料が５,２５０万円で、歳入総額に占

める割合は９２.８％である。 

  収入未済額は、水道使用料の２２０万８千円である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 分担金及び負担金 （構成比 ０.６％）

予算現額１千円に対して、調定額、収入済額ともに１６６万６千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１８万５千円（対前年度比１２.５％）増加している。 

加入負担金は、現年度分のみである。 

第２款 使用料及び手数料 （構成比 １７.２％）

予算現額５,６５９万７千円に対して、調定額５,５２４万円、収入済額５,２５０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１４７万７千円（対前年度比２.９％）増加している。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

水 道 使 用 料 

水 道 手 数 料 

５２,４９０,９８７ 

１０,０００ 
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使用料及び手数料の現年度分及び滞納繰越分の状況は、次のとおりである。 

                                      （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年度分 56,596,000 53,099,680 52,002,761 0 1,096,919 97.9 

滞納繰越分 1,000 2,141,144 498,226 531,590 1,111,328 23.3 

合 計 56,597,000 55,240,824 52,500,987 531,590 2,208,247 95.0 

※ 現年度分は、水道使用料と水道手数料を合わせてある。 

  不納欠損額は５３万１千円で、前年度に比べて５万３千円（対前年度比１１.１％）増加している。 

  収入未済額は２２０万８千円で、前年度に比べて７万４千円（対前年度比３.５％）増加している。 

第４款 県支出金 （構成比 ２.９％）

  予算現額８９０万円に対して、調定額、収入済額ともに８９０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて４９万６千円（対前年度比５.３％）減少している。 

収入済額は、電源立地地域対策交付金である。 

第５款 財産収入 （構成比 ０.０％）

予算現額１千円に対して、調定額、収入済額ともに６６８円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２円（対前年度比０.３％）増加している。 

収入済額は、基金運用収入の利子である。 

第６款 繰入金 （構成比 ７５.５％）

予算現額２億３,５６７万３千円に対して、調定額、収入済額ともに２億３,０００万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,４３９万円（対前年度比５.９％）減少している。 

  収入済額は、一般会計繰入金である。 

第７款 繰越金 （構成比 ０.１％）

予算現額１千円に対して、調定額、収入済額ともに１６万７千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１万７千円（対前年度比９.４％）減少している。 

収入済額は、前年度の繰越金である。 

第８款 諸収入 （構成比 １.９％）

予算現額５７７万７千円に対して、調定額、収入済額ともに５７３万３千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２２０万５千円（対前年度比２７.８％）減少している。 

収入済額は、下水道事業委託事務費負担金及び消火栓工事等負担金等である。 

第９款 市債 （構成比 １.８％）

予算現額５６０万円に対して、調定額、収入済額ともに５６０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,８９０万円（対前年度比７７.１％）減少している。 

収入済額は、水道事業債の地方債である。 
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使用料及び手数料の現年度分及び滞納繰越分の状況は、次のとおりである。 

                                      （単位：円・％） 

区 分 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年度分 56,596,000 53,099,680 52,002,761 0 1,096,919 97.9 

滞納繰越分 1,000 2,141,144 498,226 531,590 1,111,328 23.3 

合 計 56,597,000 55,240,824 52,500,987 531,590 2,208,247 95.0 

※ 現年度分は、水道使用料と水道手数料を合わせてある。 

  不納欠損額は５３万１千円で、前年度に比べて５万３千円（対前年度比１１.１％）増加している。 

  収入未済額は２２０万８千円で、前年度に比べて７万４千円（対前年度比３.５％）増加している。 

第４款 県支出金 （構成比 ２.９％）

  予算現額８９０万円に対して、調定額、収入済額ともに８９０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて４９万６千円（対前年度比５.３％）減少している。 

収入済額は、電源立地地域対策交付金である。 

第５款 財産収入 （構成比 ０.０％）

予算現額１千円に対して、調定額、収入済額ともに６６８円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２円（対前年度比０.３％）増加している。 

収入済額は、基金運用収入の利子である。 

第６款 繰入金 （構成比 ７５.５％）

予算現額２億３,５６７万３千円に対して、調定額、収入済額ともに２億３,０００万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,４３９万円（対前年度比５.９％）減少している。 

  収入済額は、一般会計繰入金である。 

第７款 繰越金 （構成比 ０.１％）

予算現額１千円に対して、調定額、収入済額ともに１６万７千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１万７千円（対前年度比９.４％）減少している。 

収入済額は、前年度の繰越金である。 

第８款 諸収入 （構成比 １.９％）

予算現額５７７万７千円に対して、調定額、収入済額ともに５７３万３千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２２０万５千円（対前年度比２７.８％）減少している。 

収入済額は、下水道事業委託事務費負担金及び消火栓工事等負担金等である。 

第９款 市債 （構成比 １.８％）

予算現額５６０万円に対して、調定額、収入済額ともに５６０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,８９０万円（対前年度比７７.１％）減少している。 

収入済額は、水道事業債の地方債である。 

イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 給 水 事 業 費 148,676,000 141,052,527 94.9 0 7,623,473 

2 公 債 費 163,774,000 163,336,056 99.7 0 437,944 

3 予 備 費 100,000 0 0.0 0 100,000 

合   計 312,550,000 304,388,583 97.4 0 8,161,417 

歳出の主なものは、公債費が１億６,３３３万６千円で、歳出総額に占める割合は５３.７％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 給水事業費 （構成比 ４６.３％）

  予算現額１億４,８６７万６千円に対して、支出済額１億４,１０５万２千円で、執行率は９４.９％で 

ある。 

  支出済額は、前年度に比べて２,５６１万９千円（対前年度比１５.４％）減少している。 

  支出済額の主なものは、施設管理等委託料、水質検査委託料及び施設等工事費である。 

内訳は、次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

一般事務費 31,568,000 31,237,656 99.0 0 330,344 

管 理 費 98,438,000 92,437,671 93.9 0 6,000,329 

建設改良費 18,670,000 17,377,200 93.1 0 1,292,800 

合  計 148,676,000 141,052,527 94.9 0 7,623,473 

第２款 公債費 （構成比 ５３.７％）

  予算現額１億６,３７７万４千円に対して、支出済額１億６,３３３万６千円で、執行率は９９.７％で 

 ある。 

  支出済額は、前年度に比べて８７３万９千円（対前年度比５.１％）減少している。 

内訳は次のとおりである。 

                                       （単位：円・％） 

区 分     予算現額 支出済額 執行率 翌年度繰越額 不 用 額

元  金 134,428,000 134,427,532 99.9 0 468 

利  子 29,346,000 28,908,524 98.5 0 437,476 

合  計 163,774,000 163,336,056 99.7 0 437,944 

※ 元金は公債元金償還金で、利子は公債利子である。 
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第３款 予備費 （構成比 ０.０％）

予算現額１０万円は、全額不用額である。 

⑤ 墓地公苑特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

墓 地 公 苑 35,506,000 35,507,889 100.0 35,438,491 99.8 69,398 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

墓 地 公 苑 40,565,000 40,567,620 100.0 40,413,357 99.6 154,263 

  予算額は、当初２,４０３万６千円、補正額１,１４７万円の増で、予算総額３,５５０万６千円である。

  歳入決算額は３,５５０万７千円、歳出決算額は３,５４３万８千円で、歳入歳出差引残額（形式収支）

は６万９千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支は８万４千円の赤字と

なっている。 

  前年度に比べると、歳入は５０５万９千円（対前年度比１２.５％）、歳出は４９７万４千円（対前年度

比１２.３％）減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 使用料及び手数料 35,340,000 35,340,000 35,340,000 0 0 100.0 100.0 

2 財 産 収 入 11,000 13,626 13,626 0 0 123.9 100.0 

4 繰 越 金 155,000 154,263 154,263 0 0 99.5 100.0 

合   計 35,506,000 35,507,889 35,507,889 0 0 100.0 100.0 

  歳入の主なものは、使用料及び手数料が３,５３４万円で、歳入総額に占める割合は９９.５％である。 

 以下、各款別に説明を加える。
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第３款 予備費 （構成比 ０.０％）

予算現額１０万円は、全額不用額である。 

⑤ 墓地公苑特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

墓 地 公 苑 35,506,000 35,507,889 100.0 35,438,491 99.8 69,398 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

墓 地 公 苑 40,565,000 40,567,620 100.0 40,413,357 99.6 154,263 

  予算額は、当初２,４０３万６千円、補正額１,１４７万円の増で、予算総額３,５５０万６千円である。

  歳入決算額は３,５５０万７千円、歳出決算額は３,５４３万８千円で、歳入歳出差引残額（形式収支）

は６万９千円の黒字となっている。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支は８万４千円の赤字と

なっている。 

  前年度に比べると、歳入は５０５万９千円（対前年度比１２.５％）、歳出は４９７万４千円（対前年度

比１２.３％）減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 使用料及び手数料 35,340,000 35,340,000 35,340,000 0 0 100.0 100.0 

2 財 産 収 入 11,000 13,626 13,626 0 0 123.9 100.0 

4 繰 越 金 155,000 154,263 154,263 0 0 99.5 100.0 

合   計 35,506,000 35,507,889 35,507,889 0 0 100.0 100.0 

  歳入の主なものは、使用料及び手数料が３,５３４万円で、歳入総額に占める割合は９９.５％である。 

 以下、各款別に説明を加える。

第１款 使用料及び手数料 （構成比 ９９.５％）

予算現額３,５３４万円に対して、調定額、収入済額ともに３,５３４万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて５１１万５千円（対前年度比１２.６％）減少している。 

収入済額は、竹松墓地公苑使用料である。 

第２款 財産収入 （構成比 ０.０％）

予算現額１万１千円に対して、調定額、収入済額ともに１万３千円である。 

収入済額は、前年度に比べて４千円（対前年度比４９.８％）増加している。 

収入済額は、財産運用収入の基金利子である。 

第４款 繰越金 （構成比 ０.４％）

予算現額１５万５千円に対して、調定額、収入済額ともに１５万４千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて５万円（対前年度比４９.０％）増加している。 

イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 管 理 費 2,345,000 2,277,971 97.1 0 67,029 

2 公 債 費 20,950,000 20,949,520 100.0 0 480 

4 諸 支 出 金 12,211,000 12,211,000 100.0 0 0 

合   計 35,506,000 35,438,491 99.8 0 67,509 

  歳出の主なものは、公債費が２,０９４万９千円で、歳出総額に占める割合は５９.１％である。 

以下、各款別に説明を加える。 

第１款 管理費 （構成比 ６.４％）

  予算現額２３４万５千円に対して、支出済額２２７万７千円で、執行率は９７.１％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１１８万６千円（対前年度比１０８.８％）増加している。 

  支出済額の主なものは、墓地樹木管理等業務委託料、区画案内板設置工事費である。 

第３款 公債費 （構成比 ５９.１％）

  予算現額２,０９５万円に対して、支出済額２,０９４万９千円で、執行率は１００.０％である。 

  支出済額は、前年度に比べて２８万６千円（対前年度比１.３％）減少している。 

支出済額の主なものは、公債元金償還金である。

第４款 諸支出金 （構成比 ３４.５％）

  予算現額１,２２１万１千円に対して、支出済額１,２２１万１千円で、執行率は１００.０％である。 

  支出済額は、前年度に比べて５８７万５千円（対前年比３２.５％）減少している。 

支出済額は、墓地公苑管理基金積立金である。
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⑥ 温泉事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

温 泉 事 業 39,606,000 37,268,424 94.1 37,268,424 94.1 0 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

温 泉 事 業 38,434,000 37,302,055 97.1 37,302,055 97.1 0 

  予算額は、当初３,１３１万７千円、補正額８２８万９千円の増で、予算総額３,９６０万６千円である。 

  歳入決算額、歳出決算額ともに３,７２６万８千円で、歳入歳出差引残額（形式収支）は０円となってい

る。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円となっている。 

  前年度に比べると、歳入歳出ともに３万３千円（対前年度比０.１％）減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                   （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 分担金及び負担金 0 442,994 442,994 0 0 0 100.0 

2 使用料及び手数料 12,449,000 12,176,409 11,311,075 0 865,334 90.9 92.9 

3 県 支 出 金 3,083,000 3,083,000 3,083,000 0 0 100.0 100.0 

4 繰 入 金 24,074,000 22,431,355 22,431,355 0 0 93.2 100.0 

合   計 39,606,000 38,133,758 37,268,424 0 0 94.1 97.7 

  歳入の主なものは、繰入金が２,２４３万１千円で、歳入総額に占める割合は６０.２％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 分担金及び負担金 （構成比 １.２％）

予算現額０円に対して、調定額、収入済額ともに４４万２千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２万５千円（対前年度比６.２％）増加している。 

収入済額は、一里野温泉受湯負担金である。 
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⑥ 温泉事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

温 泉 事 業 39,606,000 37,268,424 94.1 37,268,424 94.1 0 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

温 泉 事 業 38,434,000 37,302,055 97.1 37,302,055 97.1 0 

  予算額は、当初３,１３１万７千円、補正額８２８万９千円の増で、予算総額３,９６０万６千円である。 

  歳入決算額、歳出決算額ともに３,７２６万８千円で、歳入歳出差引残額（形式収支）は０円となってい

る。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円となっている。 

  前年度に比べると、歳入歳出ともに３万３千円（対前年度比０.１％）減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                   （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 分担金及び負担金 0 442,994 442,994 0 0 0 100.0 

2 使用料及び手数料 12,449,000 12,176,409 11,311,075 0 865,334 90.9 92.9 

3 県 支 出 金 3,083,000 3,083,000 3,083,000 0 0 100.0 100.0 

4 繰 入 金 24,074,000 22,431,355 22,431,355 0 0 93.2 100.0 

合   計 39,606,000 38,133,758 37,268,424 0 0 94.1 97.7 

  歳入の主なものは、繰入金が２,２４３万１千円で、歳入総額に占める割合は６０.２％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 分担金及び負担金 （構成比 １.２％）

予算現額０円に対して、調定額、収入済額ともに４４万２千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて２万５千円（対前年度比６.２％）増加している。 

収入済額は、一里野温泉受湯負担金である。 

第２款 使用料及び手数料 （構成比 ３０.３％）

 予算現額１,２４４万９千円に対して、調定額は１,２１７万６千円、収入済額は１,１３１万１千円 

である。 

収入済額は前年度に比べて１０５万２千円（対前年度比８.５％）減少している。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

千 丈 温 泉 使 用 料 

めおと岩温泉使用料 

一里野温泉使用料 

瀬 女 温 泉 使 用 料 

白 峰 温 泉 使 用 料 

滞 納 繰 越 分 

１,５９３,０００ 

１,５４６,６８０ 

４,９８２,６２５ 

６９,０００ 

２,９８０,２００ 

１３９,５７０ 

※ 滞納繰越分は、一里野温泉使用料滞納繰越分である。 

  収入未済額は８６万５千円、前年度に比べて３９万円（対前年度比８２.４％）増加している。 

第３款 県支出金 （構成比 ８.３％）

予算現額３０８万３千円に対して、調定額、収入済額ともに３０８万３千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて増減なしである。 

収入済額は、公債費県補助金である。 

第４款 繰入金 （構成比 ６０.２％）

予算現額２,４０７万４千円に対して、調定額、収入済額ともに２,２４３万１千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて９９万３千円（対前年度比４.６％）増加している。 

収入済額は、一般会計からの繰入金である。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

千丈温泉一般会計繰入金 

一里野温泉一般会計繰入金 

瀬女温泉一般会計繰入金 

白峰温泉一般会計繰入金 

１，３５４，０００ 

１９,８６５,１６２ 

６０２,９８３ 

６０９,２１０ 
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イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

2 管 理 費 27,007,000 24,669,686 91.3 0 2,337,314 

3 公 債 費 12,599,000 12,598,738 100.0 0 262 

合   計 39,606,000 37,268,424 94.1 0 2,337,576 

  歳出の主なものは、管理費が２,４６６万９千円で、歳出総額に占める割合は６６.２％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第２款 管理費 （構成比 ６６.２％）

  予算現額２,７００万７千円に対して、支出済額２,４６６万９千円で、執行率は９１.３％である。 

  支出済額は、前年度に比べて４５８万２千円（対前年度比２２.８％）増加している。 

支出済額の主なものは、温泉の管理費である源泉ポンプ保守点検業務等委託料及び、一里野温泉引

湯管復旧工事費である。 

第３款 公債費 （構成比 ３３.８％）

  予算現額１,２５９万９千円に対して、支出済額１,２５９万８千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて４６１万６千円（対前年度比２６.８％）減少している。 

  支出済額は、公債元金償還金と公債利子である。 

⑦ 宅地造成事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

宅地造成事業 12,982,000 12,979,807 99.9 12,979,807 99.9 0 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

宅地造成事業 7,384,000 7,383,134 99.9 7,383,134 99.9 0 

    予算額は、当初３６９万３千円、補正額９２８万９千円で、予算総額１,２９８万２千円である。 

  歳入決算額、歳出決算額ともに１,２９７万９千円で、歳入歳出差引残額（形式収支）は０円となって
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イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

2 管 理 費 27,007,000 24,669,686 91.3 0 2,337,314 

3 公 債 費 12,599,000 12,598,738 100.0 0 262 

合   計 39,606,000 37,268,424 94.1 0 2,337,576 

  歳出の主なものは、管理費が２,４６６万９千円で、歳出総額に占める割合は６６.２％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第２款 管理費 （構成比 ６６.２％）

  予算現額２,７００万７千円に対して、支出済額２,４６６万９千円で、執行率は９１.３％である。 

  支出済額は、前年度に比べて４５８万２千円（対前年度比２２.８％）増加している。 

支出済額の主なものは、温泉の管理費である源泉ポンプ保守点検業務等委託料及び、一里野温泉引

湯管復旧工事費である。 

第３款 公債費 （構成比 ３３.８％）

  予算現額１,２５９万９千円に対して、支出済額１,２５９万８千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて４６１万６千円（対前年度比２６.８％）減少している。 

  支出済額は、公債元金償還金と公債利子である。 

⑦ 宅地造成事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

宅地造成事業 12,982,000 12,979,807 99.9 12,979,807 99.9 0 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

宅地造成事業 7,384,000 7,383,134 99.9 7,383,134 99.9 0 

    予算額は、当初３６９万３千円、補正額９２８万９千円で、予算総額１,２９８万２千円である。 

  歳入決算額、歳出決算額ともに１,２９７万９千円で、歳入歳出差引残額（形式収支）は０円となって

いる。また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円となっている。 

前年度に比べると、歳入、歳出ともに５５９万６千円（対前年度比７５.８％）増加している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 財 産 収 入 12,898,000 12,898,000 12,898,000 0 0 100.0 100.0 

4 諸 収 入 84,000 81,807 81,807 0 0 97.4 100.0 

合   計 12,982,000 12,979,807 12,979,807 0 0 99.9 100.0 

  歳入の主なものは、財産収入が１,２８９万８千円で、歳入総額に占める割合は９９.４％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 財産収入 （構成比 ９９.４％）

予算現額１,２８９万８千円に対して、調定額、収入済額ともに１,２８９万８千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,２８９万８千円（皆増）増加している。 

第２款 繰入金 （構成比 ０.０％）

予算現額０円に対して、調定額、収入済額ともに０円である   

収入済額は、前年度に比べて７２９万９千円（皆減）減少している。 

第４款 諸収入 （構成比 ０.６％）

予算現額８万４千円に対して、調定額、収入済額ともに８万１千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１千円（対前年度比２.１％）減少している。 

収入済額は、白峰地区普通財産使用料及び瀬戸地区駐車場使用料である。 

イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（事故繰越額） 
不 用 額

1 宅地造成事業費 9,289,000 9,288,240 99.9 0 760 

2 公 債 費 3,693,000 3,691,567 99.9 0 1,433 

合   計 12,982,000 12,979,807 99.9 0 2,193 
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歳出は、宅地造成事業費の一般会計繰出金の９２８万９千円で、歳出総額に占める割合は７１.６％である。

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 宅地造成事業費 （構成比 ７１.６％）

  予算現額９２８万９千円に対して、支出済額９２８万８千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて９２８万８千円（皆増）増加している。 

  支出済額は、一般会計繰出金である。 

第２款 公債費 （構成比 ２８.４％）

  予算現額３６９万３千円に対して、支出済額３６９万１千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３６９万１千円（対前年度比５０.０％）減少している。 

  支出済額は、公債元金償還金及び公債利子である。 

⑧ 工業団地造成事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

工業団地造成事業 10,174,000 10,170,541 99.9 10,170,541 99.9 0 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

工業団地造成事業 20,848,000 20,086,535 96.3 20,086,535 96.3 0 

  予算額は、当初１,２３２万８千円、補正額２１５万４千円の減で、予算総額１,０１７万４千円である。 

歳入決算額、歳出決算額ともに１,０１７万円で、歳入歳出差引残額（形式収支）は０円となっている。

また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円となっている。 

  前年度に比べると、歳入、歳出ともに９９１万５千円（対前年度比４９.４％）減少している。 
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歳出は、宅地造成事業費の一般会計繰出金の９２８万９千円で、歳出総額に占める割合は７１.６％である。

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 宅地造成事業費 （構成比 ７１.６％）

  予算現額９２８万９千円に対して、支出済額９２８万８千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて９２８万８千円（皆増）増加している。 

  支出済額は、一般会計繰出金である。 

第２款 公債費 （構成比 ２８.４％）

  予算現額３６９万３千円に対して、支出済額３６９万１千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３６９万１千円（対前年度比５０.０％）減少している。 

  支出済額は、公債元金償還金及び公債利子である。 

⑧ 工業団地造成事業特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

工業団地造成事業 10,174,000 10,170,541 99.9 10,170,541 99.9 0 

<参考資料>平成２６年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

工業団地造成事業 20,848,000 20,086,535 96.3 20,086,535 96.3 0 

  予算額は、当初１,２３２万８千円、補正額２１５万４千円の減で、予算総額１,０１７万４千円である。 

歳入決算額、歳出決算額ともに１,０１７万円で、歳入歳出差引残額（形式収支）は０円となっている。

また、前年度実質収支を差し引いた単年度収支も０円となっている。 

  前年度に比べると、歳入、歳出ともに９９１万５千円（対前年度比４９.４％）減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 財 産 収 入 190,000 189,829 189,829 0 0 99.9 100.0 

2 繰 入 金 7,384,000 7,380,712 7,380,712 0 0 99.9 100.0 

5 市 債 2,600,000 2,600,000 2,600,000 0 0 100.0 100.0 

合   計 10,174,000 10,170,541 10,170,541 0 0 99.9 100.0 

  歳入の主なものは、繰入金が７３８万円で、歳入総額に占める割合は７２.６％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 財産収入 （構成比 １.９％）

予算現額１９万円に対して、調定額、収入済額ともに１８万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて３２円減少している。 

収入済額は、工業団地造成事業基金利子である。 

第２款 繰入金 （構成比 ７２.５％）

予算現額７３８万４千円に対して、調定額、収入済額ともに７３８万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて８８万３千円（対前年度比１３.６％）増加している。 

収入済額は、工業団地造成事業基金繰入金である。 

第５款 市債 （構成比 ２５.６％）

予算現額２６０万円に対して、調定額、収入済額ともに２６０万円である。 

  収入済額は、前年度に比べて１,０８０万円（対前年度比８０.６％）減少している。 

収入済額は、山島工業団地整備事業債である。 

イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 工 業 団 地 

  整 備 事 業 費 
3,420,000 3,416,768 99.9 0 3,232 

2 公 債 費 6,754,000 6,753,773 99.9 0 227 

合   計 10,174,000 10,170,541 99.9 0 3,459 
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  歳出の主なものは、公債費が６７５万３千円で、歳出総額に占める割合は６６.４％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 工業団地整備事業費 （構成比 ３３.６％）

  予算現額３４２万円に対して、支出済額３４１万６千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１,０４１万８千円（対前年度比７５.３％）減少している。 

支出済額の主なものは、区画整理事業終了認可作成業務委託料及び山島工業団地道路照明灯設置工事費

である。 

第２款 公債費 （構成比 ６６.４％）

  予算現額６７５万４千円に対して、支出済額６７５万３千円である。 

  支出済額は、前年度に比べて５０万２千円（対前年度比８.０％）増加している。 

  支出済額は、公債利子である。 

⑨ 湊財産区特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

湊 財 産 区 17,914,000 22,452,238 125.3 15,161,019 84.6 7,291,219 

<参考資料>平成26年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

湊 財 産 区 40,606,000 40,031,184 98.6 38,042,025 93.7 1,989,159 

  予算額は、当初1,５９２万６千円、補正額１９８万８千円の増で、予算総額１,７９１万４千円である。 

  歳入決算額は２,２４５万２千円、歳出決算額は１,５１６万１千円で、歳入歳出差引残額（形式収支） 

は７２９万１千円の黒字で、前年度実質収支を差し引いた単年度収支は５３０万２千円の黒字となっている。

  前年度に比べると、歳入は１,７５７万８千円（対前年度比４３.９％）、歳出は２,２８８万１千円(対前

年度比６０.１％)減少している。 
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  歳出の主なものは、公債費が６７５万３千円で、歳出総額に占める割合は６６.４％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 工業団地整備事業費 （構成比 ３３.６％）

  予算現額３４２万円に対して、支出済額３４１万６千円で、執行率は９９.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて１,０４１万８千円（対前年度比７５.３％）減少している。 

支出済額の主なものは、区画整理事業終了認可作成業務委託料及び山島工業団地道路照明灯設置工事費

である。 

第２款 公債費 （構成比 ６６.４％）

  予算現額６７５万４千円に対して、支出済額６７５万３千円である。 

  支出済額は、前年度に比べて５０万２千円（対前年度比８.０％）増加している。 

  支出済額は、公債利子である。 

⑨ 湊財産区特別会計

  歳入歳出決算状況は、次のとおりである。 

なお参考資料は、平成２６年度分の決算状況である。 

（単位：円・％）

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

湊 財 産 区 17,914,000 22,452,238 125.3 15,161,019 84.6 7,291,219 

<参考資料>平成26年度分(H26.4.1～H27.3.31)                                     （単位：円・％） 

区     分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 執行率 歳 出 決 算 額 執行率 歳入歳出差引残額

湊 財 産 区 40,606,000 40,031,184 98.6 38,042,025 93.7 1,989,159 

  予算額は、当初1,５９２万６千円、補正額１９８万８千円の増で、予算総額１,７９１万４千円である。 

  歳入決算額は２,２４５万２千円、歳出決算額は１,５１６万１千円で、歳入歳出差引残額（形式収支） 

は７２９万１千円の黒字で、前年度実質収支を差し引いた単年度収支は５３０万２千円の黒字となっている。

  前年度に比べると、歳入は１,７５７万８千円（対前年度比４３.９％）、歳出は２,２８８万１千円(対前

年度比６０.１％)減少している。 

ア 歳 入

 歳入決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

                                  （単位：円・％） 

款   別 予算現額      調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

1 財 産 収 入 15,616,000 20,155,520 20,155,520 0 0 129.1 100.0 

2 繰 越 金 1,989,000 1,989,159 1,989,159 0 0 100.0 100.0 

3 諸 収 入 309,000 307,559 307,559 0 0 99.5 100.0 

合   計 17,914,000 22,452,238 22,452,238 0 0 125.3 100.0 

  歳入の主なものは、財産収入が２,０１５万５千円で、歳入総額に占める割合は８９.８％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 財産収入 （構成比 ８９.８％）

予算現額１,５６１万６千円に対して、調定額、収入済額ともに２,０１５万５千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて６８４万８千円（対前年度比５１.５％）増加している。 

収入済額は、土地貸付収入及び基金利子収入である。 

内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 収 入 済 額 

土 地 貸 付 収 入 

利 子 収 入 

２０,０７０,４２８ 

８５,０９２ 

第２款 繰越金 （構成比 ８.８％）

予算現額１９８万９千円に対して、調定額、収入済額ともに１９８万９千円である。 

  収入済額は、前年度に比べて９２１万５千円（対前年度比８２.２％）減少している。 

収入済額は、前年度繰越金である。 

第３款 諸収入 （構成比 １.４％）

予算現額３０万９千円に対して、調定額、収入済額ともに３０万７千円である。 

収入済額は、前年度に比べて１千円（対前年度比０.３％）減少している。 

収入済額の主なものは、温泉水揚湯設備維持費である。 
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イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 総 務 費 3,198,000 2,820,485 88.2 0 377,515 

2 財 産 費 14,716,000 12,340,534 83.9 0 2,375,466 

合   計 17,914,000 15,161,019 84.6 0 2,752,981 

  歳出の主なものは、財産費が1,２３４万円で、歳出総額に占める割合は８１.４％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 １８.６％）

  予算現額３１９万８千円に対して、支出済額２８２万円で、執行率は８８.２％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３万９千円（対前年度比１.４％）増加している。 

支出済額は、湊財産区管理会委員報酬等の一般管理費である。 

第２款 財産費 （構成比 ８１.４％）

  予算現額１,４７１万６千円に対して、支出済額１,２３４万円で、執行率は８３.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて２,２９２万円（対前年度比６５.０％）減少している。 

  支出済額の主なものは、湊財産区基金積立金である。 
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イ 歳 出

 歳出決算状況を款別に表すと次のとおりである。 

（単位：円・％）

区 分 予算現額 支出済額 執行率 
翌年度繰越額 

（明許繰越額） 
不 用 額

1 総 務 費 3,198,000 2,820,485 88.2 0 377,515 

2 財 産 費 14,716,000 12,340,534 83.9 0 2,375,466 

合   計 17,914,000 15,161,019 84.6 0 2,752,981 

  歳出の主なものは、財産費が1,２３４万円で、歳出総額に占める割合は８１.４％である。 

  以下、各款別に説明を加える。 

第１款 総務費 （構成比 １８.６％）

  予算現額３１９万８千円に対して、支出済額２８２万円で、執行率は８８.２％である。 

  支出済額は、前年度に比べて３万９千円（対前年度比１.４％）増加している。 

支出済額は、湊財産区管理会委員報酬等の一般管理費である。 

第２款 財産費 （構成比 ８１.４％）

  予算現額１,４７１万６千円に対して、支出済額１,２３４万円で、執行率は８３.９％である。 

  支出済額は、前年度に比べて２,２９２万円（対前年度比６５.０％）減少している。 

  支出済額の主なものは、湊財産区基金積立金である。 

４ 財産に関する調書

（１）公有財産 

   平成２７年度末における公有財産の現在高は、次のとおりである。《平成２８年３月３１日現在》 

【一般会計】 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２７年度末現在高 増 減
対前年度 

増減率 

土 地

建 物

有 価 証 券

出資による権利

１１,３７３,７５１.１３㎡ 

５９１,９９６.３３㎡ 

３９,９０７千円 

５０６,４４８千円 

１１,３５７,８２０.７９㎡ 

６０１,３５３.３８㎡ 

３９,９０７千円 

４７６,８８３千円 

△１５,９３０.３４㎡ 

９,３５７.０５㎡ 

０千円 

△２９,５６５千円 

△０.１％ 

１.６％ 

－  

△５.８％ 

※出資による権利には、出資金と出損金がある。 

【特別会計】《土 地》 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２7年度末現在高 増 減
対前年度 

増減率 

簡 易 水 道 事 業 

墓 地 公 苑 

温 泉 事 業 

宅 地 造 成 事 業 

工業団地造成事業 

湊 財 産 区 

合     計 

１３,７３３.３６㎡ 

１４,０９２.００㎡ 

１,２３２.００㎡ 

１２,６８９.６０㎡ 

５１,１７７.００㎡ 

２７０,５１６.１７㎡ 

３６３,４４０.１３㎡ 

１３,８６７.３６㎡ 

１４,０９２.００㎡ 

１,２３２.００㎡ 

１０,８０９.３３㎡ 

４６,８３１.００㎡ 

２７０,５１６.１７㎡ 

３５７,３４７.８６㎡ 

１３４.００㎡ 

０.００㎡ 

０.００㎡ 

△１,８８０.２７㎡ 

△４,３４６.００㎡ 

０.００㎡ 

△６,０９２.２７㎡ 

０．９％ 

－ 

－  

△１４.８％  

△８.５％  

－  

△１.７％ 

【特別会計】《建 物》 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２7年度末現在高 増 減
対前年度 

増減率 

簡 易 水 道 事 業 

温 泉 事 業 

湊 財 産 区 

合       計 

１,９３６.１８㎡ 

１２３.８０㎡ 

９５.５８㎡ 

２,１５５.５６㎡ 

１,９３６.１８㎡ 

１２３.８０㎡ 

９５.５８㎡ 

２,１５５.５６㎡ 

０.００㎡ 

０.００㎡ 

０.００㎡ 

０.００㎡ 

－  

－ 

－ 

－  
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【特別会計】《出資による権利》（国民健康保険）            

区 分 平成２６年度末現在高 平成２７年度末現在高 増 減      対前年度増減率 

白山石川医療企業団 

公立つるぎ病院 
１６,９１０,０００円 １６，９１０，０００円 ０円 １００％ 

（２）物 品 

   平成２７年度末における物品の現在高は、次のとおりである。《平成２８年３月３１日現在》 

【一般会計】 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２7年度末現在高 増 減      対前年度増減率 

一 般 会 計 ４８８点 512点 ２４点 4.9％ 

【特別会計】 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２７年度末現在高 増 減      対前年度増減率 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

介 護 保 険

合    計

１０点 

１点 

７点 

１８点 

１０点 

１点 

７点 

１８点 

０点 

０点 

０点 

０点 

－ 

－ 

－ 

－
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【特別会計】《出資による権利》（国民健康保険）            

区 分 平成２６年度末現在高 平成２７年度末現在高 増 減      対前年度増減率 

白山石川医療企業団 

公立つるぎ病院 
１６,９１０,０００円 １６，９１０，０００円 ０円 １００％ 

（２）物 品 

   平成２７年度末における物品の現在高は、次のとおりである。《平成２８年３月３１日現在》 

【一般会計】 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２7年度末現在高 増 減      対前年度増減率 

一 般 会 計 ４８８点 512点 ２４点 4.9％ 

【特別会計】 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２７年度末現在高 増 減      対前年度増減率 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

介 護 保 険

合    計

１０点 

１点 

７点 

１８点 

１０点 

１点 

７点 

１８点 

０点 

０点 

０点 

０点 

－ 

－ 

－ 

－

（３）基 金 

   平成２７年度末における基金の現在高は、次のとおりである。《平成２８年３月３１日現在》 

                                        （単位：千円） 

区 分 平成２６年度末現在高 平成２７年度末現在高 増 減

財 政 調 整 基 金 

一 般 会 計

   国民健康保険特別会計

減 債 基 金 

   一 般 会 計

   簡易水道事業特別会計 

地 域 福 祉 基 金

合 併 振 興 基 金 

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金 

ふ る さ と 振 興 基 金 

北陸新幹線白山駅整備基金 

北陸新幹線北陸総合車両所 

地下水路管理基金 

介 護 給 付 費 準 備 基 金 

墓 地 公 苑 管 理 基 金 

工 業 団 地 造 成 事 業 基 金 

湊 財 産 区 基 金 

３,０３５,３０３

２,５７２,９３５

４６２,３６８

４６０,０１８

４５７,３４２

２,６７６

１２,５７９

４,０００,０００

１１，２５２

１,０２４

３,９０２

１１９,０００

９７,３４０

３９,２９２

２９９,６３２

１０７,８８１

３,５０７,４８６

３,０４４,８３４

４６２,６５２

４６０,３６５

４５７,６８９

２,６７６

１４,７３５

４,０００,０００

１０，７５４

９,１９７

１,８０２

１６６,９０１

１３５,６８８

５７,３７８

２９３,３２５

１１６,４９７

４７2,１８３

４７１,８９９

２８４

３４７

３４７

―

２,１５６

―

△４９８

８，１７３

△２，１００

４７，９０１

３８，３４８

１８，０８６

△６，３０７

８，６１６

合 計 ８,１８７,２２１ ８,７７４,１２８ ５８６，９０７

（注）表示単位未満を四捨五入しており、合計が一致しない場合がある。 
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1 市 税 16,957,442,000 18,152,087,624 107.0 17,316,112,664 32.9 102.1 95.4 544

2 地 方 譲 与 税 382,686,000 382,686,006 100.0 382,686,006 0.7 100.0 100.0 0 0.0 0.0 342,5

3 利 子 割 交 付 金 30,360,000 30,360,000 100.0 30,360,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 37,306,0

4 配 当 割 交 付 金 71,182,000 71,182,000 100.0 71,182,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 90,345,0

5 株式等譲渡所得割交付金 74,915,000 74,915,000 100.0 74,915,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 55,315,0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 2,248,680,000 2,248,680,000 100.0 2,248,680,000 4.3 100.0 100.0 0 0.0 0.

7 自動車取得税交付金 91,442,000 91,442,000 100.0 91,442,000 0.2 100.0 100.0 0 0.0 0.0 54,109,0

8 地 方 特 例 交 付 金 78,778,000 78,778,000 100.0 78,778,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 79,246,0

9 地 方 交 付 税 11,472,335,000 11,472,335,000 100.0 11,472,335,000 21.8 100.0 100.0 0 0

10 交通安全対策特別交付金 14,795,000 14,795,000 100.0 14,795,000 0.0 100.0 100.0 0 0.0 0.0 13,812,0

11 分 担 金 及 び 負 担 金 860,859,000 841,070,270 97.7 834,946,170 1.6 97.0 99.3 5,118,300 0.9 0.6

12 使 用 料 及 び 手 数 料 423,732,000 527,079,981 124.4 435,950,115 0.8 102.9 82.7 20,441,866 3.5

13 国 庫 支 出 金 6,785,725,988 6,091,807,552 89.8 6,091,807,552 11.6 89.8 100.0 0 0.0 0.0

14 県 支 出 金 3,483,207,000 3,466,137,334 99.5 3,466,137,334 6.6 99.5 100.0 0 0.0 0.0 3

15 財 産 収 入 188,444,000 242,296,482 128.6 242,296,482 0.5 128.6 99.9 0.0 0.0 300,532

16 寄 附 金 21,226,000 21,082,358 99.3 21,082,358 0.0 99.3 100.0 0 0.0 0.0 8,186,978 1

17 繰 入 金 15,185,000 19,056,298 125.5 19,056,298 0.0 125.5 100.0 0 0.0 0.0 25,149,1

18 繰 越 金 1,689,730,043 1,689,730,310 100.0 1,689,730,310 3.2 100.0 100.0 0 0.0 0.

19 諸 収 入 957,031,637 867,147,754 90.6 848,778,473 1.6 88.7 97.9 18,369,281 3.1 2.

20 市 債 7,902,841,000 7,266,141,000 91.9 7,266,141,000 13.8 91.9 100.0 0 0.0 0.0

53,750,596,668 53,648,809,969 99.8 52,697,211,762 100.0 98.0 98.2 588,合　　　　　計

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　　額

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

　第１表　　平成27年度　白山市一般会計歳入款別一覧表
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1 市 税 16,957,442,000 18,152,087,624 107.0 17,316,112,664 32.9 102.1 95.4 544

2 地 方 譲 与 税 382,686,000 382,686,006 100.0 382,686,006 0.7 100.0 100.0 0 0.0 0.0 342,5

3 利 子 割 交 付 金 30,360,000 30,360,000 100.0 30,360,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 37,306,0
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6 地 方 消 費 税 交 付 金 2,248,680,000 2,248,680,000 100.0 2,248,680,000 4.3 100.0 100.0 0 0.0 0.

7 自動車取得税交付金 91,442,000 91,442,000 100.0 91,442,000 0.2 100.0 100.0 0 0.0 0.0 54,109,0

8 地 方 特 例 交 付 金 78,778,000 78,778,000 100.0 78,778,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 79,246,0

9 地 方 交 付 税 11,472,335,000 11,472,335,000 100.0 11,472,335,000 21.8 100.0 100.0 0 0

10 交通安全対策特別交付金 14,795,000 14,795,000 100.0 14,795,000 0.0 100.0 100.0 0 0.0 0.0 13,812,0

11 分 担 金 及 び 負 担 金 860,859,000 841,070,270 97.7 834,946,170 1.6 97.0 99.3 5,118,300 0.9 0.6

12 使 用 料 及 び 手 数 料 423,732,000 527,079,981 124.4 435,950,115 0.8 102.9 82.7 20,441,866 3.5

13 国 庫 支 出 金 6,785,725,988 6,091,807,552 89.8 6,091,807,552 11.6 89.8 100.0 0 0.0 0.0

14 県 支 出 金 3,483,207,000 3,466,137,334 99.5 3,466,137,334 6.6 99.5 100.0 0 0.0 0.0 3

15 財 産 収 入 188,444,000 242,296,482 128.6 242,296,482 0.5 128.6 99.9 0.0 0.0 300,532

16 寄 附 金 21,226,000 21,082,358 99.3 21,082,358 0.0 99.3 100.0 0 0.0 0.0 8,186,978 1

17 繰 入 金 15,185,000 19,056,298 125.5 19,056,298 0.0 125.5 100.0 0 0.0 0.0 25,149,1

18 繰 越 金 1,689,730,043 1,689,730,310 100.0 1,689,730,310 3.2 100.0 100.0 0 0.0 0.

19 諸 収 入 957,031,637 867,147,754 90.6 848,778,473 1.6 88.7 97.9 18,369,281 3.1 2.

20 市 債 7,902,841,000 7,266,141,000 91.9 7,266,141,000 13.8 91.9 100.0 0 0.0 0.0

53,750,596,668 53,648,809,969 99.8 52,697,211,762 100.0 98.0 98.2 588,合　　　　　計

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　　額

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

　第１表　　平成27年度　白山市一般会計歳入款別一覧表
　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度収入済額

16,957,442,000 18,152,087,624 107.0 17,316,112,664 32.9 102.1 95.4 544,389,578 92.5 3.0 17,199,725,818 116,386,846 0.7

382,686,000 382,686,006 100.0 382,686,006 0.7 100.0 100.0 0 0.0 0.0 342,575,005 40,111,001 11.7

30,360,000 30,360,000 100.0 30,360,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 37,306,000 △ 6,946,000 △ 18.6

71,182,000 71,182,000 100.0 71,182,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 90,345,000 △ 19,163,000 △ 21.2

74,915,000 74,915,000 100.0 74,915,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 55,315,000 19,600,000 35.4

2,248,680,000 2,248,680,000 100.0 2,248,680,000 4.3 100.0 100.0 0 0.0 0.0 1,312,072,000 936,608,000 71.4

91,442,000 91,442,000 100.0 91,442,000 0.2 100.0 100.0 0 0.0 0.0 54,109,000 37,333,000 69.0

78,778,000 78,778,000 100.0 78,778,000 0.1 100.0 100.0 0 0.0 0.0 79,246,000 △ 468,000 △ 0.6

11,472,335,000 11,472,335,000 100.0 11,472,335,000 21.8 100.0 100.0 0 0.0 0.0 12,668,797,000 △ 1,196,462,000 △ 9.4

14,795,000 14,795,000 100.0 14,795,000 0.0 100.0 100.0 0 0.0 0.0 13,812,000 983,000 7.1

860,859,000 841,070,270 97.7 834,946,170 1.6 97.0 99.3 5,118,300 0.9 0.6 919,027,202 △ 84,081,032 △ 9.1

423,732,000 527,079,981 124.4 435,950,115 0.8 102.9 82.7 20,441,866 3.5 3.9 430,861,626 5,088,489 1.2

6,785,725,988 6,091,807,552 89.8 6,091,807,552 11.6 89.8 100.0 0 0.0 0.0 7,067,892,950 △ 976,085,398 △ 13.8

3,483,207,000 3,466,137,334 99.5 3,466,137,334 6.6 99.5 100.0 0 0.0 0.0 3,444,202,065 21,935,269 0.6

188,444,000 242,296,482 128.6 242,296,482 0.5 128.6 100.0 0 0.0 0.0 300,532,442 △ 58,235,960 △ 19.4

21,226,000 21,082,358 99.3 21,082,358 0.0 99.3 100.0 0 0.0 0.0 8,186,978 12,895,380 157.5

15,185,000 19,056,298 125.5 19,056,298 0.0 125.5 100.0 0 0.0 0.0 25,149,158 △ 6,092,860 △ 24.2

1,689,730,043 1,689,730,310 100.0 1,689,730,310 3.2 100.0 100.0 0 0.0 0.0 1,080,728,607 609,001,703 56.4

957,031,637 867,147,754 90.6 848,778,473 1.6 88.7 97.9 18,369,281 3.1 2.1 1,255,352,727 △ 406,574,254 △ 32.4

7,902,841,000 7,266,141,000 91.9 7,266,141,000 13.8 91.9 100.0 0 0.0 0.0 8,410,400,000 △ 1,144,259,000 △ 13.6

53,750,596,668 53,648,809,969 99.8 52,697,211,762 100.0 98.0 98.2 588,319,025 100.0 1.1 54,795,636,578 △ 2,098,424,816 △ 3.8

増減率
（Ｃ／Ｂ）

金　　　額

比　　　　　　較収　入　未　済　額

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

調 定 額
に対する
比　　率

金　　　額
（Ｂ）

構成
比率

予算現額
に対する
比　  率

調 定 額
に対する
比　 率

収　　入　　済　　額
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　第２表　　平成27年度　白山市一般会計歳出款別一覧表

1 議 会 費 359,251,000 348,272,000 96.9 333,070,067 0.6 95.6 0 15,201,933 4.4 337,0

2 総 務 費 4,328,016,000 5,419,345,279 125.2 5,169,205,622 10.0 95.4 64,698,172 1

3 民 生 費 13,780,501,000 15,053,430,020 109.2 14,546,301,425 28.2 96.6 353,253,

4 衛 生 費 5,455,836,000 5,740,973,000 105.2 5,669,873,672 11.0 98.8 20,000,000 5

5 労 働 費 52,156,000 52,156,000 100.0 49,469,572 0.1 94.8 0 2,686,428 5.2 84,291,9

6 農 林 水 産 業 費 959,648,000 1,026,930,000 107.0 981,975,975 1.9 95.6 31,536,962 13,417

7 商 工 費 1,522,247,000 1,673,790,000 110.0 1,625,216,784 3.2 97.1 4,100,000 44,

8 土 木 費 6,707,103,000 7,155,927,450 106.7 6,506,935,408 12.6 90.9 616,878,959

9 消 防 費 2,062,997,000 2,151,077,000 104.3 1,875,067,464 3.7 87.2 263,826,000 1

10 教 育 費 7,369,612,000 7,871,168,919 106.8 7,518,569,531 14.6 95.5 180,861,207

11 災 害 復 旧 費 8,000,000 33,640,000 420.5 25,559,388 0.1 76.0 0 8,080,612 24.0 47,227,4

12 公 債 費 7,327,633,000 7,211,823,000 98.4 7,210,709,678 14.0 100.0 0 1,113,322 0

13 諸 支 出 金 3,000,000 3,000,000 100.0 0 0.0 0.0 0 3,000,000 100.0 0 0 0.0

14 予 備 費 10,000,000 9,064,000 90.6 0 0.0 0.0 0 9,064,000 100.0 0 0 0.0

49,946,000,000 53,750,596,668 107.6 51,511,954,586 100.0 95.8 1,535,1合　　　　計

金　　　額
構成
比率

当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

当初予算額

予　算　現　額 支　　出　　済　　 額

区　　　　分
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　第２表　　平成27年度　白山市一般会計歳出款別一覧表

1 議 会 費 359,251,000 348,272,000 96.9 333,070,067 0.6 95.6 0 15,201,933 4.4 337,0

2 総 務 費 4,328,016,000 5,419,345,279 125.2 5,169,205,622 10.0 95.4 64,698,172 1

3 民 生 費 13,780,501,000 15,053,430,020 109.2 14,546,301,425 28.2 96.6 353,253,

4 衛 生 費 5,455,836,000 5,740,973,000 105.2 5,669,873,672 11.0 98.8 20,000,000 5

5 労 働 費 52,156,000 52,156,000 100.0 49,469,572 0.1 94.8 0 2,686,428 5.2 84,291,9

6 農 林 水 産 業 費 959,648,000 1,026,930,000 107.0 981,975,975 1.9 95.6 31,536,962 13,417

7 商 工 費 1,522,247,000 1,673,790,000 110.0 1,625,216,784 3.2 97.1 4,100,000 44,

8 土 木 費 6,707,103,000 7,155,927,450 106.7 6,506,935,408 12.6 90.9 616,878,959

9 消 防 費 2,062,997,000 2,151,077,000 104.3 1,875,067,464 3.7 87.2 263,826,000 1

10 教 育 費 7,369,612,000 7,871,168,919 106.8 7,518,569,531 14.6 95.5 180,861,207

11 災 害 復 旧 費 8,000,000 33,640,000 420.5 25,559,388 0.1 76.0 0 8,080,612 24.0 47,227,4

12 公 債 費 7,327,633,000 7,211,823,000 98.4 7,210,709,678 14.0 100.0 0 1,113,322 0

13 諸 支 出 金 3,000,000 3,000,000 100.0 0 0.0 0.0 0 3,000,000 100.0 0 0 0.0

14 予 備 費 10,000,000 9,064,000 90.6 0 0.0 0.0 0 9,064,000 100.0 0 0 0.0

49,946,000,000 53,750,596,668 107.6 51,511,954,586 100.0 95.8 1,535,1合　　　　計

金　　　額
構成
比率

当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

当初予算額

予　算　現　額 支　　出　　済　　 額

区　　　　分

平成26年度
支 出 済 額

359,251,000 348,272,000 96.9 333,070,067 0.6 95.6 0 15,201,933 4.4 337,015,649 △ 3,945,582 △ 1.2

4,328,016,000 5,419,345,279 125.2 5,169,205,622 10.0 95.4 64,698,172 185,441,485 3.4 4,712,648,183 456,557,439 9.7

13,780,501,000 15,053,430,020 109.2 14,546,301,425 28.2 96.6 353,253,000 153,875,595 1.0 14,025,819,502 520,481,923 3.7

5,455,836,000 5,740,973,000 105.2 5,669,873,672 11.0 98.8 20,000,000 51,099,328 0.9 5,274,045,852 395,827,820 7.5

52,156,000 52,156,000 100.0 49,469,572 0.1 94.8 0 2,686,428 5.2 84,291,992 △ 34,822,420 △ 41.3

959,648,000 1,026,930,000 107.0 981,975,975 1.9 95.6 31,536,962 13,417,063 1.3 904,134,700 77,841,275 8.6

1,522,247,000 1,673,790,000 110.0 1,625,216,784 3.2 97.1 4,100,000 44,473,216 2.7 1,759,264,211 △ 134,047,427 △ 7.6

6,707,103,000 7,155,927,450 106.7 6,506,935,408 12.6 90.9 616,878,959 32,113,083 0.4 8,848,841,837 △ 2,341,906,429 △ 26.5

2,062,997,000 2,151,077,000 104.3 1,875,067,464 3.7 87.2 263,826,000 12,183,536 0.6 1,474,811,055 400,256,409 27.1

7,369,612,000 7,871,168,919 106.8 7,518,569,531 14.6 95.5 180,861,207 171,738,181 2.2 8,128,618,448 △ 610,048,917 △ 7.5

8,000,000 33,640,000 420.5 25,559,388 0.1 76.0 0 8,080,612 24.0 47,227,405 △ 21,668,017 △ 45.9

7,327,633,000 7,211,823,000 98.4 7,210,709,678 14.0 100.0 0 1,113,322 0.1 7,509,187,434 △ 298,477,756 △ 4.0

3,000,000 3,000,000 100.0 0 0.0 0.0 0 3,000,000 100.0 0 0 0.0

10,000,000 9,064,000 90.6 0 0.0 0.0 0 9,064,000 100.0 0 0 0.0

49,946,000,000 53,750,596,668 107.6 51,511,954,586 100.0 95.8 1,535,154,300 703,487,782 1.3 53,105,906,268 △ 1,593,951,682 △ 3.0

予　算　現　額 支　　出　　済　　 額

増減率
（Ｃ/Ｂ）金　　　額

比　　　　　　較

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額
（Ｂ）

翌年度への
繰  越  額

不　　用　　額

予算現額
に対する
比　　率

予算現額
に対する
比　　率

 　　　　 （単位：円・％）
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　第３表　　一般会計財源別内訳表（自主財源・依存財源）

金　　　　額
構成
比率

指　数 金　　　　額
構成
比率

指　数

税市 17,199,725,818 31.4 100 17,316,112,664 32.9 101

分 担 金 及 び 負 担 金 919,027,202 1.7 100 834,946,170 1.6 91

使 用 料 及 び 手 数 料 430,861,626 0.8 100 435,950,115 0.8 101

財 産 収 入 300,532,442 0.5 100 242,296,482 0.5 81

寄 附 金 8,186,978 0.0 100 21,082,358 0.0 258

繰 入 金 25,149,158 0.0 100 19,056,298 0.0 76

繰 越 金 1,080,728,607 2.0 100 1,689,730,310 3.2 156

諸 収 入 1,255,352,727 2.3 100 848,778,473 1.6 68

小　　　　　計 21,219,564,558 38.7 100 21,407,952,870 40.6 101

地 方 譲 与 税 342,575,005 0.6 100 382,686,006 0.7 112

利 子 割 交 付 金 37,306,000 0.1 100 30,360,000 0.1 81

配 当 割 交 付 金 90,345,000 0.2 100 71,182,000 0.1 79

株式等譲渡所得割交付金 55,315,000 0.1 100 74,915,000 0.1 135

地 方 消 費 税 交 付 金 1,312,072,000 2.4 100 2,248,680,000 4.3 171

自 動 車 取 得 税 交 付 金 54,109,000 0.1 100 91,442,000 0.2 169

地 方 特 例 交 付 金 79,246,000 0.1 100 78,778,000 0.1 99

地 方 交 付 税 12,668,797,000 23.1 100 11,472,335,000 21.8 91

交通安全対策特別交付金 13,812,000 0.0 100 14,795,000 0.0 107

国 庫 支 出 金 7,067,892,950 12.9 100 6,091,807,552 11.6 86

県 支 出 金 3,444,202,065 6.3 100 3,466,137,334 6.6 101

債市 8,410,400,000 15.4 100 7,266,141,000 13.8 86

小　　　　　計 33,576,072,020 61.3 100 31,289,258,892 59.4 93

54,795,636,578 100.0 100 52,697,211,762 100.0 96

 （単位：円・％）

合　　　　　　　計

依

存

財

源

自

主

財

源

区　　　　　　分

平成２６年度

（H26.4.1～H27.3.31）

平成２７年度

（H27.4.1～H28.3.31）
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　第３表　　一般会計財源別内訳表（自主財源・依存財源）

金　　　　額
構成
比率

指　数 金　　　　額
構成
比率

指　数

税市 17,199,725,818 31.4 100 17,316,112,664 32.9 101

分 担 金 及 び 負 担 金 919,027,202 1.7 100 834,946,170 1.6 91

使 用 料 及 び 手 数 料 430,861,626 0.8 100 435,950,115 0.8 101

財 産 収 入 300,532,442 0.5 100 242,296,482 0.5 81

寄 附 金 8,186,978 0.0 100 21,082,358 0.0 258

繰 入 金 25,149,158 0.0 100 19,056,298 0.0 76

繰 越 金 1,080,728,607 2.0 100 1,689,730,310 3.2 156

諸 収 入 1,255,352,727 2.3 100 848,778,473 1.6 68

小　　　　　計 21,219,564,558 38.7 100 21,407,952,870 40.6 101

地 方 譲 与 税 342,575,005 0.6 100 382,686,006 0.7 112

利 子 割 交 付 金 37,306,000 0.1 100 30,360,000 0.1 81

配 当 割 交 付 金 90,345,000 0.2 100 71,182,000 0.1 79

株式等譲渡所得割交付金 55,315,000 0.1 100 74,915,000 0.1 135

地 方 消 費 税 交 付 金 1,312,072,000 2.4 100 2,248,680,000 4.3 171

自 動 車 取 得 税 交 付 金 54,109,000 0.1 100 91,442,000 0.2 169

地 方 特 例 交 付 金 79,246,000 0.1 100 78,778,000 0.1 99

地 方 交 付 税 12,668,797,000 23.1 100 11,472,335,000 21.8 91

交通安全対策特別交付金 13,812,000 0.0 100 14,795,000 0.0 107

国 庫 支 出 金 7,067,892,950 12.9 100 6,091,807,552 11.6 86

県 支 出 金 3,444,202,065 6.3 100 3,466,137,334 6.6 101

債市 8,410,400,000 15.4 100 7,266,141,000 13.8 86

小　　　　　計 33,576,072,020 61.3 100 31,289,258,892 59.4 93

54,795,636,578 100.0 100 52,697,211,762 100.0 96

 （単位：円・％）

合　　　　　　　計

依

存

財

源

自

主

財

源

区　　　　　　分

平成２６年度

（H26.4.1～H27.3.31）

平成２７年度

（H27.4.1～H28.3.31）

　　　　（特定財源・一般財源）
）％・円：位単（

金　　　　額
構成
比率

指　数 金　　　　額
構成
比率

指　数

分 担 金 及 び 負 担 金 919,027,202 1.7 100 834,946,170 1.6 91

使 用 料 及 び 手 数 料 430,861,626 0.8 100 435,950,115 0.8 101

国 庫 支 出 金 7,067,892,950 12.9 100 6,091,807,552 11.6 86

県 支 出 金 3,444,202,065 6.3 100 3,466,137,334 6.6 101

財 産 収 入 300,532,442 0.5 100 242,296,482 0.5 81

寄 附 金 8,186,978 0.0 100 21,082,358 0.0 258

繰 入 金 25,149,158 0.0 100 19,056,298 0.0 76

繰 越 金 1,080,728,607 2.0 100 1,689,730,310 3.2 156

諸 収 入 1,255,352,727 2.3 100 848,778,473 1.6 68

債市 8,410,400,000 15.4 100 7,266,141,000 13.8 86

小　　　　　計 22,942,333,755 41.9 100 20,915,926,092 39.7 91

税市 17,199,725,818 31.4 100 17,316,112,664 32.9 101

地 方 譲 与 税 342,575,005 0.6 100 382,686,006 0.7 112

利 子 割 交 付 金 37,306,000 0.1 100 30,360,000 0.1 81

配 当 割 交 付 金 90,345,000 0.2 100 71,182,000 0.1 79

株式等譲渡所得割交付金 55,315,000 0.1 100 74,915,000 0.1 135

地 方 消 費 税 交 付 金 1,312,072,000 2.4 100 2,248,680,000 4.3 171

自 動 車 取 得 税 交 付 金 54,109,000 0.1 100 91,442,000 0.2 169

地 方 特 例 交 付 金 79,246,000 0.1 100 78,778,000 0.1 99

地 方 交 付 税 12,668,797,000 23.1 100 11,472,335,000 21.8 91

交通安全対策特別交付金 13,812,000 0.0 100 14,795,000 0.0 107

小　　　　　計 31,853,302,823 58.1 100 31,781,285,670 60.3 100

54,795,636,578 100.0 100 52,697,211,762 100.0 96合　　　　　　　計

一

般

財

源

区　　　　　　分

特

定

財

源

度年７２成平度年６２成平

（H26.4.1～H27.3.31） （H27.4.1～H28.3.31）



－ 112 －

1 市 民 税 7,993,432,000 8,279,732,506 7,990,614,096 87,588,866 8,078,202,962

2 固 定 資 産 税 7,366,900,000 8,151,000,313 7,492,185,452 84,597,473 7,576,782,925

3 軽 自 動 車 税 235,700,000 246,908,551 237,845,039 3,150,716 240,995,755

4 市 た ば こ 税 668,000,000 708,971,757 708,925,643 0 708,925,643

5 鉱 産 税 10,000 10,474 10,474 0 10,474

6 入 湯 税 4,100,000 6,052,950 6,052,950 0 6,052,950

7 都 市 計 画 税 689,300,000 759,411,073 697,350,495 7,791,460 705,141,955

16,957,442,000 18,152,087,624 17,132,984,149 183,128,515 17,316,112,664

2,485,605,000 3,278,735,584 2,398,768,657 178,879,545 2,577,648,202

収　　　　　入　　　　　済　　　

滞納繰越分 計

国民健康保険税

　第４表　　市税収入状況表　　

予 算 現 額 調 定 額

現年課税分

区　　　　分

合　　　　計
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1 市 民 税 7,993,432,000 8,279,732,506 7,990,614,096 87,588,866 8,078,202,962

2 固 定 資 産 税 7,366,900,000 8,151,000,313 7,492,185,452 84,597,473 7,576,782,925

3 軽 自 動 車 税 235,700,000 246,908,551 237,845,039 3,150,716 240,995,755

4 市 た ば こ 税 668,000,000 708,971,757 708,925,643 0 708,925,643

5 鉱 産 税 10,000 10,474 10,474 0 10,474

6 入 湯 税 4,100,000 6,052,950 6,052,950 0 6,052,950

7 都 市 計 画 税 689,300,000 759,411,073 697,350,495 7,791,460 705,141,955

16,957,442,000 18,152,087,624 17,132,984,149 183,128,515 17,316,112,664

2,485,605,000 3,278,735,584 2,398,768,657 178,879,545 2,577,648,202

収　　　　　入　　　　　済　　　

滞納繰越分 計

国民健康保険税

　第４表　　市税収入状況表　　

予 算 現 額 調 定 額

現年課税分

区　　　　分

合　　　　計

 （単位：円・％）

46.6 101.1 97.6 54,450,641 131,879,342 186,329,983 120,430,952 1.5

43.8 102.8 93.0 54,542,322 245,486,440 300,028,762 △ 24,393,135 △ 0.3

1.4 102.2 97.6 1,571,461 3,696,235 5,267,696 7,437,182 3.2

4.1 106.1 100.0 0 46,114 46,114 18,282,823 2.6

0.0 104.7 100.0 0 0 0 435 4.3

0.0 147.6 100.0 0 0 0 △ 2,350,800 △ 28.0

4.1 102.3 92.9 6,597,605 46,119,418 52,717,023 △ 3,020,611 △ 0.4

100.0 102.1 95.4 117,162,029 427,227,549 544,389,578 116,386,846 0.7

100.0 103.7 78.6 124,147,343 538,374,213 662,521,556 △ 83,721,992 △ 3.1

予算現額
に対する
比　　率

調 定 額
に対する
比    率

　　額

現年課税分 滞納繰越分

前年度に対する増減収 　入 　未 　済 　額

構成
比率

計 増　減　額 増減率
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1 国 民 健 康 保 険 税 2,485,605,000 3,278,735,584 131.9 2,577,648,202 19.5

現 年 課 税 分 2,355,655,000 2,522,922,500 107.1 2,398,768,657 18.1

滞 納 繰 越 分 129,950,000 755,813,084 581.6 178,879,545 1.4

2 国 民 健 康 保 険 料 42,000 579,800 1,380.5 42,000 0.0

滞 納 繰 越 分 42,000 579,800 1,380.5 42,000 0.0

3 国 庫 支 出 金 2,370,051,000 2,365,554,363 99.8 2,365,554,363 17.9

4 療養給付費交付金 449,746,000 449,746,995 100.0 449,746,995 3.4

5 前期高齢者交付金 3,703,881,000 3,703,881,386 100.0 3,703,881,386 28.0

6 県 支 出 金 532,565,000 528,160,698 99.2 528,160,698 4.0

7 共 同 事 業 交 付 金 2,548,300,000 2,575,400,219 101.1 2,575,400,219 19.4

8 財 産 収 入 342,000 348,129 101.8 348,129 0.0

9 繰 入 金 904,870,000 891,387,047 98.5 891,387,047 6.7

10 繰 越 金 134,389,000 134,389,917 100.0 134,389,917 1.0

11 諸 収 入 9,894,000 24,841,087 251.1 24,759,810 0.1

13,139,685,000 13,953,025,225 106.2 13,251,318,766 100.0合　　　　　計

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額

金　　　額
（Ａ）

  第５表　　平成27年度　国民健康保険特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

【　歳　入　】
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1 国 民 健 康 保 険 税 2,485,605,000 3,278,735,584 131.9 2,577,648,202 19.5

現 年 課 税 分 2,355,655,000 2,522,922,500 107.1 2,398,768,657 18.1

滞 納 繰 越 分 129,950,000 755,813,084 581.6 178,879,545 1.4

2 国 民 健 康 保 険 料 42,000 579,800 1,380.5 42,000 0.0

滞 納 繰 越 分 42,000 579,800 1,380.5 42,000 0.0

3 国 庫 支 出 金 2,370,051,000 2,365,554,363 99.8 2,365,554,363 17.9

4 療養給付費交付金 449,746,000 449,746,995 100.0 449,746,995 3.4

5 前期高齢者交付金 3,703,881,000 3,703,881,386 100.0 3,703,881,386 28.0

6 県 支 出 金 532,565,000 528,160,698 99.2 528,160,698 4.0

7 共 同 事 業 交 付 金 2,548,300,000 2,575,400,219 101.1 2,575,400,219 19.4

8 財 産 収 入 342,000 348,129 101.8 348,129 0.0

9 繰 入 金 904,870,000 891,387,047 98.5 891,387,047 6.7

10 繰 越 金 134,389,000 134,389,917 100.0 134,389,917 1.0

11 諸 収 入 9,894,000 24,841,087 251.1 24,759,810 0.1

13,139,685,000 13,953,025,225 106.2 13,251,318,766 100.0合　　　　　計

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額

金　　　額
（Ａ）

  第５表　　平成27年度　国民健康保険特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

【　歳　入　】  　　　　 （単位：円・％）

平成26年度収入済額

103.7 78.6 662,521,556 99.9 20.2 2,661,370,194 △ 83,721,992 △ 3.1

101.8 95.1 124,147,343 18.7 4.9 2,509,294,624 △ 110,525,967 △ 4.4

137.7 23.7 538,374,213 81.2 71.2 152,075,570 26,803,975 17.6

100.0 7.2 146,100 0.0 25.2 70,624 △ 28,624 △ 40.5

100.0 7.2 146,100 0.0 25.2 70,624 △ 28,624 △ 40.5

99.8 100.0 0 0.0 0.0 2,547,366,557 △ 181,812,194 △ 7.1

100.0 100.0 0 0.0 0.0 679,342,786 △ 229,595,791 △ 33.8

100.0 100.0 0 0.0 0.0 3,164,992,181 538,889,205 17.0

99.2 100.0 0 0.0 0.0 564,411,807 △ 36,251,109 △ 6.4

101.1 100.0 0 0.0 0.0 1,263,093,462 1,312,306,757 103.9

101.8 100.0 0 0.0 0.0 348,316 △ 187 △ 0.1

98.5 100.0 0 0.0 0.0 655,839,179 235,547,868 35.9

100.0 100.0 0 0.0 0.0 57,739,167 76,650,750 132.8

250.3 99.7 81,277 0.1 0.3 28,374,468 △ 3,614,658 △ 12.7

100.8 95.0 662,748,933 100.0 4.7 11,622,948,741 1,628,370,025 14.0

増減率
（Ｃ／Ｂ）金　　　額

比　　　　　　較収　入　未　済　額

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額
（Ｂ）

調 定 額
に対する
比　 率

調 定 額
に対する
比　　率

予算現額
に対する
比　  率

　額

構成
比率
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1 総 務 費 164,020,000 166,270,000 101.4 162,449,112 1.2

2 保 険 給 付 費 8,029,670,000 8,202,824,000 102.2 8,192,401,495 62.6

療 養 諸 費 7,054,100,000 7,154,966,000 101.4 7,148,915,269 54.7

高 額 療 養 費 947,000,000 1,013,922,000 107.1 1,010,348,226 7.7

移 送 費 20,000 20,000 100.0 0 0.0

出 産 育 児 諸 費 21,000,000 26,366,000 125.6 25,588,000 0.2

葬 祭 諸 費 7,550,000 7,550,000 100.0 7,550,000 0.0

3
後 期 高 齢 者
支 援 金 等

1,452,747,000 1,359,133,000 93.6 1,359,131,748 10.4

4
前 期 高 齢 者
納 付 金 等

2,335,000 956,000 40.9 955,519 0.0

5 老人保健拠出金 58,000 58,000 100.0 47,052 0.0

6 介 護 納 付 金 581,368,000 487,255,000 83.8 487,254,867 3.7

7 共同事業拠出金 1,381,942,000 2,621,621,000 189.7 2,591,498,357 19.8

8 保 健 事 業 費 108,850,000 113,646,000 104.4 107,397,233 0.9

9 基 金 積 立 金 299,000 60,342,000 20181.3 60,341,129 0.5

11 諸 支 出 金 30,743,000 126,580,000 411.7 117,160,879 0.9

12 予 備 費 1,000,000 1,000,000 100.0 0 0.0

11,753,032,000 13,139,685,000 111.8 13,078,637,391 100.0合　　　　計

金　　　額
構成
比率

当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

【　歳　出　】

当初予算額

予　算　現　額 支　　出　　済　　 

区　　　　分
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1 総 務 費 164,020,000 166,270,000 101.4 162,449,112 1.2

2 保 険 給 付 費 8,029,670,000 8,202,824,000 102.2 8,192,401,495 62.6

療 養 諸 費 7,054,100,000 7,154,966,000 101.4 7,148,915,269 54.7

高 額 療 養 費 947,000,000 1,013,922,000 107.1 1,010,348,226 7.7

移 送 費 20,000 20,000 100.0 0 0.0

出 産 育 児 諸 費 21,000,000 26,366,000 125.6 25,588,000 0.2

葬 祭 諸 費 7,550,000 7,550,000 100.0 7,550,000 0.0

3
後 期 高 齢 者
支 援 金 等

1,452,747,000 1,359,133,000 93.6 1,359,131,748 10.4

4
前 期 高 齢 者
納 付 金 等

2,335,000 956,000 40.9 955,519 0.0

5 老人保健拠出金 58,000 58,000 100.0 47,052 0.0

6 介 護 納 付 金 581,368,000 487,255,000 83.8 487,254,867 3.7

7 共同事業拠出金 1,381,942,000 2,621,621,000 189.7 2,591,498,357 19.8

8 保 健 事 業 費 108,850,000 113,646,000 104.4 107,397,233 0.9

9 基 金 積 立 金 299,000 60,342,000 20181.3 60,341,129 0.5

11 諸 支 出 金 30,743,000 126,580,000 411.7 117,160,879 0.9

12 予 備 費 1,000,000 1,000,000 100.0 0 0.0

11,753,032,000 13,139,685,000 111.8 13,078,637,391 100.0合　　　　計

金　　　額
構成
比率

当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

【　歳　出　】

当初予算額

予　算　現　額 支　　出　　済　　 

区　　　　分

 　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

97.7 0 3,820,888 2.3 155,741,685 6,707,427 4.3

99.9 0 10,422,505 0.1 7,825,176,259 367,225,236 4.7

99.9 0 6,050,731 0.1 6,889,921,459 258,993,810 3.8

99.6 0 3,573,774 0.4 897,228,222 113,120,004 12.6

0.0 0 20,000 100.0 0 0 0.0

99.9 0 778,000 3.0 30,626,578 △ 5,038,578 △ 16.5

100.0 0 0 0.0 7,400,000 150,000 2.0

99.9 0 1,252 0.0 1,377,442,068 △ 18,310,320 △ 1.3

99.9 0 481 0.1 1,099,046 △ 143,527 △ 13.1

81.1 0 10,948 18.9 47,052 0 0.0

99.9 0 133 0.0 575,697,192 △ 88,442,325 △ 15.4

98.9 0 30,122,643 1.1 1,210,899,659 1,380,598,698 114.0

94.5 0 6,248,767 5.5 104,394,404 3,002,829 2.9

100.0 0 871 0.0 348,316 59,992,813 17,223.7

92.6 0 9,419,121 7.4 237,713,143 △ 120,552,264 △ 50.7

0.0 0 1,000,000 100.0 0 0 0.0

99.5 0 61,047,609 0.5 11,488,558,824 1,590,078,567 13.8

額

増減率
（Ｃ/Ｂ）金　　　額

比　　　　　　較

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額
（Ｂ）

翌年度への
繰  越  額

不　　用　　額

予算現額
に対する
比　　率

予算現額
に対する
比　　率
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【 歳 入 】

1 保 険 料 784,936,000 783,233,507 99.8 779,086,129 74.1

2 使用料及び手数料 5,000 0 0.0 0 0.0

3 繰 入 金 271,829,000 268,429,690 98.7 268,429,690 25.5

4 繰 越 金 2,481,000 2,480,510 99.9 2,480,510 0.2

5 諸 収 入 2,265,000 1,794,046 79.2 1,794,046 0.2

1,061,516,000 1,055,937,753 99.5 1,051,790,375 100.0

【 歳 出 】

1 総 務 費 11,146,000 11,146,000 100.0 10,283,138 1.0

2 広域連合納付金 1,035,774,000 1,048,160,000 101.2 1,037,401,125 98.8

3 諸 支 出 金 2,210,000 2,210,000 100.0 1,794,046 0.2

1,049,130,000 1,061,516,000 101.2 1,049,478,309 100.0

　第６表　　平成27年度　後期高齢者医療特別会計歳入歳出款別一覧表

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額 収　　入　　済　

金　　　額
予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

構成
比率

合　　　　　計

区　　　　分 当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

構成
比率

合　　　　計
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【 歳 入 】

1 保 険 料 784,936,000 783,233,507 99.8 779,086,129 74.1

2 使用料及び手数料 5,000 0 0.0 0 0.0

3 繰 入 金 271,829,000 268,429,690 98.7 268,429,690 25.5

4 繰 越 金 2,481,000 2,480,510 99.9 2,480,510 0.2

5 諸 収 入 2,265,000 1,794,046 79.2 1,794,046 0.2

1,061,516,000 1,055,937,753 99.5 1,051,790,375 100.0

【 歳 出 】

1 総 務 費 11,146,000 11,146,000 100.0 10,283,138 1.0

2 広域連合納付金 1,035,774,000 1,048,160,000 101.2 1,037,401,125 98.8

3 諸 支 出 金 2,210,000 2,210,000 100.0 1,794,046 0.2

1,049,130,000 1,061,516,000 101.2 1,049,478,309 100.0

　第６表　　平成27年度　後期高齢者医療特別会計歳入歳出款別一覧表

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額 収　　入　　済　

金　　　額
予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

構成
比率

合　　　　　計

区　　　　分 当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

構成
比率

合　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

99.3 99.5 100.0 0.5 794,688,967 △ 15,602,838 △ 2.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0

98.7 100.0 0.0 0.0 258,249,840 10,179,850 3.9

99.9 100.0 0.0 0.0 2,753,852 △ 273,342 △ 9.9

79.2 100.0 0.0 0.0 686,238 1,107,808 161.4

99.1 99.6 100.0 0.4 1,056,378,897 △ 4,588,522 △ 0.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

4.0458,14482,142,017.73.29

5.0△047,965,5△568,079,240,10.10.99

4.161808,701,1832,6868.812.18

4.0△870,024,4△783,898,350,11.19.89

　額 収　入　未　済　額 比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

調 定 額
に対する
比　 率

金　　　額
（Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

増減率
（Ｃ／Ｂ）

0

構成
比率

調 定 額
に対する
比　　率

金　　　額

0

3,862,669

0

3,862,669

0

翌年度への繰越額

不　用　額

予算現額
に対する
比　  率

12,037,691

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
差引増減額

（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）
金　　　額

（Ｂ）

0 415,954

増減率
（Ｃ/Ｂ）

0 862,862

0 10,758,875

0
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1 保 険 料 2,010,260,000 2,238,752,900 111.4 2,192,024,465 24.6

2 使 用 料 及 び 手 数 料 10,000 0 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 1,853,691,000 1,840,030,473 99.3 1,840,030,473 20.6

4 支 払 基 金 交 付 金 2,293,015,000 2,307,325,000 100.6 2,307,325,000 25.8

5 県 支 出 金 1,261,823,000 1,280,437,180 101.5 1,280,437,180 14.3

6 財 産 収 入 97,000 90,506 93.3 90,506 0.0

7 寄 附 金 1,000 0 0.0 0 0.0

8 繰 入 金 1,209,024,000 1,193,782,303 98.7 1,193,782,303 13.4

9 繰 越 金 106,837,000 106,835,953 100.0 106,835,953 1.2

10 諸 収 入 2,263,000 4,712,159 208.2 4,712,159 0.1

8,737,021,000 8,971,966,474 102.7 8,925,238,039 100.0

　第７表　　平成27年度　介護保険特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

合　　　　　計

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額

【　歳　入　】
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1 保 険 料 2,010,260,000 2,238,752,900 111.4 2,192,024,465 24.6

2 使 用 料 及 び 手 数 料 10,000 0 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 1,853,691,000 1,840,030,473 99.3 1,840,030,473 20.6

4 支 払 基 金 交 付 金 2,293,015,000 2,307,325,000 100.6 2,307,325,000 25.8

5 県 支 出 金 1,261,823,000 1,280,437,180 101.5 1,280,437,180 14.3

6 財 産 収 入 97,000 90,506 93.3 90,506 0.0

7 寄 附 金 1,000 0 0.0 0 0.0

8 繰 入 金 1,209,024,000 1,193,782,303 98.7 1,193,782,303 13.4

9 繰 越 金 106,837,000 106,835,953 100.0 106,835,953 1.2

10 諸 収 入 2,263,000 4,712,159 208.2 4,712,159 0.1

8,737,021,000 8,971,966,474 102.7 8,925,238,039 100.0

　第７表　　平成27年度　介護保険特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

合　　　　　計

区　　　　分 予 算 現 額

調　　定　　額

【　歳　入　】  　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度収入済額

109.0 97.9 43,059,172 100.0 1.9 1,933,733,001 258,291,464 13.4

0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0

99.3 100.0 0 0.0 0.0 1,834,401,746 5,628,727 0.3

100.6 100.0 0 0.0 0.0 2,330,506,000 △ 23,181,000 △ 1.0

101.5 100.0 0 0.0 0.0 1,389,799,096 △ 109,361,916 △ 7.9

93.3 100.0 0 0.0 0.0 20,914 69,592 332.8

0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0

98.7 100.0 0 0.0 0.0 1,165,714,582 28,067,721 2.4

99.9 100.0 0 0.0 0.0 69,793,331 37,042,622 53.1

208.2 100.0 0 0.0 0.0 1,463,315 3,248,844 222.0

102.2 99.5 43,059,172 100.0 0.5 8,725,431,985 199,806,054 2.3

　額

予算現額
に対する
比　  率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

金　　　額

比　　　　　　較収　入　未　済　額

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

調 定 額
に対する
比　 率

金　　　額
（Ｂ）

構成
比率

調 定 額
に対する
比　　率
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1 総 務 費 154,828,000 288,587,000 186.4 282,930,147 3.3

2 保 険 給 付 費 8,550,759,000 8,165,359,000 95.5 8,084,850,291 93.6

居 宅
サービス給付費

3,596,725,000 3,467,254,000 96.4 3,467,253,850 40.1

地 域 密 着 型
サービス給付費

941,677,000 803,373,000 85.3 803,372,906 9.3

施 設
サービス給付費

2,981,359,000 2,845,316,000 95.4 2,845,315,549 32.9

福祉用具購入費 7,843,000 7,843,000 100.0 6,087,948 0.1

住 宅 改 修 費 38,246,000 38,246,000 100.0 31,933,226 0.4

サ ー ビ ス 計 画
給 付 費

352,846,000 360,175,000 102.1 360,174,073 4.2

高額サービス費 168,370,000 179,459,000 106.6 177,866,310 2.1

特定入所者介護
サ ー ビ ス 等 費

455,035,000 455,035,000 100.0 386,675,657 4.5

審査支払手数料 8,658,000 8,658,000 100.0 6,170,772 0.0

3
財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

1,000 1,000 100.0 0 0.0

4 地域支援事業費 176,105,000 172,665,000 98.0 158,170,721 1.8

5 基 金 積 立 金 2,000 29,994,000 1,499,700.0 29,986,673 0.4

7 諸 支 出 金 1,621,000 80,405,000 4,960.2 80,339,601 0.9

9 予 備 費 10,000 10,000 100.0 0 0.0

8,883,326,000 8,737,021,000 98.4 8,636,277,433 100.0合　　　　計

支　　出　　済　　 

区　　　　分

予　算　現　額

当初予算額

【　歳　出　】

金　　　額
構成
比率

当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）
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1 総 務 費 154,828,000 288,587,000 186.4 282,930,147 3.3

2 保 険 給 付 費 8,550,759,000 8,165,359,000 95.5 8,084,850,291 93.6

居 宅
サービス給付費

3,596,725,000 3,467,254,000 96.4 3,467,253,850 40.1

地 域 密 着 型
サービス給付費

941,677,000 803,373,000 85.3 803,372,906 9.3

施 設
サービス給付費

2,981,359,000 2,845,316,000 95.4 2,845,315,549 32.9

福祉用具購入費 7,843,000 7,843,000 100.0 6,087,948 0.1

住 宅 改 修 費 38,246,000 38,246,000 100.0 31,933,226 0.4

サ ー ビ ス 計 画
給 付 費

352,846,000 360,175,000 102.1 360,174,073 4.2

高額サービス費 168,370,000 179,459,000 106.6 177,866,310 2.1

特定入所者介護
サ ー ビ ス 等 費

455,035,000 455,035,000 100.0 386,675,657 4.5

審査支払手数料 8,658,000 8,658,000 100.0 6,170,772 0.0

3
財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

1,000 1,000 100.0 0 0.0

4 地域支援事業費 176,105,000 172,665,000 98.0 158,170,721 1.8

5 基 金 積 立 金 2,000 29,994,000 1,499,700.0 29,986,673 0.4

7 諸 支 出 金 1,621,000 80,405,000 4,960.2 80,339,601 0.9

9 予 備 費 10,000 10,000 100.0 0 0.0

8,883,326,000 8,737,021,000 98.4 8,636,277,433 100.0合　　　　計

支　　出　　済　　 

区　　　　分

予　算　現　額

当初予算額

【　歳　出　】

金　　　額
構成
比率

当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

 　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

98.0 0 5,656,853 2.0 464,736,434 △ 181,806,287 △ 39.1

99.0 0 80,508,709 1.0 7,904,508,628 180,341,663 2.3

99.9 0 150 0.0 3,454,271,648 12,982,202 0.4

99.9 0 94 0.0 633,005,578 170,367,328 26.9

99.9 0 451 0.0 2,886,419,862 △ 41,104,313 △ 1.4

77.6 0 1,755,052 22.4 6,525,387 △ 437,439 △ 6.7

83.5 0 6,312,774 16.5 31,249,019 684,207 2.2

100.0 0 927 0.0 345,544,475 14,629,598 4.2

99.1 0 1,592,690 0.9 151,444,721 26,421,589 17.4

85.0 0 68,359,343 15.0 391,291,886 △ 4,616,229 △ 1.2

71.3 0 2,487,228 28.7 4,756,052 1,414,720 29.7

0.0 0 1,000 100.0 0 0 0.0

91.6 0 14,494,279 8.4 162,780,610 △ 4,609,889 △ 2.8

99.9 0 7,327 0.0 38,277,791 △ 8,291,118 △ 21.7

99.9 0 65,399 0.1 48,292,569 32,047,032 66.4

0.0 0 10,000 100.0 0 0 0.0

98.8 0 100,743,567 1.2 8,618,596,032 17,681,401 0.2

金　　　額
（Ｂ）

額

予算現額
に対する
比　　率

翌年度への
繰  越  額

不　　用　　額

予算現額
に対する
比　　率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額

比　　　　　　較

増減率
（Ｃ/Ｂ）
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【 歳 入 】

1 分担金及び負担金 1,000 1,666,280 166,628.0 1,666,280 0.6

2 使用料及び手数料 56,597,000 55,240,824 97.6 52,500,987 17.2

4 県 支 出 金 8,900,000 8,900,000 100.0 8,900,000 2.9

5 財 産 収 入 1,000 668 66.8 668 0.0

6 繰 入 金 235,673,000 230,000,000 97.6 230,000,000 75.5

7 繰 越 金 1,000 167,466 16,746.6 167,466 0.1

8 諸 収 入 5,777,000 5,733,420 99.2 5,733,420 1.9

9 市 債 5,600,000 5,600,000 100.0 5,600,000 1.8

312,550,000 307,308,658 98.3 304,568,821 100.0

【 歳 出 】

1 給 水 事 業 費 162,033,000 148,676,000 91.8 141,052,527 46.3

2 公 債 費 163,774,000 163,774,000 100.0 163,336,056 53.7

3 予 備 費 100,000 100,000 100.0 0 0.0

325,907,000 312,550,000 95.9 304,388,583 100.0合　　　　計

当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

　第８表　　平成２７年度　簡易水道事業特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額

調　　定　　額

区　　　　分

合　　　　　計

構成
比率

区　　　　分
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【 歳 入 】

1 分担金及び負担金 1,000 1,666,280 166,628.0 1,666,280 0.6

2 使用料及び手数料 56,597,000 55,240,824 97.6 52,500,987 17.2

4 県 支 出 金 8,900,000 8,900,000 100.0 8,900,000 2.9

5 財 産 収 入 1,000 668 66.8 668 0.0

6 繰 入 金 235,673,000 230,000,000 97.6 230,000,000 75.5

7 繰 越 金 1,000 167,466 16,746.6 167,466 0.1

8 諸 収 入 5,777,000 5,733,420 99.2 5,733,420 1.9

9 市 債 5,600,000 5,600,000 100.0 5,600,000 1.8

312,550,000 307,308,658 98.3 304,568,821 100.0

【 歳 出 】

1 給 水 事 業 費 162,033,000 148,676,000 91.8 141,052,527 46.3

2 公 債 費 163,774,000 163,774,000 100.0 163,336,056 53.7

3 予 備 費 100,000 100,000 100.0 0 0.0

325,907,000 312,550,000 95.9 304,388,583 100.0合　　　　計

当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

　第８表　　平成２７年度　簡易水道事業特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額

調　　定　　額

区　　　　分

合　　　　　計

構成
比率

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

166,628.0 100.0 0.0 0.0 1,481,138 185,142 12.5

92.8 95.0 100.0 4.0 51,023,199 1,477,788 2.9

100.0 100.0 0.0 0.0 9,396,000 △ 496,000 △ 5.3

66.8 100.0 0.0 0.0 666 2 0.3

97.6 100.0 0.0 0.0 244,390,000 △ 14,390,000 △ 5.9

16,746.6 100.0 0.0 0.0 184,758 △ 17,292 △ 9.4

99.2 100.0 0.0 0.0 7,939,317 △ 2,205,897 △ 27.8

100.0 100.0 0.0 0.0 24,500,000 △ 18,900,000 △ 77.1

97.4 99.1 100.0 0.7 338,915,078 △ 34,346,257 △ 10.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

4.51△138,916,52△853,276,6611.59.49

1.5△891,937,8△452,570,2713.07.99

0.0000.0010.0

1.01△920,953,43△216,747,8336.24.79

437,944

0

0 100,000

翌年度への繰越額

金　　　額

0

0

0

0

0

増減率
（Ｃ/Ｂ）

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

不　用　額

金　　　額
（Ｂ）

0 8,161,417

7,623,473

　　額

調 定 額
に対する
比　 率

比　　　　　　較

調 定 額
に対する
比　　率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

収　入　未　済　額

金　　　額
金　　　額

（Ｂ）
構成
比率

予算現額
に対する
比　  率

0

2,208,247

予算現額
に対する
比　  率

0

0

2,208,247
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【 歳 入 】

1 使用料及び手数料 35,340,000 35,340,000 100.0 35,340,000 99.5

2 財 産 収 入 11,000 13,626 123.9 13,626 0.1

4 繰 越 金 155,000 154,263 99.5 154,263 0.4

35,506,000 35,507,889 100.0 35,507,889 100.0

【 歳 出 】

1 管 理 費 2,345,000 2,345,000 100.0 2,277,971 6.4

3 公 債 費 20,950,000 20,950,000 100.0 20,949,520 59.1

4 諸 支 出 金 741,000 12,211,000 1647.9 12,211,000 34.5

24,036,000 35,506,000 147.7 35,438,491 100.0

区　　　　分

合　　　　　計

　第９表　　平成２７年度　墓地公苑特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額

区　　　　分 当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

調　　定　　額

構成
比率

合　　　　計

金　　　額
（Ａ）
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【 歳 入 】

1 使用料及び手数料 35,340,000 35,340,000 100.0 35,340,000 99.5

2 財 産 収 入 11,000 13,626 123.9 13,626 0.1

4 繰 越 金 155,000 154,263 99.5 154,263 0.4

35,506,000 35,507,889 100.0 35,507,889 100.0

【 歳 出 】

1 管 理 費 2,345,000 2,345,000 100.0 2,277,971 6.4

3 公 債 費 20,950,000 20,950,000 100.0 20,949,520 59.1

4 諸 支 出 金 741,000 12,211,000 1647.9 12,211,000 34.5

24,036,000 35,506,000 147.7 35,438,491 100.0

区　　　　分

合　　　　　計

　第９表　　平成２７年度　墓地公苑特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額

区　　　　分 当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

調　　定　　額

構成
比率

合　　　　計

金　　　額
（Ａ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

100.0 100.0 0.0 0.0 40,455,000 △ 5,115,000 △ 12.6

123.9 100.0 0.0 0.0 9,098 4,528 49.8

99.5 100.0 0.0 0.0 103,522 50,741 49.0

100.0 100.0 0.0 0.0 40,567,620 △ 5,059,731 △ 12.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

8.801437,681,1732,190,19.21.79

3.1△006,682△021,632,120.00.001

5.23△000,578,5△000,680,810.00.001

3.21△668,479,4△753,314,042.08.99

0 0

比　　　　　　較

調 定 額
に対する
比　　率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

構成
比率

予算現額
に対する
比　  率

収　入　未　済　額　額

調 定 額
に対する
比　 率

増減率
（Ｃ/Ｂ）

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

不　用　額

金　　　額
（Ｂ）

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額

0 67,509

0

480

0 67,029

0

金　　　額
（Ｂ）

0

翌年度への繰越額

0

0

金　　　額
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【 歳 入 】

1 分担金及び負担金 0 442,994 ― 442,994 1.2

2 使用料及び手数料 12,449,000 12,176,409 97.8 11,311,075 30.3

3 県 支 出 金 3,083,000 3,083,000 100.0 3,083,000 8.3

4 繰 入 金 24,074,000 22,431,355 93.2 22,431,355 60.2

39,606,000 38,133,758 96.3 37,268,424 100.0

【 歳 出 】

2 管 理 費 18,718,000 27,007,000 144.3 24,669,686 66.2

3 公 債 費 12,599,000 12,599,000 100.0 12,598,738 33.8

31,317,000 39,606,000 126.5 37,268,424 100.0合　　　　計

調　　定　　額

構成
比率

区　　　　分 当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

合　　　　　計

　第１０表　　平成２７年度　温泉事業特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額区　　　　分
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【 歳 入 】

1 分担金及び負担金 0 442,994 ― 442,994 1.2

2 使用料及び手数料 12,449,000 12,176,409 97.8 11,311,075 30.3

3 県 支 出 金 3,083,000 3,083,000 100.0 3,083,000 8.3

4 繰 入 金 24,074,000 22,431,355 93.2 22,431,355 60.2

39,606,000 38,133,758 96.3 37,268,424 100.0

【 歳 出 】

2 管 理 費 18,718,000 27,007,000 144.3 24,669,686 66.2

3 公 債 費 12,599,000 12,599,000 100.0 12,598,738 33.8

31,317,000 39,606,000 126.5 37,268,424 100.0合　　　　計

調　　定　　額

構成
比率

区　　　　分 当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

合　　　　　計

　第１０表　　平成２７年度　温泉事業特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

― 100.0 0.0 0.0 417,208 25,786 6.2

90.9 92.9 100.0 7.1 12,363,674 △ 1,052,599 △ 8.5

100.0 100.0 0.0 0.0 3,083,000 0 0.0

93.2 100.0 0.0 0.0 21,438,173 993,182 4.6

94.1 97.7 100.0 2.3 37,302,055 △ 33,631 △ 0.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

8.22719,285,4967,680,027.83.19

8.62△845,616,4△682,512,710.09.99

1.0△136,33△550,203,739.51.49

0 262

0 2,337,314

増減率
（Ｃ／Ｂ）

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

不　用　額

金　　　額
金　　　額

（Ｂ）

0 2,337,576

予算現額
に対する
比　  率

金　　　額

0

865,334

翌年度への繰越額

0

865,334

0

　額

調 定 額
に対する
比　 率

比　　　　　　較

調 定 額
に対する
比　　率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

構成
比率

予算現額
に対する
比　  率

収　入　未　済　額

金　　　額
（Ｂ）
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【 歳 入 】

1 財 産 収 入 12,898,000 12,898,000 100.0 12,898,000 99.4

2 繰 入 金 0 0 ― 0 0.0

4 諸 収 入 84,000 81,807 97.4 81,807 0.6

12,982,000 12,979,807 99.9 12,979,807 100.0

【 歳 出 】

1 宅地造成事業費 0 9,289,000 0.0 9,288,240 71.6

2 公 債 費 3,693,000 3,693,000 100.0 3,691,567 28.4

3,693,000 12,982,000 351.5 12,979,807 100.0

区　　　　分 当初予算額 当初予算
に対する
比　　率

合　　　　　計

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額

調　　定　　額

区　　　　分

構成
比率

合　　　　計

金　　　額
（Ａ）

　第１１表　　平成27年度　宅地造成事業特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率
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【 歳 入 】

1 財 産 収 入 12,898,000 12,898,000 100.0 12,898,000 99.4

2 繰 入 金 0 0 ― 0 0.0

4 諸 収 入 84,000 81,807 97.4 81,807 0.6

12,982,000 12,979,807 99.9 12,979,807 100.0

【 歳 出 】

1 宅地造成事業費 0 9,289,000 0.0 9,288,240 71.6

2 公 債 費 3,693,000 3,693,000 100.0 3,691,567 28.4

3,693,000 12,982,000 351.5 12,979,807 100.0

区　　　　分 当初予算額 当初予算
に対する
比　　率

合　　　　　計

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額

金　　　額
（Ａ）

予 算 現 額

調　　定　　額

区　　　　分

構成
比率

合　　　　計

金　　　額
（Ａ）

　第１１表　　平成27年度　宅地造成事業特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

100.0 100.0 0.0 0.0 0 12,898,000 皆増

減皆845,992,7△845,992,7―0.0――

97.4 100.0 0.0 0.0 83,586 △ 1,779 △ 2.1

99.9 100.0 0.0 0.0 7,383,134 5,596,673 75.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

増皆042,882,900.09.99

0.05△765,196,3△431,383,70.09.99

8.57376,695,5431,383,70.09.99

0 1,433

760

0

翌年度への繰越額

0

0

0

増減率
（Ｃ／Ｂ）

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

不　用　額

金　　　額
金　　　額

（Ｂ）

0 2,193

予算現額
に対する
比　  率

0

予算現額
に対する
比　  率

収　入　未　済　額

金　　　額
調 定 額
に対する
比　 率

　額 比　　　　　　較

調 定 額
に対する
比　　率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額
（Ｂ）

構成
比率
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　第１２表　　平成２７年度　工業団地造成事業特別会計歳入歳出款別一覧表

【 歳 入 】

1 財 産 収 入 190,000 189,829 99.9 189,829 1.9

2 繰 入 金 7,384,000 7,380,712 100.0 7,380,712 72.5

5 市 債 2,600,000 2,600,000 100.0 2,600,000 25.6

10,174,000 10,170,541 100.0 10,170,541 100.0

【 歳 出 】

1
工 業 団 地
整 備 事 業 費

5,456,000 3,420,000 62.7 3,416,768 33.6

2 公 債 費 6,872,000 6,754,000 98.3 6,753,773 66.4

12,328,000 10,174,000 82.5 10,170,541 100.0

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

合　　　　　計

合　　　　計

構成
比率

区　　　　分 当初予算額

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

区　　　　分
金　　　額

（Ａ）

予 算 現 額

調　　定　　額
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　第１２表　　平成２７年度　工業団地造成事業特別会計歳入歳出款別一覧表

【 歳 入 】

1 財 産 収 入 190,000 189,829 99.9 189,829 1.9

2 繰 入 金 7,384,000 7,380,712 100.0 7,380,712 72.5

5 市 債 2,600,000 2,600,000 100.0 2,600,000 25.6

10,174,000 10,170,541 100.0 10,170,541 100.0

【 歳 出 】

1
工 業 団 地
整 備 事 業 費

5,456,000 3,420,000 62.7 3,416,768 33.6

2 公 債 費 6,872,000 6,754,000 98.3 6,753,773 66.4

12,328,000 10,174,000 82.5 10,170,541 100.0

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

合　　　　　計

合　　　　計

構成
比率

区　　　　分 当初予算額

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

区　　　　分
金　　　額

（Ａ）

予 算 現 額

調　　定　　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

99.9 100.0 0.0 0.0 189,797 32 0.0

99.9 100.0 0.0 0.0 6,496,738 883,974 13.6

100.0 100.0 0.0 0.0 13,400,000 △ 10,800,000 △ 80.6

99.9 100.0 0.0 0.0 20,086,535 △ 9,915,994 △ 49.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

3.57△082,814,01△840,538,311.09.99

0.8682,205784,152,60.09.99

4.94△499,519,9△535,680,020.09.99

0

0

0

0 3,232

0

増減率
（Ｃ／Ｂ）

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

不　用　額

金　　　額

227

翌年度への繰越額
金　　　額

（Ｂ）

0 3,459

予算現額
に対する
比　  率

0

比　　　　　　較

調 定 額
に対する
比　　率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額
（Ｂ）

　額

構成
比率

予算現額
に対する
比　  率

収　入　未　済　額

金　　　額
調 定 額
に対する
比　 率
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【 歳 入 】

1 財 産 収 入 15,616,000 20,155,520 129.1 20,155,520 89.8

2 繰 越 金 1,989,000 1,989,159 100.0 1,989,159 8.8

3 諸 収 入 309,000 307,559 99.5 307,559 1.4

4 繰 入 金 0 0 　0.0 0 0.0

17,914,000 22,452,238 125.3 22,452,238 100.0

【 歳 出 】

1 総 務 費 3,198,000 3,198,000 100.0 2,820,485 18.6

2 財 産 費 12,728,000 14,716,000 115.6 12,340,534 81.4

15,926,000 17,914,000 112.5 15,161,019 100.0

当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

調　　定　　額

合　　　　　計

合　　　　計

構成
比率

区　　　　分

　第１３表　　平成27年度　湊財産区特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

区　　　　分
金　　　額

（Ａ）

予 算 現 額
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【 歳 入 】

1 財 産 収 入 15,616,000 20,155,520 129.1 20,155,520 89.8

2 繰 越 金 1,989,000 1,989,159 100.0 1,989,159 8.8

3 諸 収 入 309,000 307,559 99.5 307,559 1.4

4 繰 入 金 0 0 　0.0 0 0.0

17,914,000 22,452,238 125.3 22,452,238 100.0

【 歳 出 】

1 総 務 費 3,198,000 3,198,000 100.0 2,820,485 18.6

2 財 産 費 12,728,000 14,716,000 115.6 12,340,534 81.4

15,926,000 17,914,000 112.5 15,161,019 100.0

当初予算額

予　算　現　額 支　出　済　額

金　　　額
当初予算
に対する
比　　率

金　　　額
（Ａ）

調　　定　　額

合　　　　　計

合　　　　計

構成
比率

区　　　　分

　第１３表　　平成27年度　湊財産区特別会計歳入歳出款別一覧表

金　　　額
構成
比率

収　　入　　済　

予算現額
に対する
比　  率

区　　　　分
金　　　額

（Ａ）

予 算 現 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
収 入 済 額

129.1 100.0 0.0 0.0 13,306,631 6,848,889 51.5

100.0 100.0 0.0 0.0 11,204,987 △ 9,215,828 △ 82.2

99.5 100.0 0.0 0.0 308,566 △ 1,007 △ 0.3

0.0 0.0 0 0.0 0.0 15,211,000 △ 15,211,000 皆減

125.3 100.0 0.0 0.0 40,031,184 △ 17,578,946 △ 43.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円・％）

平成26年度
支 出 済 額

4.1717,93867,087,28.112.88

0.56△327,029,22△752,162,531.619.38

1.06△600,188,22△520,240,834.516.48

0

予算現額
に対する
比　  率

0

増減率
（Ｃ／Ｂ）

比　　　　　　較

予算現額
に対する
比　  率

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

不　用　額

金　　　額

0 377,515

翌年度への繰越額
金　　　額

（Ｂ）

0

0

2,375,466

2,752,981

比　　　　　　較

調 定 額
に対する
比　　率

増減率
（Ｃ／Ｂ）

差引増減額
（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ）

金　　　額
（Ｂ）

　額

0

0

構成
比率

予算現額
に対する
比　  率

収　入　未　済　額

金　　　額
調 定 額
に対する
比　 率



監 査 第 ２ ８ 号

平成２８年８月２９日

白山市長  山田  憲昭  様  

白山市監査委員   北 田 幸 光 

白山市監査委員   西 川 寿 夫 

平 成 ２ ７ 年 度 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 

及び資金不足比率の審査意見の提出について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第

２２条第１項の規定により審査に付された平成２７年度決算に基

づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率並びにそれ

らの算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、別添

のとおりその意見を提出します。  



平成２７年度 健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書

第１ 審査の対象 

   平成２７年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率並びに 

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類。 

第２ 審査の期間 

平成２８年８月２日から平成２８年８月１９日まで 

第３ 審査の方法 

市長から提出された健全化判断比率及び各公営企業会計の資金不足比率並びにそれ 

  らの算定の基礎となる事項を記載した書類が、関係法令の規定に沿って作成されている 

  かなどに主眼を置き、証拠書類との照合を行うとともに、関係職員から説明を聴取する 

  などの方法により審査を実施した。 

第４ 審査の結果 

   審査に付された平成２７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びに 

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているも 

のと認められた。 

   各比率については次のとおりである。 

１．健全化判断比率  

（単位：％）

健全化判断比率 平成２７年度 早期健全化基準 

(1) 実 質 赤 字 比 率 ―  １１.７８ 

(2) 連結実質赤字比率 ―  １６.７８ 

(3) 実質公債費比率 １１.２ ２５.０ 

(4) 将 来 負 担 比 率 １２６.６ ３５０.０ 

   ※実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「－」表示は赤字額がないことを示す。 

(1) 実質赤字比率  

平成２７年度は実質赤字額が生じていない。 

(2) 連結実質赤字比率 

平成２７年度は連結実質赤字額が生じていない。 



(3) 実質公債費比率について 

平成２７年度の実質公債費比率は１１.２％であり、早期健全化基準の２５.０％ 

  と比較するとこれを下回っている。 

(4) 将来負担比率について 

平成２７年度の将来負担比率は１２６.６％であり、早期健全化基準の３５０.０％ 

と比較するとこれを下回っている。 

 ２．資金不足比率

          （単位：％） 

公営企業会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

１ 水道事業会計 ― 

２０．０ 

２ 工業用水道事業会計 ― 

３ 下水道事業会計 ― 

４ 簡易水道事業特別会計 ― 

５ 温泉事業特別会計 ― 

６ 宅地造成事業特別会計 ― 

７ 工業団地造成事業特別会計 ― 

   ※ 資金不足額を生じていない公営企業会計については、「―」を表記した。 

(1) 資金不足比率 

７つの公営企業会計は、資金不足が生じていない。 

第５ 審査意見 

１． 健全化判断比率 

実質公債費比率及び将来負担比率は、早期健全化基準を昨年度以上に下回っており現

時点では問題がない。引き続き、公債費充当一般財源の状況を注視し、既発債の繰上償

還や新発債の抑制など中長期的な観点に立った対応を望む。 

２．資金不足比率 

   ７つの公営企業会計ともに黒字であり、健全であると判断できる。しかし、現在取り 

組み中の事業だけではなく、将来計画されている事業に伴う負担をも考慮した財政運営 

に今後も努められたい。 






